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修 士 論 文 概 要 書 
 
はじめに —本研究の目的— 
 
  本研究は日系多国籍企業が中国において取り入れるべき現地特許戦略を提案するもの
である。また、中国で現地特許戦略を構築する際に、中国の特許制度という環境を正しく
把握し、かつ中国での知的財産トラブルというリスクをうまく回避することが大変重要な
ことを示す。 
  近年、日系多国籍企業が中国に進出する勢いが著しい。それに応じて中国における特
許出願件数も急増している。しかし、日本の特許制度とは異なる中国特有の特許システム
が存在しており、日系多国籍企業が中国市場に進出した際に知的財産トラブルが数多く発
生しているのが実情である。したがって、日系多国籍企業は巨大で潜在的価値の高い市場
である中国において、自らの競争力を向上させるため、中国の特許制度を正しく把握し、
かつ知的財産トラブルをうまく回避し、その上で自らの適切な現地特許戦略を構築するこ
とが必要とされている。 
  特許戦略が注目され始めたのは最近になってからである。多くの企業は特許を取得し
ただけで自社の利益を十分に保護することができると思いがちである。ところが、特許を
取得するだけでは企業の事業利益への直接的な貢献はほとんどなく、その特許を戦略的に
利用し、他社よりアドバンテージを取得することが企業の戦略として最も有効なものだと
考えられる。 
  今までの先行研究論文は一般的な企業を対象とした特許戦略について研究したものが
多く見受けられる。また、日系企業の特許戦略に関する文献も複数存在する。しかし、中
国という国に限定し、かつ日系多国籍企業の特許戦略について研究を行ったものはほとん
ど存在しない。 
  そこで、本研究では上記の研究背景を踏まえ、中国独特な特許制度の特徴を整理し、
日系多国籍企業が中国で遭遇する知的財産トラブルを分析し、そして現地特許戦略で成功
を収めた多国籍企業を例にとり、日系多国籍企業が中国において取り入れるべき特許戦略
を提案することを目的とする。 
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  本研究により日系多国籍企業が近年の世界情勢において極めて重要な位置を占める中
国市場において特許を用いた有効な戦略を積極的に活用し、他国の多国籍企業との競争に
打ち勝っていくための参考になればと思う。 
 
第一章 特許戦略の重要性と先行研究 
 
  第一章では、まず、本研究におけるキーワードである「特許戦略」について定義する。
鮫島（2003）の定義により、特許戦略とは、「企業の中に存在する有用な技術資産を価値の
ある特許という形にし、それを企業収益のために結びつけるための企業戦略」のことをい
う。 
  そして多国籍企業にとっての特許戦略の重要性について論じる。従来伝統的な多国籍
企業理論の主張によれば、多国籍企業がグローバルにビジネスを展開する際に、自社の専
有技術を守るための最適な方法は自社の完全所有子会社の設立による内部市場取引である。
しかし、Jones(1996）の著書『国際ビジネスの進化』によれば、歴史的に見ると、合併企
業、企業間の技術提携、国際カルテルやライセンシングなどいわゆる外部市場取引は全て
技術移転の担い手として大規模にかつ効率的に機能してきた。また、1970 年代後半以降、
不断に上昇する R&D 費用の回収や開発期間の節約、競合他社の優れた知識を導入するとい
った目的から、むしろ米系多国籍企業は積極的に他社とのライセンシングや技術提携を推
進していたのである（Baranson、1978; Telesio、1979;菰田、1981）。こうした流れから、
今現在、世界中の多くの多国籍企業が様々な「特許戦略」による専有化を志向しつつある
（關、2001a）。 
  続いて第二節では、米系多国籍企業を対象とした特許戦略モデルを時代ごとに分けて
詳細に整理する。20 世紀の特許戦略モデルは三家英治（1996）が出版した『図解事典 経
営戦略の基礎知識』に載せた実在した米系多国籍企業の特許戦略を参考にしたものである。
21世紀の特許戦略モデルは「インターネットを利用した特許ポートフォリオ戦略」とも言
われる。この戦略とは、「同一分野の発明に関し、複数の特許を意識的に取得することによ
り、特許権を強化し、競争能力を高める戦略」である（幸田、2000）。かつてこの戦略は莫
大な時間と費用を必要とするため、それらを活用することは容易ではなかった。ところが、
1990年代後半以降、情報通信技術の飛躍的な進歩により、インターネットを利用した専用
ソフトウェアによる解析によって時間と費用が大幅に節約できた（Rivette and Kline、
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2000）。 
  第三節では、日系多国籍企業を対象とした基本特許戦略について述べる。取り上げら
れているのが久野敦司（2007）がその著書で言及した「特許戦略の基本５形態」と鮫島正
洋（2003）が編著した『特許戦略ハンドブック』で挙げられた 2つの基本戦略である。 
 
第二章 中国の特許制度 
   
  第二章では、まず、中国特許制度の歴史を概略的に述べる。中国特許法は、1984 年 3 
月に開催された第 6 期全国人民代表大会を経て 1985 年 4月 1日をもって施行された（朝
日奈、2010；河野、2011；張、2006）。その後中国政府は次々と 3 度の特許法改正を行っ
た。 
  そして、第二節で中国特許制度に関する現在の整備状況及び問題点について検討する。
中国は WTOの加盟をきっかけとして中国の特許法の第二次改正を行った。その結果、中国
における特許出願件数が大幅に増加しており、既に日米特許庁への出願に次ぐ水準となっ
ている（WIPO、 2010）。しかしながら、中国が自ら認識しているように、特許制度の法整
備と特許権の推進が極めて短期間で行われたため、特許制度に対する国民の理解がまだ不
十分であり、特許権保護に対する国民の既成概念と国際的な特許権保護意識との間にまだ
ギャップが存在しており、展望は必ずしも楽観的ではない（夏、2003）。模倣品問題や技術
流出問題は深刻な問題となっている。今後、中国は特許権保護問題にさらに力を入れ、以
上の諸問題を解決していかなければならない。 
  第三節では、最近の中国のイノベーション政策とその動向について論じる。中国では
イノベーションを「自主創新」と呼び、これを促す政策を次々と打ち出している。様々な
めまぐるしいイノベーション政策の展開に伴い、近年、中国企業は自らの特許が重要な経
営資源であると認識しつつ、国内のみならず、国際特許にも積極的に出願し始めた（張＆
中田、2012）。 
  第四節では、日中特許制度を比較する。「先願主義」や「出願審査請求制度」などは日
中共通だが、異なるところは決して少なくない。その中で最も異なる点は中国特許法が日
本の特許法、実用新案法及び意匠法をミックスした規定となっており、「発明」、「実用新型」、
「外観設計」の 3つをまとめて保護しているというところである。 
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第三章 日系多国籍企業が中国で直面した特許権問題 
   
  第三章では日系多国籍企業が中国市場に進出する際に直面した特許権を巡る 2つの問
題についてまとめる。 
  まずは模倣品問題である。「中国は世界の模倣品工場」と皮肉を言われるほどの規模で、
中国製模倣品が中国国内外で流通している。模倣品は市場経済の正常な秩序を乱し、日系
多国籍企業を含め、多くの多国籍企業の競争力及びイノベーションに対する積極性を害す
ると見られている。模倣品氾濫の要因は「経済利益の追求」、「模倣品製造・販売の違法リ
スクが低い」、「中国人には特許権に対する意識が薄い」、「地方保護主義」といったものが
ある。それに対して、日系多国籍企業、日本政府及び中国政府が模倣品対策の強化を図り、
様々な取り組みが行っている。 
  第二節では、特許権侵害訴訟問題について論じる。中国において事業展開する日系多
国籍企業の多くが中国に特許出願を行い、権利化を図っている。そして模倣品を製造・販
売する中国企業に対しては毅然とした態度で特許権侵害訴訟を提起し、これを排除してい
る。一方、近年の中国企業の急速な事業拡大に伴い、多数の有力特許を取得することがで
き、ついに日系多国籍企業を特許権侵害で訴え、日系多国籍企業の億単位の損害賠償金の
支払いを命じる事件が発生した。本節では、中国国内の特許権侵害訴訟の現状を示すと共
に、「中国の武漢晶源対日本の富士化水工業事件」と「中国の鋒陵農業対日本のクボタ権利
紛争事件」という 2つの訴訟事件を取り上げ、具体的に分析する。 
 
第四章 中国で成功した多国籍企業 
   
  第四章ではシーメンス、IBM、日立製作所という 3つの多国籍企業を取り上げ、それぞ
れの企業が中国現地において行っている特許戦略の特徴について論じ、日系多国籍企業に
とって有用な特許戦略を考える上での参考とする。 
  シーメンスはドイツのバイエルン州ミュンヘン・ベルリンに本社を持つ、欧州におい
て最大規模の総合電機大手企業である。シーメンスはかつて 3G の規格競争において、
W-CDMA と CDMA2000 に遅れをとっていた。もしその競争に敗北するようなことがあればそ
れまでつぎ込んだ膨大な研究費が無駄になってしまう。そこで同社は独自の通信技術を欲
していた中国政府および中国企業にその通信規格を譲渡することで、その技術を存続さえ、
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特許料によって利益を生み出すことに成功した。 
  IBMは世界でも有名な IT 関連のグローバル企業である。同社がもつ特許ライセンスの
数は世界一であり、ライセンス契約によって莫大な利益を生み出している。自社で製造や
販売を行うよりも特許ライセンスを効率的に運用することで少ないリスクで大きな利益を
得る戦略を重視していると考えられる。IBM は中国大手企業のレノボ、SMIC とライセンス
契約を結んでおり、ブランド力と高い特許技術力の代わりに多額のライセンス料を得てい
る。 
  日立は日本の最大手の電機メーカーの一つである。グローバルにビジネスを行い、海
外でも大きな収益を挙げている。研究、開発にも力を注いでおり、特許出願数は国内第二
位である。特定分野にリソースを集中させ、それらの分野での特許網の構築を進めている。
日立は中国において現地での研究開発を進めており、安価で中国現地のニーズをより正確
に捉えた現地の研究員を採用することで競争力を高めている。また、現地の大学との産学
連携を進めることで低コストでの研究を行っている。 
    
第五章 特許戦略の考察 
 
  第五章の第一節では、第四章で取り上げた通信、IT、インフラの 3つ分野において中
国で成功している多国籍企業の特許戦略について特徴を確認し、そこから、それ 3つの分
野に属する日系多国籍企業が採用すべき特許戦略を抽出する。通信分野では、有力な中国
政府および中国企業との共存共栄関係を築き、自社技術である通信規格を市場に普及させ
る戦略が有効である。IT分野では、自社の技術力を他の多国籍企業より優れたものになる
まで育て、その技術力を中国現地企業および中国市場へアピールしブランド力を高めるこ
とが有効である。その上で、中国大手の現地企業と特許ライセンシング契約を結べばよい。
ただし、技術流出に気をつける必要がある。インフラ分野では、現地のニーズを満たすた
めに現地の研究者を雇用して現地で研究を行うことが有効である。また、低コスト化とオ
ープンイノベーションのために現地の大学と共同研究を行うことも有効である。 
  第二節では、事業分野に関係なく、日系多国籍企業が中国現地特許戦略を構築する上
で注意しなければならない点を挙げ、その中でいくつかの問題とその対応策について述べ
ている。第一項では中国の特許制度の特徴である実用新案と意匠が重要視される点につい
て述べ、これら 2つを軽視すると思わぬ被害を被る可能性があることを、例を取り上げな
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がら説明しその重要性を確認する。また、中国では特許権紛争の解決ルートとして 2つは
あり、日本のように司法ルートだけでなく、場合によっては行政ルートを用いることで短
期間のうちに紛争を解決できることを述べる。2つの解決ルートの特徴を理解し、ケース
によってうまく使い分けることが大切である。第二項では知的財産トラブルを回避するた
めの対策について検討し、模造品問題と特許権侵害訴訟問題への対応策を挙げている。第
三項では、第一項と第二項以外の注意点として 2つ述べている。一つは中国に現存する特
許をきちんと調査することであり、もう一つは特許出願書類が正しく中国語へ翻訳されて
いるか確認することである。これらを怠ると後に思わぬ被害を被る可能性がある。 
 
むすび —結論— 
 
  本研究では日系他国企業が中国市場において選択すべき特許戦略について考察してき
た。最後に、本研究の結果をまとめる。 
  第一章では米系多国籍企業が採用している特許戦略モデルと、日本人 2名の特許戦略
の評価を紹介し、その主張が優れていることを述べた。 
  第二章では中国特許制度の歴史的変遷から入り、最後に日中特許制度の比較を行った。
その結果から、第五章において日中特許制度の違いで注意すべき点をまとめた。 
  第三章では最も深刻な問題である模倣品問題と特許侵害訴訟問題について述べた。模
倣品問題の背景には経済利益の追求と中国文化の影響という深い問題が潜むことを明らか
にした。また日系多国籍企業が訴えられ敗訴する事例の紹介した。以上を踏まえ、第五章
において模倣品問題と特許権侵害問題への対策と注意点を述べた。 
  第四章では中国において成功している 3つの多国籍企業の特許戦略の特徴について述
べた。これを受け、第五章において日系多国籍企業に適用できる特許戦略を抽出した。 
  第五章で述べた、抽出された特許戦略および各注意点や対策は、中国特許制度に関係
するもの以外は、中国以外の新興国においても適用出来る可能性がある。 
  今後の課題として、第五章で抽出した特許戦略は通信、IT、インフラの分野に限定し
たものであったため、その他の分野には適用出来るかわからない。そのため、他の分野に
おいても特許戦略の抽出を行い、更なる一般化を行うことが課題として考えられる。 
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はじめに 
-本研究の目的- 
 
第一節 本研究の背景とその目的 
 
   近年、日本企業が中国への進出する勢いは著しい。2004 年末で推定 22,000 社以上
が中国に進出している（21 世紀中国総研編、2005）。それに応じて、中国における日本
企業の特許出願件数も急増している。中国国家知識産権局（SIPO）の統計データによ
ると、2011 年では、SIPO で受理された国内外の特許出願申請件数が 526,412 件に達し
ており、そのうち、日本からの特許出願申請は 39,231 件に上り、諸外国からの中国に
おける特許出願申請総数の 35％強を占めしている（張＆中田、2012）。 
  日本企業からの出願は、多国籍企業が出願している場合が多く、中国現地での生
産や市場シェアの確保といった目的のために中国における特許権を取得している場合
が多い。そして現在、中国を生産の拠点からターゲット市場へ、そしてグローバルイ
ノベーションセンターとして活用する日系多国籍企業が増えつつある。日系多国籍企
業の多くが中国を巨大な市場として見ており、中国市場で自社製品を販売し、利益を
上げることが日系多国籍企業にとって大変重要である。 
  しかし、日本特許制度と異なる中国独特な特許システムが存在しており、かつ日
系多国籍企業が中国市場への進出に伴う知的財産トラブルが多く発生しているのが現
実である。中国は WTO への加盟をきっかけとして、知的財産権に関する法律、法規、
条例及び司法解釈などあらゆる角度から改正した。しかしながら、中国の特許法、商
標法、著作権法、各種条例及び司法解釈は TRIPs 協定1(Agreement on Trade-Related 
Aspects of Intellectual Property Rights：知的財産権の貿易関連の側面に関する協
定)やその他の国際条約に符合しないかまたは実質的に実行できない部分があること
は否定出来ない（張、2006）。それと同時に、中国市場への進出に伴い、日系多国籍企
業自らの製品が勝手に模倣されたり、中国企業との特許紛争に巻き込まれたりする知
                                                             
1TRIPs 協定：1995 年の WTO で発行された協定であり、特許権を保護しない国は物の自由貿易に
参加させないというものであった。 
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的財産トラブルに頭を悩ませている。 
  したがって、日系多国籍企業は巨大で潜在的価値の高い市場である中国において、
自らの競争力を向上させるため、中国の特許制度を正しく把握し、知的財産トラブル
をうまく回避し、その上で自らの適切な現地特許戦略の構築することが必要とされて
いる。 
  特許戦略が注目され始めたのは最近になってからである。多くの企業は特許を取
得しただけで自社の利益を十分に保護することができると思いがちである。ところが、
特許を取得するだけで企業の事業利益への直接的な貢献はほとんどなく、その特許を
戦略的に利用し、他社よりアドバンテージを取得することが企業の戦略として最も有
効なのだと考えられる。ここで特許戦略を言っても具体的なイメージがつかめない。
取得した特許技術に関して他社とライセンス契約を結び、ライセンス料を利益として
得ることやクロスライセンス契約を結ぶことで自社の技術と引き換えに他社の技術の
使用権を得るという特許取得後の活用方法は容易に想像できる。また、利用価値のあ
る特許を戦略的に創出し、取得することも含まれている。 
  今までの研究論文は一般的な企業を対象とした特許戦略についての研究は数多く
見受けられる。また、日系企業の特許戦略に関する文献も複数存在する。しかし、中
国という国に限定し、かつ日系多国籍企業の特許戦略について研究を行ったものはほ
とんど存在しない。 
  そこで、本研究では上記の研究背景を踏まえ、中国独特な特許制度の特徴を整理
し、日系多国籍企業が中国で遭遇する知的財産トラブルを分析し、そして現地特許戦
略で成功を収めた多国籍企業を例にとり、日系多国籍企業が中国において取り入れる
べき特許戦略を提案することを目的とする。 
 
第二節 研究の意義と本研究の構成 
 
  本研究により日系多国籍企業が近年の世界情勢において極めて重要な位置を占
める中国市場において特許を用いた有効な戦略を積極的に活用し、他国の多国籍企業
との競争に打ち勝っていくための参考になればと思う。 
  本研究の構成として、第一章では、まず多国籍企業のグローバル展開に伴う海外
現地、特に新興国市場で特許戦略を立てる重要性を述べる。次に、第二節で 20 世紀の
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米系多国籍企業による特許戦略の歴史について振り返りながら、21 世紀の新たな特許
戦略モデル、いわゆる「インターネットを利用した特許ポートフォリオ戦略」につい
て述べる。そして日本の特許の実務者が現代日系多国籍企業に推薦している基本的な
特許戦略を米系多国籍企業の特許戦略モデルと比較しながら整理していく。 
  第二章では、中国特許制度の歴史を概略的に述べた後、中国特許制度に関する現
在の整備状況及び問題点について検討する。続いて、最近の中国のイノベーション政
策とその実態を把握し、今後中国におけるイノベーションの発展トレンドに対し予測
を行う。最後に、日中の特許制度を比較し、その相違点を取り上げる。 
  第三章では、まず第一節で最も深刻な模倣品問題に言及する。現在、中国におい
て日系多国籍企業が模倣品によって被っている被害の状況を論じた後、これに関する
要因をいくつか取り上げる。そして、この模倣品問題に対する日系多国籍企業と日本
政府の対応策をまとめる。その後、中国政府の取り組みについて述べる。第二節にお
いて特許権侵害訴訟問題について論じる。近年の中国における特許権侵害訴訟の現状
とトレンドを述べ、日系多国籍企業と中国現地企業との間で起きた訴訟紛争を取り上
げる。 
  第四章では、中国現地特許戦略で成功を収めた欧州、米国、日本の多国籍企業を
例としてそれぞれ取り上げる。 
  第五章では、第四章で取り上げた三つの事例から、日系多国籍企業が中国で競争
優位に立つための現地特許戦略の抽出と考察を行った。そして、第二章と第三章で述
べた内容を踏まえ、中国特許制度を利用する上で注意すべき点を述べ、模倣品問題お
よび特許侵害訴訟問題への対策とその他の更なる注意点を述べた。 
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第一章 
多国籍企業における特許戦略の重要性 
と日米学者による先行研究 
 
  グローバル化に伴い、多国籍企業（Multinational Corporation、 MNC）は以前に
増して国際的な競争力を持つことが求められるようになってきている。しかし現在、
技術革新に伴ってどの企業にも一定レベルの技術力が蓄積され、商品の品質では差が
生じない時代になってきた。このような時代の中で、技術開発に注力し、知的財産の
一種である発明を専有することで他社との差別化を図り、競争優位に立つことが可能
である。 
  実際に、企業による発明の専有可能性を確保するために特許以外では、技術情報
の秘匿、製品の複雑化及び先行的な市場化、販売ないしサービスへの努力などが挙げ
られる（Levin et al., 1987;Cohen et al., 2000）。なぜ企業が発明を特許化するの
か、その動機について様々な議論が行われてきた。Cohen et al.（2000）によれば、
自社製品が勝手に模倣されたりする特許権侵害を防ぐこと、自社技術と似た技術を他
社が商業化することを阻止するまたは妨害すること、自社製品や技術が他社の特許権
を侵害するリスクを低減し特許紛争を回避すること、ライセンスを通じて収入を得る
ことや企業や発明者の評判を向上させること等は特許化の主な動機であると考えられ
る。 
  さらに、多国籍企業には特許を取得するだけでなく、その競争優位の源泉となる
特許を活用した戦略を考え効果的に利益を生み出すことが必要となる。なぜならば、
特許を取得しただけでは直接利益に結びつかないからである。特許戦略にも様々なも
のがあるため、多国籍企業は状況に応じて最適な戦略を選択し、それらを組み合わせ
ることが求められる。この章では、本稿のテーマである特許戦略の重要性について確
認し、その後に日米学者による多国籍企業の特許戦略に関する先行研究をレビューす
る。 
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  本章は次のように構成される。まず多国籍企業がグローバル展開した際に、海外
現地、特に新興国市場で特許戦略を立てることが重要となってくることを述べる。次
に、第二節で 20世紀の米系多国籍企業による特許戦略の歴史について振り返りながら、
21 世紀の新たな特許戦略モデル、いわゆる「インターネットを利用した特許ポートフ
ォリオ戦略」について述べる。そして日本の特許の実務者が現代日系多国籍企業に推
薦している基本的な特許戦略と米系多国籍企業の特許戦略モデルを比較しながら整理
していく。 
 
第一節 多国籍企業にとっての特許戦略の重要性 
 
  多国籍企業における特許戦略の重要性を示す前に、特許·特許権·特許発明·特許法
·特許戦略についてそれぞれを定義する。 
  特許（Patent）は、有用な発明をなした発明者またはその承継人に対し、その発
明の公開の代償として、一定期間、その発明を独占的に使用しうる権利（特許権：Patent 
Rights）を国が付与するものである（高林、2011；青山、2008）。よって、特許は国が
発明者またはその承継人に対し、特許権を付与するある種の行政行為と考えられる。 
  特許法(Patent Law)は、産業上の利用可能性、新規性、進歩性などを有する発明
について、物の発明·方法の発明·物を生産する方法の発明のそれぞれについて独占的
権利の範囲を定める特別法である（青山、2008）。日本の特許法は、発明の保護及び利
用を図ることにより、発明を奨励し、もって産業の発達に寄与することを目的とする
とされている（特許法 1 条）。  
  特許権は特許法によって新技術の詳細を広く社会に公表する代わりに、政府から
発明者に対し一定期間当該技術の排他的使用を認めた権利である（荒井、2010）。これ
は独占禁止法からも除外される（荒井、2010；鮫島、2003）。特許権を取得するために
は、特許庁2に対して特許出願を行い、審査を経なければならない。特許出願された発
明は一定の条件（産業上の利用可能性、新規性、進歩性）を満たして初めて、特許登
録を受けられ、特許権が与えられる。その時点に特許権を付与された発明は特許発明
と呼ばれている。特許権を有する者は、特許発明を独占的に実施する権利を有する。
                                                             
2特許庁：国のよって特許庁の正式的な名前が異なる。日本の場合、日本国特許庁（JPO)とよば
れ、米国では、米国特許商標庁（USPTO）という。 
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他人が無断で特許発明を実施した場合には、特許権者はこのような侵害行為を停止さ
せ（差止請求権）、特許権侵害によって被った損害を賠償させること（損害賠償請求権）
ができる（久野、2007）。しかしながら、特許権を保有する期間、つまり特許権の存続
期間は限られている。例えば、日本とアメリカの場合、特許出願の日から 20 年である
（青山、2008）。 
 
          出願日     登録日             満了日 
                  20 年（日米の場合）                                      
ｋｌ 
（出所）筆者作成 
 
  最後に特許戦略（Patent Strategy）について定義する。特許は、ただ単に出願す
るだけで事業を独占できる万能のツールではない。企業の事業展開に応じた戦略的な
出願·権利化、そして活用を行って初めて、特許が企業の利益への貢献が可能となる。
よって、特許戦略とは、「企業の中に存在する有用な技術資産を価値のある特許という
形にし、それを企業収益のために結びつけるための企業戦略」をいう（鮫島、2003）。
特許戦略は企業内に存在する発明（技術的な思想）というアセットをビジネス化し、
収益に結びつけるための戦略であり、これにより、企業に総合的なかつ長期的な利益
をもたらすものでなければならない（ibid）。「総合的なかつ長期的な利益」というの
は、たんにある特定の発明または特許に関し、一時的に競合他社のビジネスを差し止
めて優位に立つことや年間数千万円のロイヤリティ3（特許実施料）を得るということ
ではない。ある発明または特許に対してそのようなことを実現できたとしても、数年
後他社の特許発明によって攻撃を受け、特許権侵害訴訟に巻き込まれた場合、より重
要なビジネスが継続困難になり、桁違いのロイヤリティを支払うべきことになったり
すれば、それは特許戦略への誤解ということになる。鮫島（2003）によれば、特許戦
略とは、あくまでも長期的なスパンにおいて、企業が成功裡に存続発展し続けるよう
な戦略でなければならず、目先の利益を追うだけのものであっては決してならないと
                                                             
3ロイヤリティ：特許は独占排他権であるため、特許の実施を許諾する場合には、何らかの対価
を要求することが行われており、これをロイヤリティという。ロイヤリティの計算方法は様々
であるが、特許にかかる製品の販売価格の 3～5％程度と設定することが通常である。 
特許権のある期間 
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指摘した。 
  また、特許が独占排他性という非常に強力な法的効力を有しているだけに、環境
や社会利益を考慮せず、自社の利益のみを基準には考えてはならない場合も起こりう
る（宇佐見、2010；鮫島、2003）。特に化学や医薬品など環境や社会に大きな影響を与
える業界における企業が自社営利のみを追求する特許戦略では、業界や世論から非難
を受けることも考えうる（宇佐見、2010）。このような様々な要素を考慮に入れ、特許
戦略における成功というものは定義されなければいけない。 
    では、多国籍企業にとっての特許戦略の重要性について論じる。多国籍企業は主
として２ヶ国以上で事業活動を行っており、現在では国際的な投資の流れ、貿易、及
び国境を超えた知識移転（技術移転を含む）の重要な担い手となっており、グローバ
リゼーションの核心でもある（比嘉、2012）。多国籍企業は、1980 年代を通じて対外直
接投資（FDI）の年間平均成長率は 14％であり、1996 年から 2000 年の間では、年率 40％
も成長するなどグローバル経済を統合する主導的な推進者となった（Jones、2005）。 
すなわち、多国籍企業が海外現地で 100％所有子会社を設立し、その子会社との内部市
場取引によって自社専有技術を移転するのが最も安全で効率的な選択である。しかし、
Jones(1996）の著書『国際ビジネスの進化』によれば、歴史的に見ると、合併企業、
企業間の技術提携、国際カルテルやライセンシングなどいわゆる外部市場取引は全て
技術移転の担い手として大規模にかつ効率的に機能してきた。また、1970 年代後半以
降、不断に上昇する R&D 費用の回収や開発期間の節約、競合他社の優れた知識を導入
するといった目的から、むしろ米系多国籍企業は積極的に他社とのライセンシングや
技術提携を推進していたのである（Baranson、1978; Telesio、1979;菰田、1981）。こ
うした流れは今現在、世界中の多くの多国籍企業が様々な「特許戦略」による専有化
を志向しつつある（關、2001a）。例えば、2000 年に話題の「ビジネスモデル特許（＝
ビジネス方法特許）4戦略」や、インターネット技術を利用することでイノベーション
と特許管理を同時に実現する「特許ポートフォリオ戦略」などが挙げられる（Rivette 
and Kline、 2000）。近年では、自社の発明の使用や操業に関する自由度を確保するた
めに特許権の独占排他的力を活用し、大量特許出願(mass-patenting)を行うという企
業の特許戦略はヨーロッパでも注目されている（de Rassenfosse and Guellec、 2009）。 
                                                             
4日本特許庁では「ビジネス方法特許」、米国特許商標庁では「Business Method Patent」が正
式名称である。しかし、その実態は未だに不鮮明な部分も多いとされている。 
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  特許ポートフォリオ戦略は以下の「米系多国籍企業の特許戦略モデルの 21 世紀の
特許戦略モデル」で詳しく説明するので、ここで 2000 年に日本で大ブームとなったビ
ジネスモデル特許について述べる。ビジネスモデル特許は、新規かつ進歩的なビジネ
ス方法（生産方法、流通方法、販売方法、広告方法、金融などのサービス方法）をコ
ンピュータやネットワーク等の ITを使用して具体化した発明について付与される特許
である（高橋、2003；中嶋、2003）。ビジネスモデル特許のほとんどはソフトウェア特
許であり、その発明内容は電子商取引、金融ビジネス、電子マネー·電子決済、広告等
多岐にわたる（高橋、2003）。有名なものでは、1 クリック特許（USP 5960411、 アマ
ゾン·ドット·コム社）、電子マネーシステム特許（USP 5455407、シティバンク）、カン
バン方式特許（日本特許 2956085、トヨタ自動車（株））等などがある（ibid）。ビジネ
スモデル特許の登場により、大量の特許出願がメーカーだけでなく、従来特許と縁の
薄かった金融、運輸、商業等のサービス業、個人等からも出願された。日本の特許庁
では 2000 年 12 月にビジネス関連発明について新しい「コンピュータ·ソフトウェア関
連発明に関する審査基準」を発表し、2001 年 1 月から適用している（高橋、2003）。こ
のように、「発明」の概念が広がり、特許戦略が多国籍企業の経営戦略として一段と重
要性を増やしてきた（高橋、2003；中嶋、2003）。 
  表 1 は、多国籍企業を擁する主要国から特許協力条約（PCT：Patent Cooperation 
Treaty）に基づく 2011 年の国際特許出願5件数のランキングであるが、米国の国際特
許出願の数が、日本を越え、圧倒的に一位となっている。このように、多国籍企業は、
PCT 国際出願制度を利用し、他の PCT 加盟国における特許権を確保することで、開発新
技術の国際排他的使用権を確立しようとしており、この傾向は特に米国の多国籍企業
で顕著に見られる。ちなみに、国際特許出願件数の国別ランキングでは、1980 年代以
降は第一位が米国、第二位は日本、第三位がドイツあるいはフランスという形が固定
化しつつある。しかし、最近では中国や韓国といったアジアの各国の台頭が目覚まし
い（林、1997）。 
                                                             
5特許協力条約（PCT: Patent Cooperation Treaty）に基づく国際特許出願：ひとつの出願願書
を条約に従って提出することによって、PCT 加盟国である全ての国に同時に出願したことと同
じ効果を与える出願制度である（高林、2011）。現在の加盟国合計 148 ヵ国である（WIPO, 2013）。 
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表 1 特許の国際出願件数 国別ランキング（2012 年） 
（出所）WIPO Statistics Database（2012）により引用 
 
  しかし近年、中国、インド、ASEAN(東南アジア諸国連合)といったアジア新興国の
産業発展とともに、多国籍企業が新興国における先端技術の模倣を受けやすくなって
おり、それによって製造される不正商品は、巨額の研究開発費を投じてきた多国籍企
業にとって深刻な問題となっている。近年日本における円高、リストラ問題の結果、
日本の大企業も中小企業も多国籍化が進み（渡辺編、1998）、新興国にある現地企業と
の特許権紛争に巻き込まれる可能性が生じる。さらに、新興国における特許制度の整
備が遅れることや権利の実行についての不備があることがしばしば指摘され、こうし
た国の特許制度を活用しようとする多国籍企業にとって大きな支障となる（Maskus、
1998）。そのため、今後、特許権に関する有効なグローバルの特許制度のインフラ整備
を求められると同時に、多国籍企業自身が積極的に新興国で上述のようなリスクや支
障を回避できるような現地特許戦略を策定することの重要性を認識しなければならな
い。 
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第二節 米系多国籍企業の特許戦略モデル 
 
  第一節で多国籍企業にとって特許戦略は重要な経営戦略の一つとして認識されて
いた。しかしながら、ライセンシングや技術提携といった特許戦略はその歴史が比較
的に浅く、1960 年代の米系多国籍企業の出現とともに、その存在が世界的に知られる
ようになったとされる（關、2001b）。すなわち、特許戦略とは、20 世紀を代表する経
営戦略の一つとして位置付けられると考えられる。第二節では、こうした米系多国籍
企業による 20 世紀の特許戦略モデルを振り返しつつ、21 世紀の斬新な特許戦略モデル
についてその具体的な内容を明らかにする。 
 
第一項 20世紀の特許戦略モデル 
 
  三家英治（1996）が出版した『図解事典 経営戦略の基礎知識』に載せた 20 世紀
に実在した米系多国籍企業の特許戦略を参考にし、その具体的な内容について振り返
ることとする。 
 
図１ ２０世紀米系多国籍企業における主要な特許戦略の種類とその内容 
（出所）三家（1996）により引用 
 
  上の図１を参照すれば、まず、特許戦略とは、その目的から「特許取得戦略（Patent 
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Acquisition Strategy）」、 「特許活用戦略（Patent Application Strategy）」、 「特
許非公開戦略（Patent Closed Strategy）」の三種類に分類される。次に、「特許活用
戦略」はさらに「独占化戦略（Monopolization Strategy）」、「攻撃戦略（Offensive 
Strategy）」、 「防御戦略（Defensive Strategy）」、「公開戦略（Open Strategy）」の
四種類に分類できるとされる（三家、1996）。 
（一）特許取得戦略 
  「特許取得戦略」とは、研究方向の検討段階から、見出された発明についての特
許出願をし終わるまでの期間における「特許を取得するための戦略」を意味する（三
家、1996）。そもそも、特許法は「属地主義」6を採用しているため、特許権を取得し
たい場合には、取得したい国で特許出願を行わなければならない（竹田、2000；高林、
2011；青山、2008）。しかし、現在では一つの特許出願で複数の海外特許取得を可能と
する制度がいくつか存在している。そのひとつは本研究の第一節「多国籍企業にとっ
ての特許戦略の重要性」で言及した特許協力条約（PCT）に基づく国際特許出願制度で
ある。この特許協力条約（PCT）による国際出願制度（よく「PCT ルート」と呼ばれて
いる）がグローバルな特許取得戦略の展開が可能となっている（加藤、2000）。また、
その他にも「工業所有権保護国際同盟条約（Intellectual Union for the Protection 
of Industrial Property）」(通称パリ条約)に即した「パリルート」や「ヨーロッパ特
許条約（European Patent Convention）」に即した「EPC ルート」、「PCT 経由 EPC ルー
ト」などが存在している（竹田、2000） 
  そして、こうした様々な国際出願制度の中、米系多国籍企業が最も利用している
のが PCT ルートである。なぜならば、PCT 国際出願制度はもともと米国の思惑で成立し
た条約からである。米国においては、国際的に特許出願する際に、先行技術の調査に
相当な時間と費用をかけていた背景があり、この問題を解決するために国際的な機関
による調査も可能とし、また出願手続きが 1 回で済む国際条約の締結を目指したもの
である（竹内·水野国際特許事務所、2004）。PCT ルートのメリットを一番受けているの
は米国であり、そのため米国からの外国への出願はほとんど PCT ルートを利用してい
るようである（ibid）。さらに、PCT 出願は、近年急速に加盟国を増やしながら、利便
性を高め、多国籍企業の国際特許出願数を増大させている傾向があると荒井（2012）
が指摘した。しかし彼の研究論文の結論としては、特許登録では、本国中心の傾向に
                                                             
6属地主義：法律の適用範囲や効力範囲を、一定の領域についてのみ認めようとする主義である。 
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大きな変化は見られず、PCT 出願が普及してきたものの、国際的に網羅的な特許保護ま
でには至っていないようである（荒井、2012）。 
  米系多国籍企業にとって特許戦略は、輸出や対外直接投資と並ぶ、重要な対外事
業活動の選択肢として位置付けられてきた歴史を持っている（關、2001b）。しかしな
がら、第一節で述べた通り、伝統的な多国籍企業理論の内部市場取引説においては、
こうした米系多国籍企業による特許戦略の意義が軽視されているようである。 
（二）特許活用戦略 
  「特許活用戦略」とは、「特許を企業戦略に活用し、他社との差別化を図る戦略」
を意味する（三家、1996）。そして、企業戦略の目的により、図１の通り、以下四種類
の戦略に分類されている。 
  第一に、独占化戦略である。「独占化戦略」とは、「特許による市場の独占化を狙
う戦略」を指す（三家、1996）。特許権が本来的に有する独占排他権を訴訟という法的
手続きによって行使し、マーケットシェアを独占することにより、マーケットによる
経済的利益を追求する戦略である（鮫島、2003）。 
  第二に、攻撃戦略である。「攻撃戦略」とは、特許によって競合他社を攻撃する戦
略を意味する（三家、1996）。いわゆる、1985 年の米国における「プロ·パテント政策
（Pro-Patent Policy）」7の確立を背景に頻発した米系多国籍企業による特許権侵害訴
訟攻撃である。代表的な戦略として「サブマリン特許戦略（Submarine Patent Strategy）」
という悪名高い特許戦略が挙げられる（牧野他、2000）。1995 年以前、米国の特許制度
には出願中の特許案件を公開する制度がなく、審査期間にかかわらず成立時から 17 年
間有効とされるのである（上山、2000）。その制度を悪用し、出願者は明細書の修正を
繰り返しわざと特許の成立を遅らせ、その技術を利用した製品が広く普及するのを待
つ（ibid）。そして様々な企業が採用し普及した時点である日突然に特許権を発生させ、
侵害訴訟によって莫大な賠償金·和解金·ロイヤリティを獲得するのである（ibid）。水
面下に潜って接近し、突然出現し、損害を与えることから、「サブマリン」特許戦略と
呼ばれるようになった。 
  代表的な例としては、1992 年に米国の個人発明家が、自らが 38 年前に出願してい
                                                             
7プロ·パテント政策：1985 年レーガン大統領は米国の製造業をパテント重視政策によって国際
競争力をつけ、復活させようとしたために採用された政策である。その結果、技術指向型の多
くの新興企業が登場し、知的資産の価値と併せて企業価値を大きく向上させたのである。 
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た特許発明を侵害されたとして、日本自動車メーカー11 社に対して起こした訴訟が有
名である（竹田、2000）。この訴訟の結果、日本自動車メーカーが 11 社合計約 1 億ド
ル（当時約 127 億円）の和解金を払ったというものであった（ibid）。その後、諸国の
非難を受け、1995 年に米国は特許制度を改正し、有効期間を出願日から 20 年とした（浅
野、2000）。1999 年 11 月にはようやく出願公開制度の一部導入が義務づけられること
となった（ibid）。しかし、出願公開制度の適用も PCT ルートといった国際出願につい
てのみであり、今後も米系多国籍企業によるこうしたサブマリン特許戦略の脅威が完
全に消えたわけではないと考えられる（浅野、2000；竹田、2000）。 
  第三に、防御戦略である。「防御戦略」とは、「特許によって競合他社の攻撃から
守る戦略」という意味である（三家、1996）。そもそも、特許権を有する効果としては、
権利侵害行為に対する法的な制裁措置の執行が挙げられる。特に米国では、プロ·パテ
ント政策によって設立された「連邦巡回控訴裁判所（Court of Appeals for the Federal 
Circuit）」によって、悪意のある侵害に対する賠償の増額（三倍賠償）が設定されて
おり、その効果は絶大である（尾崎、1989）。しかしながら、現在でも一部の先進国（日
本も含む）や新興国（中国、ブラジル、インド等）では、特許権そのものに対する理
解不足や法的整備の遅れのため、模倣や技術流出といった権利侵害行為は日常的に行
われていることは否定出来ない事実であり、特許権化による多国籍企業の防御戦略が
万全なツールであるというわけではない（關、2001b）。 
  最後に、公開戦略である。「公開戦略」とは、「特許公開やクロス·ライセンシング
の戦略」を意味する（三家、1996）。一見、自社の特許を競合他社へ公開するというこ
とは自らが取得した特許権を放棄する行為に思われるが、特許を公開することによっ
てそれで得る利益のほうが大きいならば十分可能だと思う。また、こうした「特許供
与戦略（Patent Licensing Strategy）」は R&D 費の回収にとっても必要不可欠である
（三家、1996）。例えば、1970 年代後半の米系多国籍企業は、莫大な R&D 費負担を軽減
するために、日本やドイツの企業へのライセンシングを活発化させた歴史があった（關、
2001b）。しかし、こうしたロイヤリティ収入の獲得を目的としたライセンシングの増
大により、米系多国籍企業の優位を持つ技術の「拡散」が進み、結果的に日本やドイ
ツの技術発展を促進したのである（關、2001a）。つまり、公開戦略には、ロイヤリテ
ィの獲得やクロス·ライセンシングによる企業のお互いな技術の補完といったメリッ
トがあると同時に、優位技術流出リスクといったデメリットも確かに存在している。
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とはいえ、今日では競合メーカー同士の間の「戦略的提携（Strategic Alliance）」の
観点から見れば、自社保有特許をお互いに積極的に公開することの戦略的意義が重大
だと認められつつある（山田、1999）。 
（三）特許非公開戦略 
  「特許非公開戦略」とは、敢えて特許として公開しない戦略という意味である（三
家、1996）。すなわち、自社が保有している優位技術を「ノウハウ（Know-How）」とし
て秘匿化し、自社やグループ企業内だけでシェアするということである（ibid）。「特
許非公開戦略」は「特許公開戦略」と比べると、コア技術を企業秘密とし、外界へ技
術流出の恐れが少ない。そのため、1960 年代の米系多国籍企業では、こうした開発技
術の内部市場取引、いわゆる内部化、が主流な技術管理戦略であったと考えられる（關、
2001a）。また、競合他社から特許侵害されている可能性があったとしても、侵害され
ている事実を確認することが難しい生産プロセスに関する技術は、公開するよりも、
むしろ企業内で保有し秘匿化する方が安全であり、ここに特許非公開戦略の意義を見
出すことができるのである（林、1989；1997）。 
   さらに、特許権といった知的財産権のひとつで、営業秘密として非公開の性質を持
つ「トレード・シークレット（Trade Secret）」の活用も注目を浴びている（關、2001b）。
例えば製造方法、調理方法、顧客リスト、取引情報などがトレード・シークレットに
あたる。代表的な例としては、コカ・コーラの原液のレシピは、トレード・シークレ
ットとして現在も秘匿化されたままである（Unkovic、1985）。その意味では、こうし
た特許非公開戦略は最も独占した戦略であるといえよう。 
 
第二項 21世紀の特許戦略モデル 
 
  一般的に特許ポートフォリオ戦略とは、「同一分野の発明に関し、複数の特許を意
識的に取得することにより、特許権を強化し、競争能力を高める戦略」であると理解
されている（幸田、2000）。古谷（2003）が企業にとって「個々の特許価値とともに、
特許複合によるポートフォリオとしての価値を考慮しておく必要があり、そうでなけ
れば一つの製品・サービスをたった一つの特許で保護することは困難である」と指摘
した。これには 2 つの要因がある。一つは、製品・サービスが様々な部品や要素技術
から成り立っている場合は、それぞれの部品や要素技術に関する特許を持つことが非
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常に有利である（ibid）。もう一つは、一つの技術についても、様々な観点から特許の
取得が可能だから、基本技術とその改良技術や周辺技術などのそれぞれにつき、特許
を保有していることが好ましい(ibid)。しかし、こうした特許ポートフォリオ戦略の
重要性は認識されていたものの、莫大な時間と費用を必要とするため、1990 年代以前
はそれらを活用することは容易ではなかった。 
  ところが、1990 年代後半以降、情報通信技術（Information Technology: IT)の飛
躍的な進歩により、かつて数ヶ月もかかっていたポートフォリオ分析が、インターネ
ットを利用した専用ソフトウェアによる解析によって数時間で完成し、しかも安価な
コストで実行できるようになったのである（Rivette and Kline、2000）。 
  下の図２は米系多国籍企業を中心に 21 世紀の特許戦略モデル、いわゆるインター
ネットを利用した特許ポートフォリオ戦略の具体的な内容を示すチャートであり、そ
れについて左の「特許取得動向マップ」から右上の「基本特許取得・周辺特許取得」
と右下の「特許引用ツリー」という順番で説明していくこととする（關、2001b）。 
 
 
図２ インターネットを利用した特許ポートフォリオ戦略の図 
（出所）關（2001）により引用 
 
（一）特許取得動向マップ 
  インターネットを利用した特許ポートフォリオ戦略では、最初に新製品・新市場
への参入する前に、「特許取得動向マップ（Landscape Map）」を活用し、多国籍企業の
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二重投資のリスクを回避するために、競合他社の長期的な技術開発トレンドの分析が
行われるとされる（關、2001b）。そして、そこから改めて自社のコア技術を定め、集
中的に開発を行い、それを基本特許として押さえるというものである（Rivette and 
Kline、2000）。すなわち、多国籍企業の特許管理部門と R&D 部門とを連携し、効率良
く技術開発を行い、特許権を獲得することが求められているのである（關、2001b）。 
（二）基本特許取得・周辺特許取得   
  次に、特許取得動向マップの作成により集中的に開発し取得した基本特許に対し、
競合他社が自社技術を模倣できないように、あるいは競合他社の基本特許を無効なも
のにするために、生産方法やプロセスといった周辺特許8を押さえておくことが行われ
る（關、2001b）。つまり、2000 年に話題になった「ビジネスモデル特許」によって、
「クラスタリング（Clustering）」と「ブラケティング（Bracketing）」という 2 つの
特許戦略がある（今井、2000）。図 3 が示した通り、クラスタリングとは、自社の基本
特許の周囲に特許の壁（周辺特許）を築くことによって競合他社からの攻撃を防御で
きる戦略である（Rivette and Kline、2000；今井、2000）。また、ブラケティングと
は、競合他社の基本特許の周りに自社のそれに関連した周辺特許を囲い込むことによ
って競合他社の基本特許を攻撃し、無効とさせることもできる（ibid）。 
 
図 3 クラスタリングとブラケティング 
（出所）今井（2000）により引用 
                                                             
8周辺特許：ある基本的な発明を保護するための「基本特許」があった時に、その発明対象であ
る「物」を生産する方法の発明、生産に使用する器具の発明、その「物」をさらに優れたもの
にするための改良品や付属品の発明、その「物」の有効な使い方の発明等、「基本発明」を取
り巻く発明をカバーする特許を「周辺特許」という。 
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（三）特許引用ツリー 
  その上に加えて、「特許引用ツリー9（Patent Citation Tree）」の分析によって、
以下のような特許戦略が生み出される。一つ目は自社の技術優位性を強化できる周辺
技術を持つ企業を探し出し、M&A を行う戦略である（Rivette and Kline、2000）。2
つ目は自社の特許技術から多く引用している特許技術を探し出して訴える、あるいは
侵害の事実が認められなくても他社が自社の特許技術を引用していることを口実とし
て、その技術関連性の深さからクロス・ライセンシング10契約などを結び、相手の特許
技術を獲得するという戦略である（ibid）。3 つ目は逆に、引用ツリーで照会し多く引
用されている特許技術が自社にあれば、それは市場価値が高いことを示していること
から、それらの売却やクロス・ライセンシングを検討するという戦略である(ibid)。 
  以上のようなインターネットを利用した特許ポートフォリオ戦略によって、実際
に多くの米国 IT 多国籍企業が技術開発と特許マネジメントとの統合化、あるいは M&A
や戦略的提携といった特許権を用いた経営戦略を実現し、市場での独占強化や財務業
績の向上などに貢献されている（關、2001b）。特に、IT 時代の到来を象徴するアマゾ
ン・ドッド・コム（Amazon.com）社やプライスライン・ドット・コム（Priceline.com）
社といった、いわゆる「ドッド・コム産業（.com industry）」にとっては、こうした
戦略はすでに一般的な経営戦略の一つとなっていると見られている（Pezzano、1999）。 
 
第三節 日系多国籍企業の基本特許戦略 
 
  日系多国籍企業の特許戦略は米系多国籍企業から大きく影響されており、特許戦
略に関する研究がいくつか存在しているものの、その内容のほとんどは米系多国籍企
業の 20 世紀と 21 世紀の特許戦略モデルと似ている。しかし、それぞれが米国モデル
より優れているところを疎かにしてはならない。以下では、第二節で述べた 20 世紀と
21 世紀の米系多国籍企業の特許戦略モデルと照らし合わせながら、日本における特許
実務者たちによる日系多国籍企業の基本特許戦略を説明する。 
                                                             
9特許引用ツリー：ある技術カテゴリー内にある特許間の引用関係を結ぶことにより、技術の変
遷や関連性を表示するためのマップである。特許引用ツリーを作成することによって、カテゴ
リー内の全体的な技術開発の流れを知ることができ、競合他社の主要特許群や特許情報を知る
ことができる。 
10クロス・ライセンシング：企業の間に特許権をお互いにライセンス（実施権の許諾）するこ
とをいう。したがって、双方が特許権を保有していることが前提である。 
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  まず久野敦司（2007）がその著書『特許戦略論』で説明した「特許戦略の基本５
形態」について整理する。久野によれば、特許戦略の基本形態は、防御、攻撃、威圧、
宣伝、提携である（2007）。この「特許戦略の基本５形態」は目的から分類したため、
21 世紀の特許戦略モデルよりやはり 20 世紀の特許戦略モデルに近いと考えられる。そ
して久野が主張した基本特許戦略の諸形態を 20 世紀の特許戦略モデルと比較すると、
「攻撃戦略」と「防御戦略」という 2 つの戦略はかなり似ていることが分かった。ま
た、「提携戦略」が 20 世紀の米系多国籍企業のモデルの中の「公開戦略」に含まれて
いる下位概念である。「提携戦略」は「公開戦略」の一種で、他にはライセンシングと
いうロイヤルティ収入の獲得を目的とした手段がある。「威圧戦略」と「宣伝戦略」は
新たな概念で、自社の特許戦力の強さをマスコミに通じで競合他社にアピールするこ
とで、戦わずして勝つこと（競合他社からの自社マーケットシェアへの侵食の防止）
や利益が取得できること（特許実施者からライセンスの申し込みなど）などという結
果が得られる。 
  さらに、久野がその 5 つの基本特許戦略の優劣について評価した。彼がこの 5 形
態では、最も上策は「提携」であり、最も下策は「防御」だと主張した。なぜならば、
提携では、自分の事業領域を侵食されることもなく、自分の特許権について実施権を
与えるのでもなく、補完関係にある相手先との協力によって、自分の事業領域の拡大
や、自分の事業競争力の増大が図れるからである（久野、2007）。それに対して、防御
だけでは、自社事業を競合他社からの侵食から特許権で守るという特許権の基本機能
が完全に発揮できていないため、特許戦略のレベルとしては低い（ibid）。久野の基本
特許戦略において、各戦略の間を比較し、優劣により評価したことは 20 世紀の特許戦
略モデルより一歩先に進んでいると思われる。 
  次に、鮫島正洋（2003）が編著した『特許戦略ハンドブック』の第四章「企業に
おける特許戦略とそのマネジメント概論」では、特許権という独占排他権の使い方に
よって 2 つの基本戦略がある。一つは「オープンライセンスポリシー」である。オー
プンライセンスポリシーとは、特許を他社に対して広く開放し、その対価としてロイ
ヤルティを取得する方法である（鮫島、2003）。これと 20 世紀の米系多国籍企業の特
許戦略モデルの「特許活用戦略」部分の「公開戦略」に当てはまると考えられる。一
見、自社の特許を競合他社へと公開するということは、本末転倒な行為であるかのよ
うに思われるのだが、実際にこうした「オープンライセンスポリシー」は R&D の回収
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にとっても必要不可欠であると三家（1996）が示唆した。以下の表 2 の「R&D 費」のテ
ーブルは 2006年度各社の R&D費を示している。また、売上高に占める R&D費もわかる。
ランキング各社の中、特に半導体企業である INTEL と MICRON は他社と比較すると売上
高に占める R&D 投資比率が 2、3 倍ほど高いことが分かった。よって、INTEL と MICRON
のような R&D 費用が高い企業にとってオープンライセンスポリシーにより費用の回収
は非常に重要である。 
USPTO TOP 10 国 特許件数 R&D 費 
（百万ドル） 
売上高 
（百万ドル） 
売上高 
R&D 比率 
1.IBM 米 3,621 6,107   91,424 6.7% 
2.SAMSUNG 韓 2,451 6,152  91,954 6.7% 
3.キヤノン 日 2,367 2,591 34,931 7.4% 
4.パナソニック 日 2,229 4,899  77,188 6.3% 
5.HP 米 2,099 3,611   104,286 3.5% 
6.INTEL 米 1,959 5,873   35,382 16.6% 
7.ソニー 日 1,771 4,610   70,303 6.6% 
8.日立 日 1,732 3,750  86,847 4.3% 
9.東芝 日 1,672 3,339  60,308 5.5% 
10.MICRON 米 1,610 805  5,688 14.2% 
表２ 米国特許取得ランキングと各社の R&D 費（2006年） 
（出所）荒井（2010）より引用 
 
  テキサス・インスツルメンツ（Texas Instruments: TI）社では、ライセンシング
によるロイヤルティの売上高が年間 10 億ドルにも上がり、特許ライセンス部門が同社
の最も収益性の高い部門となっている（Shapiro、1997）。また、アメリカの IBM の年
間の継続ロイヤルティ収入は、20 億ドル前後で純利益の 15%相当という実績が残って
いる（馬場、2003）。以上例として挙げたその 2 つの企業の戦略は、取得している特許
をなるべくライセンス化して、侵害行為にまで及ばないような方法をとることである
と考えられる。日本の NEC は 2002 年 4 月から「知的資産事業本部」を新設し、自社が
保有する 6 万 8500 件の特許を中国の成長企業などに売却したり、ライセンス供与をし
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てロイヤルティ収入を確保する IBM型のビジネスモデル構築に着手した（馬場、2003）。
こうしたオープンなライセンス供与をしようという戦略によって、企業の潜在的な知
的財産を最大限に活用できるといえよう。 
  もう一つは「マーケットシェアポリシー」である。これは特許権が本来的に有す
る独占排他権を訴訟という法的手続きによって行使し、マーケットシェアを独占する
ことにより、マーケットによる経済的利益を追求する戦略である（鮫島、2003）。マー
ケットシェアポリシーを採ることにより、競合他社の市場に対する参入を排除するこ
とができ、事実上、市場の独占状態を形成することが可能となる（荒井、2010；鮫島、
2003）。これと 20 世紀の米系多国籍企業の特許戦略モデルの「特許活用戦略」部分の
「独占化戦略」に当てはまると考えられる。ところが、特許権が法的に独占排他権を
保障されていても、その権利存続期間が通常 20 年間とされており、期間終了後は社会
全体の共有財産として広く一般的に公開されてしまうことになる（關、2001b）。また、
たった一社のみで、ある製品の市場を独占することは製品の品質、末端価格、供給能
力という点で問題が生じることがありうるし、その技術分野に関する技術の進歩とい
う観点からも疑問の余地の残るところである（鮫島、2003）。よって、この排他権の行
使によるマーケットシェアを独占する戦略に対する批判を受ける可能性が極めて高い
と考えられる。 
  以上、特許権という独占排他権をベースにしながら、交渉的手法により円満にラ
イセンスあるいはクロスライセンスに持っていくオープンライセンスポリシーと、特
許権という独占排他権を根拠に法的手続きに訴えて市場独占を図るマーケットシェア
ポリシーとに大別される。しかし、これらの中いずれかの極端に片寄る特許戦略を採
る企業は少なく、「オープンライセンスポリシーを特許戦略の中核としつつも、特許権
を無視して侵害行為を継続する企業に対しては法的手段を採ることは通常であるし、
マーケットシェアポリシーを特許戦略の中核としつつも、ライセンス契約等を内容と
する訴訟上の和解により終結に至る事案も多い」と鮫島（2003）が章末で指摘した。
この 2 つの基本戦略は 20 世紀の米系多国籍企業の特許戦略モデルと違い、単なる企業
に適用する特許活用戦略をそれぞれに並べて列挙するのではなく、実際に企業がより
迅速な意思決定と多様かつ柔軟な戦略展開を可能にするためにいくつかの特許戦略を
組み合わせることが有効であることを示唆している点で優れている。その意味では、
鮫島が主張した基本特許戦略は 20世紀の特許戦略モデルより現実に近いと考えられる。 
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第二章 
中国の特許制度の概観と日中特許制度の比較 
 
  ここ数年、中国に進出し、R&D 活動を開始する欧米及び日本の多国籍企業は増加の
一途をたどっている（浅川、2011）。1990 年代後半からは、世界のグローバル企業の対
中進出が増え、2004 年のフォーチュン 500 社のうち、ほぼ全ての多国籍企業は中国に
生産、販売または研究拠点を持ち、中国巨大市場を巡る競争は白熱してきている（王
編、2004）。 
  その背景の中で、中国の特許法（中国では「専利法」と呼ばれる）は 1983 年 12
月 2 日に全国人民代表大会常務委員会に上程され、1985 年 4 月 1 日実行された（朝日
奈、2010）。さらに、2001 年 12 月に WTO（世界貿易機関）の加盟をきっかけとして、
国内で知的財産権に関する法律、法規、条例及び司法解釈などをあらゆる角度から改
正され、いわゆる「知的財産権法体系の革命」という段階に突入した（劉、2002）。こ
のような知的財産権に関する法律環境の整備と確立という背景の中、中国における特
許出願は急激に増大している。中国特許法が施行された 1985 年当時、3 種（発明、実
用新案及び意匠）特許出願の合計は 1.4 万件であったのに対し（中国国家知識産権局
WEB、1985）、2005 年には 47.6 万件となっている（中国国家知識産権局 WEB、2005）。
一方で、中国の特許法及び司法解釈は TRIPs 協定やその他の国際条約に符合していな
いまたは実質的に実行できない部分があるということは否定出来ない事実である。同
時に、中国における特許審査官の不足という問題も存在し、特許の審査期間が日本よ
り約一年半長いと言われている（黒田、2002）。 
  このような状況下、中国に進出する日系多国籍企業にとって日本国特許法とは
様々な点で相違する中国特許法及び中国特許制度を正しく理解し、中国市場で優位に
立つ特許戦略を構築する必要がある。本章は次のように構成される。まず中国特許制
度の歴史を概略的に述べた後、中国特許制度に関する現在の整備状況及び問題点につ
いて検討する。そして、最近の中国のイノベーション政策とその実態を把握し、今後
中国におけるイノベーションの発展トレンドに対し予測を行う。最後、日中の特許制
度を比較し、その相違点を取り上げる。 
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第一節 中国特許制度の歴史的変遷 
 
  中国の特許制度は 19 世紀までに遡ることができる。1889 年に中国の最初の特許
法は採択され、1945 年に当時の中華民国政府により改定されたこともある（Fai、2004）。
この改定法は 1949 年 1 月に実施すると予定されたが、中華民国政府の崩壊によって、
中国大陸においては結局実施されなかった（張、2006）。 
  現在の中国特許法は、1984 年 3 月に開催された第 6 期全国人民代表大会を経て 
28 年前の 1985 年 4 月 1 日をもって施行された（朝日奈、2010；河野、2011；張、2006）。
中国は世界知的所有権機関設立条約及び AIPPI にはすでに加入済みであり、またパリ
条約へは、1984 年 12 月 19 日加入書を寄託し、1985 年 3 月 19 日加入した（朝日奈、
2010）。そして、1993 年 10 月 1 日には特許協力条約（PCT）への加盟書を寄託し、翌
1994 年 1 月 1 日から PCT の加盟国となった（ibid）。したがって、1985 年 4 月 1 日と
1994 年 1 月 1 日より日系多国籍企業からのいわゆるパリルートと PCT ルートによる中
国市場での特許出願が可能となった。 
  その後、2001 年 12 月 11 日には WTO に加盟した。経済の急速な発展及び WTO 加
盟に伴い、表 3 に示す通り、中国政府は次々と 3 度の特許法改正を行った。 
 
中国特許法施行時間 具体内容 
1985 年 4 月 1 日 特許法施行 
1993 年 1 月 1 日 第 1 次改正特許法施行 
2001 年 7 月 1 日 第 2 次改正特許法施行 
2009 年 10 月 1 日 第 3 次改正特許法施行 
表 3 中国の特許法改正の経緯 
（出所）河野（2011）を参照し、筆者作成 
 
  1992 年には、中国特許法の第一次改正が行われ、1992 年 9 月 4 日に全国人民代表
大会常務委員会で決定され、1993 年 1 月 1 日に実行された（朝日奈、2010）。この改定
法では 8 項目の改正がなされたが、ここで代表性のある 3 つの項目について述べる。 
一、 発明特許権の保護期間について出願日より 15 年であるのを、出願日から
20 年に延長した。 
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二、 異議手続きが権利付与前から権利付与後に移され、異議の申立期間は権利
付与後 6 ヶ月間とされた。 
三、 特許製品の無断輸入を侵害行為にした。 
（出所）朝日奈（2010） 
  Hu and Jefferson(2009)によれば、特に 2 つ目の改正項目により、特許付与前異
議申立制度（pre-grant opposition）の代わりに特許付与後異議申立制度（post-grant 
opposition）に近い「付与後行政取り消し制度」を採用するため、特許の審査過程は
平均的に 6 ヶ月から 10 ヶ月まで短縮された。日本では特許付与後異議申立制度を導入
したのは、1996 年であった（岡田、1998）。この制度によると、特許掲載公報発行の日
から６ヶ月以内に特許の請求項目ごとに特許異議の申立ができる（ibid）。それに対し
て、中国の異議の申立できる時間は、公報発行日から６ヶ月以降とされていた（張、
2006）。しかし、2000 年 8 月の第二次改正により、このような特許付与後行政取り消し
制度は廃止されたという（韓、2003）。 
  第二次改正は WTOへの加盟に向けた一連の法整備の一環として 2000年 8月に中国
の国会にあたる全国人民代表大会常務委員会に可決され、2001 年 7 月から正式に実施
された。この改正は特許権者の許諾なしに、生産や販売といった事業として発明を実
施することが侵害とみなされると明確にしたほか、善意で他人の特許を使用した際に
も特許権侵害行為に当たることと明確化した（朝日奈、2010；張、2006；夏、2003）。
同時に、訴訟前差し止めの規定や特許侵害に対する損害賠償額の算定方法を初めて特
許法に定めた（Hu and Jefferson、2009）。また、特許行政管理機関は、特許紛争事件
における当事者からの処理請求の受理を受けること、侵害行為の停止を命じること、
裁判所に行政執行を要請することや当事者の請求に応じて特許侵害の賠償額について
調停することができることは特許法に明文化された（劉、2002；Hu and Jefferson、
2009）。さらに、地方特許管理機関に明確な法的地位を付与し、地方の機関にも特許の
偽物案件や紛争を処理できる職能を与えるように整備された（夏、2003）。 
  その後、2008 年 12 月に大がかりな第三次改正が行われ、2009 年 10 月 1 日から実
行された（朝日奈、2010）。第三次改正の要点から以下の四つが選択された。 
一、 発明特許と実用新型（日本でいう実用新案）の出願が併願された場合の取扱い
が明文化された。 
二、 外国人への特許出願権または発明特許権の譲渡に関する規制が緩和された。 
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三、 特許権侵害訴訟に関して規定が追加された。 
四、 外国特許出願の秘密保持審査制度が採用された。 
（出所）朝日奈（2010） 
  この中に、特に中国市場に進出する多国籍企業に影響を及ぼすのが「三」と「四」
であるため、これについて詳しく説明する。「三」では 3 つの規定が追加されたが、そ
の中に最も注意すべきなのは「損害賠償額の引き上げ」である。（a）実際の損失の額、
（b）侵害により得た利益の額、（c）実施料相当額の倍数、(d)((a)～(c)により算定が
困難なら)人民法院が賠償額を決定、の順に算定されることとなった（朝日奈、2010）。
賠償額は 1 万元（約 16 万円）以上 100 万元（約 1,600 万円）以下であると規定されて
いる（ibid）。また、「四」に関しては、中国で完成された発明などを外国に出願する
には、中国国内の出願人は、先に中国で出願しなければならないという規定が変更さ
れ、出願人は中国以外の国で先に出願することができるようになった（河野、2011；
朝日奈、2010）。ただし、そのためには出願人（外国人の出願人も含む）は事前に秘密
保持審査を受けて知識産権庁による許可を得なければならず、この規定に違反した場
合、中国で権利を取得することはできなくなった（張、2006）。朝日奈（2010）によれ
ば、この秘密保持審査制度の中身については不明点もあるので、中国国内に研究拠点
を有する企業などに特に注意が必要であるようだ。それに加えて、第 3 次改正時は、
特許要件の引き上げ、外観設計（日本でいう意匠）登録出願制度の導入、特許評価報
告制度の範囲拡大等、多くの重要な規定が導入された（河野、2011）。 
 
第二節 中国特許制度の整備現状 
 
  中国における特許権関連の本格的な法整備の歴史はまだ浅いと言わざるを得ない。
中国特許法を例にとって見れば、200 年以上の歴史を持つ米国の特許法や、100 年以上
の歴史を持つ日本の特許法などと比べれば、中国の特許法の歴史はまだ 20 年余りを経
たばかりである。 
  しかし、中国は 1990 年代に入ってから、投資環境の更なる整備と外国からの先進
技術の導入を目指し、世界経済のグローバル化に積極的に対応するために、WT0 加盟前
の条件交渉と WT0 加盟後の協定履行の各過程において、WT0 の三大柱としての知的財産
権に関わる法律制度が急速に整備されてきた（夏、2003）。特に WT0 加盟交渉の過程に
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おいて、米国を始め、多くの国から最も大きな問題として指摘されたのは知的財産権
の保護強化であった。そのため、中国政府は、知的財産権保護に関して、他の関連法
律改正に先駆けて中国の特許法（特許、実用新案、意匠を含む）の第二次改正を行っ
た（夏、2003；朝日奈、2010）。 
  また、中国政府は、法の制定・改正と同時に、あらゆる行政手段を利用して国民
の特許権の保護意識を高めようとしている（夏、2003）。上海・北京をはじめ、経済発
展が進んでいる省・直轄市政府は企業の特許出願に補助金を出すような企業特許権の
保護に対する優遇政策や奨励政策を打ち出している（遠藤、2010；Li、2012）。その他、
各有名な大学に「知的財産権」という専門を設けることや、国家知識産権局に所属し
ている知的財産権育成センターで知的財産権や特許権知識に関するインターネット教
室を開設することなど、国民に対する特許権保護の教育計画も進められている（夏、
2003）。 
  その後、中国における特許の法整備と国民教育が急速に進んでいるとともに、特
許事業自身も飛躍的に発展した。中国の特許当局の統計によると、1985 年においては、
8,226 件発明特許（実用新型特許と外観設計特許は含まれず）が出願されたが、2009
年では、発明特許のみの出願件数が 314,573 件に達している（中国国家知識産権局 WEB、
2009）。また、この数値は 2005 の出願件数の 173,327 件の 1.8 倍であり（中国国家知
識産権局 WEB、2005）、わずか 4 年間で国内と海外からの出願は急成長していることが
分かった。さらに、中国国家知識産権局（SIPO）への出願数の伸びは著しく、既に日
米特許庁への出願に次ぐ水準となっている（WIPO、 2010)。図 4 は世界主要特許庁へ
の出願動向を示すものである。 
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図４ 世界主要特許庁への出願動向 
（出所）塚田（2012）より引用 
 
  中国への特許出願は、以前は日米欧等の企業による外国からの出願が過半を占め
ていたが、近年では、国内からの出願も増加し、中国国家知識産権局の統計によると
2003 年から中国居住者による出願のシェアが外国居住者による出願のシェアを上回り、
2010 年には約 75％になったとされている（中国国家知識産権局 WEB、2010）。以下の表
４は中国 2005年度から 2009年度にかけての中国特許出願統計である。表 4によれば、
国外からの発明特許の出願は 2009 年を除くと、毎年増えつつある。2005 年から 2006
年度までは 8,000 件増加し、2006 年から 2007 年度までは 4,000 件増え、さらに 2007
年から 2008 年度までは 3,000 件増えた。それに対して、国内からの出願件数は毎年
30,000 件の 10 倍のスピードで増加している。その結果、2005 年度には、国外からの
発明特許の出願は約 46％を示しているものの、2007 年度にはその割合が 37％に、さら
に 2009 年度には 27％まで低減しつつあることが分かった。 
  外国からの出願は、多国籍企業が出願している場合が多く、中国現地での生産や
市場シェアの確保といった目的のために中国における特許権を取得する場合が多い
（塚田、2012）。Lerner (2002)は、中国特許制度の強化により多国籍企業による特許
出願が増加することを指摘している。Hu and Jefferson(2009）と Lerner (2002)は、
中国では 2001 年に第二次特許法の改正を正式に実施され、同年に WTO にも加盟してお
り、知的財産権に関わる TRIPｓ協定に従った特許制度の整備が海外からの出願増加に
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関わっていることを示唆した。中国市場の国際的な開放度の高まりが外国の多国籍企
業の特許出願を増加させているといえる（塚田、2012）。 
  これら海外からの出願の要因に関する分析の他に、中国国内での出願件数の増加
に関する分析も進みつつある。Hu and Jefferson(2009)は、中国企業の R&D 投資や海
外直接投資の増加、特許制度の整備等が特許出願の増加をもたらしたとの結果を示し
ている。また、Choi et al.(2011)は中国における 548 社の企業の所有構造と中国への
特許登録件数（2001 年から 2004 年まで）との関係に注目した。結論としては、外国資
本の企業及びビジネス・グループ内企業のほうが出願件数が多いということである
（ibid）。そして遠藤（2010）は、中国政府が国内でのイノベーションを促進するため
に次々と打ち出した様々な政策（例えば税制上の優遇措置、政府調達など）は中国国
内での出願件数の増加に大きな関係性があると思われている。その他、Li(2012)が指
摘しているように、各省が設けている特許出願への補助金の効果も大きいものだと考
えられている。 
  また、表 4 によると、国外からの実用新型特許の出願の平均割合は１％にも達し
ておらず、しかも国外からの外観設計特許の出願の平均割合もわずか５％だというこ
とが分かった。この結果の主要な原因が２つ考えられる。 
  1 つ目の原因は、中国の「実用新型特許」と「外観設計特許」の出願に対して初歩
的な審査しか行わずに権利が付与される（中国人民共和国専利法第四十条を参照）か
らである。中国特許当局が「実用新型特許」と「外観設計特許」の出願に対して実体
の審査を行わないため、2005 年では、出願件数は「発明特許」よりはるかに多いが、
内容的には公知技術、公知意匠の修正程度のものであり、実質的な創造を含まない価
値の低いものが多いという指摘がある（張、2006；黒瀬、2007）。このような特許を「ゴ
ミ特許」と称する過激な意見もある（黒瀬、2007）。日本の実用新案権も、実体審査を
経ずに登録されたが、権利行使時の技術評価書の提出義務等、権利の濫用を防止し、
第三者に不測の不利益を与えないための規定が設けられている（特許庁「特許行政年
次報告書 2013 年版」、2013）。中国では、同様の規定がないため、出願件数の増大に伴
って、権利が濫用される懸念が高まっている。この問題を対処するために今後中国特
許当局が「実用新型特許」と「外観設計特許」に対する審査手法の厳格化を行わなけ
ればならないと思われる。実際、中国知識産権局からは、権利の質を向上させるため
の取り組みとして、特殊な出願やレベルの低い出願、例えば、先行技術をコピーした
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ような出願や、重複して大量に出された出願等の非正常な出願についてのスクリーニ
ングを行うことが 2012 年 9 月に北京で開催された日中米韓実用新案・意匠ラウンドテ
ーブルで表明された（特許庁「特許行政年次報告書 2013 年版」、2013）。 
  2 つ目の原因は、海外の多国籍企業たちは中国で「実用新型特許」と「外観設計特
許」について出願する価値や意味がないと判断したからである。海外の多国籍企業に
とっては、中国で実体審査なしで権利が付与される特許権はその価値が低いと感じた
ため、「実用新型特許」と「外観設計特許」にはあまり力を入れなかったのである。 
 
年度 合計 国内 国外 
合計 発明 実用 
新型 
外観 
設計 
小計 発明 実用新
型 
外観設
計 
小計 発明 実用
新型 
外観
設計 
2005 476264 173327 139566 163371 383157 93485 138085 151587 93107 79842 1481 11784 
2006 573178 210490 161366 201322 470342 122318 159997 188027 102836 88172 1369 13295 
2007 694153 245161 181324 267668 586498 153060 179999 253675 107419 92101 1325 13993 
2008 828328 289838 225586 312904 717144 194579 223945 298620 111184 95259 1641 14284 
2009 976686 314573 310771 351342 877611 229096 308861 339654 99075 85477 1910 11688 
表４ 中国特許出願統計（2005～2009年度） 
（出所）中国国家知識産権局 WEB の 2005 年～2009 年統計資料を参照し、筆者作成 
 
  そして諸外国のうち、日本の多国籍企業の特許出願の勢いは目立っている。1990
年では、日本の出願件数は 820 件であり、それに対して、米国と EU11 ヶ国はそれぞれ
1604 件と 1323 件を出願した（張、2006）。その後、日系多国籍企業の中国における特
許戦略を強化する傾向が示されており、特に 2000 年以降、日本の出願平均伸び率は
30％であり、米国と EU11 ヶ国のそれぞれの 20％と 21％を大きく上回っていることが
分かった（ibid）。表５は 2009 年度中国への出願の多い国のランキングであり、表 6
は 2009年度中国へ出願件数の多い外国の多国籍企業ランキングである。表 5によれば、
2009 年度に日系多国籍企業が中国への出願件数の多さは米国と EU 諸国を越え一位と
なった。この時点では、諸外国の出願総数における日本の割合は 37％に達している。
また表 6を参考してみると、上位 10社のうち半数の多国籍企業は日本の企業だという。
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日系多国籍企業は自社製品の特許権を保護するために中国の特許制度を積極的に活用
しようとする努力が読み取れる。 
  90 年代中国市場に進出する日系多国籍企業に関して、その中国特許を取得する主
な動機は自らの先端技術が無断に流出されたり、製品が勝手に模倣されたりとした特
許権侵害を防ぐためであるのに対して、2000 年以降、中国特許制度環境の変化に伴い、
より多様な特許戦略が求められるようになったと思われる。特に中国の複数の事業分
野に進出する日本の親会社は欧米の競合他社及び中国の現地企業に対して、自社の事
業をより有利かつ自由に展開するために、今後独占排他的な特許権を活用する重要性
が高まりつつあると予測されている（張＆中田、2012）。 
 
番号 国名 件数 
1 日本 34,382 
2 米国 24,628 
3 ドイツ 9,694 
4 韓国 7,113 
5 フランス 3,624 
6 オランダ 3,372 
7 スイス 2,823 
8 英国 1,911 
9 スウェーデン 1,844 
10 イタリア 1,423 
表 5 2009 年度中国への出願の多い国（10ヶ国） 
（出所）朝日奈（2010）より引用 
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  番号 国名 企業名称 件数 
1 日本 ソニー株式会社 2,088 
2 日本 パナソニック株式会社 1,825 
3 オランダ フィリップスエレクトロニクス 1,601 
4 韓国 三星電子株式会社 1,351 
5 日本 トヨタ自動車株式会社 1,201 
6 日本 シャープ株式会社 1,073 
7 韓国 LG 電子株式会社 1,010 
8 日本 キヤノン株式会社 1,003 
9 米国 GM 946 
10 米国 クアルコム（QUALCOMM） 844 
表６ 2009 年度出願件数の多い外国の多国籍企業（10社） 
（出所）朝日奈（2010）より引用 
 
  しかしながら、中国が自ら認識しているように、特許制度の法整備と特許権の推
進が極めて短期間で行われたため、特許制度に対する国民の理解がまだ不十分であり、
特許権保護に対する国民の既成概念と国際的な特許権保護意識との間にまだギャップ
が存在しており、展望は必ずしも楽観的ではない（夏、2003）。それに、国民は特許権
に対する意識が極めて低いため、中国の消費者は模倣品であっても品質が納得行くも
のであれば購入するという傾向がある（黒田、2002）。そのため、多くの外国の多国籍
企業は関連法案が忠実に執行されるか、特許制度による確実な保護が得られるかに疑
いを持っている（張、2006；夏、2003）。 
  そして現状として、日本を始め、多くの外国の多国籍企業は中国市場への進出に
伴い、自らの先端技術が無断に流出されたり、製品が勝手に模倣されたりとした特許
権侵害に頭を悩ませている。2004 年の日本貿易振興機構（JETRO）の『中国模倣被害実
態アンケート調査結果』によると、“被害は深刻である”とする日本企業（日系多国
籍企業を含む）は 26.5％（2002 年比 13.1％増）、“被害はあるが深刻ではない”とす
る企業は 25.2％（2002年比 3％増）であり、偽物の事実を把握しているのは 51.7％（2002
年比 16.1％増）を占める（JETRO、2004）。また、“あるようだが実態は不明”とする
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企業 11.9％（2002 年比 6.8％増）を合わせると、63.6％（2002 年比 9.3％増）の企業
が、何らかの偽物被害になっている（ibid）。したがって、約 30 年間で形成された特
許権保護に対する中国国民の既成概念が短期間で、国際的な特許権保護意識へと変化
するのは大変困難だと思われている。 
  また別の問題として、中国特許制度における特許審査官の不足による特許審査の
停滞が挙げられる。黒田（2002）によれば、中国では特許審査官が不足しているため
に特許の審査期間が極めて長いという。中国では特許出願から権利化まで平均して約
46 ヶ月かかるのに対して、日本はそれより約一年半短い 28 ヶ月程度である（ibid）。
さらに中国では全く審査されていない特許申請が 11万件ほどあると言われている（張、
2006）。中国では実態審査を求める件数が年間約 6 万 7000 件であるのに対し、処理可
能件数が約 4 万件と処理が追いついていない状態である（張、2006；黒田、2002）。現
在、中国の特許庁は審査期間を短縮するために審査官の人数を大幅に増やす計画を挙
げているが、有能な実務経験のある審査官を急激に増やすことは困難だと考えられ、
審査期間短縮を急に実現することは容易ではなさそうである。 
  今後、中国は積極的に外国技術を導入し、外資との共存しながら発展することを
目指しているため、特許権保護問題にさらに力を入れて先に述べた諸問題を解決して
いかなければならない。行政システム、政治システムの改革に伴って、これまで推進
してきた経済改革の経験及び立法活動の成果を生かし、特許権の保護をより一層強化
させ、国民の特許権の保護に対する意識が一段と高まることが期待されている（夏、
2003）。 
 
第三節 最近の中国のイノベーション政策の動向とその実態 
 
  市場経済化に伴う中国経済の台頭は著しい。2001 年の WTO 加盟によって、国内経
済改革の動きは一層加速し、安価な人件費に支えられた製造拠点としてではなく、巨
大なマーケットを睨んだ先進諸国の多国籍企業の対中進出が活発している。1990 年代
からの対外経済開放政策によって外資導入とともに、市場原理に従って国有企業改革
を進め、中国政府は国内産業の競争力強化にも力を入れている（元橋、2004）。その重
要な政策の一部がイノベーション政策である。 
  中国ではイノベーションを「自主創新」と呼び、これを促す政策を次々と打ち出
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している。「第 11 次 5 ヶ年計画」、「国家中長期科学技術発展計画（2006 年～2020 年）
綱要」ではより具体的に知的財産に言及し、特許制度の改善や特許権の創造、利用、
保護と管理、法執行の強化、中国独自の特許権と技術標準の採用奨励などが示されて
おり（特許庁「特許行政年次報告書 2013 年版」、2013）、自主創新政策は大目標とされ
ている（遠藤、2010；角南他、2007）。一方、改革開放以降、中国は海外から大量の先
端技術と設備を導入し、技術レベルを一定程度まで持ち上げたものの、コアの技術の
国内自給率がまだ低い（角南他、2007）。特許件数は急速に伸びているものの、中国独
自の発明による特許が少ないことが課題となっている（ibid）。例えば、2005 年のハイ
テク分野の特許出願動向を見れば、移動通信（中国最大の通信事業者である）の 91％、
半導体の 85％が海外からの特許出願となっている（潘、2006）。そこで、2006 年に発
表された「国家中長期科学技術発展計画（2006 年～2020 年）綱要」及び「第 11 次 5
ヶ年計画」では、技術の海外依存から脱却し、産業構造を労働集約型から知識集約型
へ転換し、中国の国際競争力を高めるためには、研究開発能力を高めることが必須と
考えている（角南他、2007）。そして、「自主創新」の主体として企業を位置づけ、企
業の研究開発能力の向上を図るべく、財政・税収・金融などの支援を積極的に行って
いる。 
  具体的にいえば、中国政府は自主創新を促進するため、税制上の優遇措置や政府
調達などの施策を採用している。例えば 2008 年には、創新型国家を目指すための「国
家知的財産権戦略綱要」の公表、税制優遇を認めるハイテク企業認定管理弁法制定な
どが行われている（遠藤、2010）。また、2009 年に自主創新製品認定制度が始まり、2010
年に自主創新認定商品を政府調達において優先的な調達対象とする制度案が意見募集
の対象となっている（ibid）。さらに、中国政府は国内の研究開発力を高めるために、
海外の優秀な技術人材の誘致も強化している。2009 年から開始された千人計画では、
研究者に手厚い支援を行うことで、外国の中華系人材にとどまらず、日米欧の人材ま
で誘致している（NEDO 北京事務所、2010）。しかも中国政府は研究開発費の大幅な増額
を計画中で、1996 年の GDP 比 0.6％、2000 年の 1.4％に対して、2020 年までに GDP 比
2.5％にまで増やすことを最終目標にしている（周＆ステムブリッジ、2008）。 
  しかし一方、特許権が増加するに伴い、人民法院における侵害訴訟も増えつつあ
る。2011年に全国の人民法院が受理した特許権侵害訴訟は 7,819件（前年比 35.2％増）
である（西内、2012）。尚且つ、市場経済の正常な秩序を乱し、企業の競争力及びイノ
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ベーションに対する積極性を妨害すると同時に、中国の国際的なイメージに傷をつけ
ている模倣品問題を改善するため、国務院は 2010 年 10 月 27 日に「知的財産権の侵害
及び模倣品・粗悪品の製造・販売を摘発する特別プロジェクト活動」を公表し、展開
した（IPG、2011）。特別プロジェクト活動によって摘発された知財案件は 2,572 件に
上り、没収や罰則を適用した物品は 8 万件にも上った（金、2012；IPG、2011）。 
  また、自主創新能力の向上のため、国家知識産権局（SIPO）は「全国特許事業発
展戦略（2011－2020 年）」（2010 年 11 月 17 日公表）を策定し、2015 年の目標として以
下を掲げている（IPG、2011）。まず、発明・実用新案・意匠の年間出願件数 200 万件
に達することである（2010 年の時点では発明 391,177 件、実用新案 409,836 件、意匠
421,273 件（中国国家知識産権局 WEB、2010））。そして、中国人の発明特許年間授権件
数を世界二位にし、最後は海外特許出願件数を倍増させることである。しかし、特許
出願件数が増えただけでは産業構造の転換にはつながらないという批判があったため、
今後特許権の産業化や譲渡、ライセンスを積極的に進めることに取り組む必要がある
と思われる（IPG、2011）。   
  このようなめまぐるしい中国のイノベーション政策の展開に伴い、近年、中国企
業は自らの特許が重要な経営資源であると認識しつつ、国内のみならず、国際特許に
も積極的に出願し始めた（張＆中田、2012）。2012 年 WIPO の国際特許出願状況に関す
るレポートによれば、「企業別ランキング」では、一位 ZTE(中興通訊、中国)3,906 件
（1,080 件増）、そして 4 位はファーウェイ（華為技術、中国）1,831 件（30 件減）と
なった（表 7 参照）。同表によれば、前年と比べと、中国の通信機器大手の ZTE が前々
年から前年の 958 件増をさらに上回る 1,080 件増で、断トツの２年連続１位となった
が、同じく中国のＩＴ大手ファーウェイは、前年比 30 件減でシャープに抜かれ、３位
から４位となった。2012 年の ZTE の特許出願件数は、ファーウェイ・テクノロジーズ
の出願総数（1,801 件）の 2 倍を超え、またエリクソン（1,197 件）などの通信機器業
界他社を大きく上回った。WIPO から第二位にランクされたパナソニックの出願件数は
2,951 件であり、ZTE と比べ 1,000 件近く少ない件数であった。 
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表 7 WIPO 特許の国際出願数 企業ランキング（2012年） 
（出所）WIPO Statistics Database（2012）により引用 
 
  しかし、以上の WIPO の統計数値に対して荒井（2012）は中国の国際特許申請数に
おいて中国企業が 1 位と 4 位になったことは注目すべき点であると評価した一方で、
中国の出願技術分野は、情報通信に偏っており、他の技術分野については弱いと批判
した。確かに、ランクインした中国企業は二社とも情報通信系の企業であり、それに
対してランクインした日本の三社のうち二社は総合家電メーカーであり、一社は自動
車メーカーである。そして WIPO 特許の国際出願数上位 11 位から 50 位までのランキン
グの中、中国企業の名前一つでも見つからなかった。一方で日系多国籍企業は 17 社ほ
ど占めている。その業界分野は化学メーカー（住友化学）から電子部品メーカー（村
田製作所）、精密機器メーカー（キヤノン）から総合エレクトロニクスメーカー（富士
通）まで多岐にわたる分野をカバーしている。したがって、中国の出願技術分野は非
常に狭く、情報通信分野に限られている。 
  また、中国から日本、米国、欧州、韓国への外国特許出願数は現在まだ極めて少
ないという批判的な意見も出てきた。質の高い特許ほど、海外に出願するケースも多
いと思われたが（塚田、2012）、2007 年では米国に 6,879 件であるが、欧州には 1,632
件、日本・韓国には 1,000件にも満たない（東京大学政策ビジョン研究センター、2010）。
それに 2000 年から 2008 年までの期間では、概ね 8 割以上の特許が米国に出願されて
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いるという（塚田、2012）。尚且つ、中国から日本に出願された特許出願の明細書を読
むと、一部には先端的な技術もあるが、多くはレベルが低く、ファーウェイ（華為技
術）や大唐集団などの極一部の企業を除くと、中国企業が海外で技術によって戦うこ
とができる段階にないことが示唆されている（東京大学政策ビジョン研究センター、
2010）。しかし一方、中国政府は中国国内での特許制度の整備にのみ関心があるのでは
なく、将来国際的に戦える特許を保有し、競争力を高めることを意図している（角南
他、2007）。それの表れとして中国中央政府や地方政府は国際出願の費用を支援する制
度を近年採用しており、今後海外への特許出願が増加する可能性が高いと思われる（周
＆ステムブリッジ、2008）。 
  このように中国のイノベーション政策は改革・実施途上にあり、大きな成果が挙
がっている一方で、まだまだ課題は多い。例えば GDP に対する研究開発費の割合は日
本が 3％を超えているのに対して、中国は 1％弱にとどまっており、イノベーションに
対する投資も遅れている（元橋、2004）。しかし、中国経済は着実に国際的な競争力を
つけてきていることも否定出来ない事実である。その背景には、国際競争で通用する
イノベーション能力の強化を狙い次々と打ち出しているイノベーション政策の影響が
大きいことが考えられる。 
 
第四節 日中特許制度の比較 
 
  日本は特許制度を経済発展の比較的に早い時期に導入した。1885 年に『専売特許
条例』が公布、実施され、日本の特許制度が誕生した（石井、2009）。日本が近代経済
成長を開始したのは 1880 年代半ばである（後藤、2005）。その当時、鉄道、海運、電
信などのインフラストラクチャーの整備の中で、特許制度という技術開発のための制
度的インフラストラクチャーも同時に整備された（ibid）。現行法の基礎である特許法
は 1899 年に施行され、今までに合わせて十数回の改正が行われてきた（石井、2009）。
日本の特許制度と中国の特許制度は類似したものが多く見られるが、異なるところも
いくつか存在している。 
  日中の特許制度で類似した点は大きく分ければ 4 点ある。まず日本と同様に、中
国では、「先願主義」が採用されている（日本特許法 39 条、中国特許法 9 条）（張、2006；
野中、2010）。すなわち、同じ発明であっても先に出願された発明のみに特許権を与え
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る。したがって、新技術の特許保護は、「先願主義」に基づく一刻も早く先に申請した
ものが勝ちというルールにあり、発明日がそれほど重要視されていない。次に、出願
公開に関しては、日中同じく出願日から 18ヶ月経過後に公開すると規定されている（野
中、2010）。そして、中国では、日本のような出願審査請求制度を導入しており、出願
から３年以内に審査請求を行うことができ、審査請求のあったものだけに審査が行わ
れる（張、2006）。日本の場合は誰でも審査請求を行うことができるのに対し、中国で
は出願人のみとされている（野中、2010）。しかし、馬場（2003）は日中のような出願
審査請求制度について撤廃すべきだと主張した。普通に審査請求しなくても、18 ヶ月
後には出願した特許案件は公開される。審査請求は出願から 3年以内となっているが、
審査請求しない出願だけの特許がまだ半数近くもある（馬場、2003）。一部の大企業（特
に日本の多国籍企業）では今でも、特許の出願数をノルマにしている。ノルマという
ことになれば、どうでもいい「特許を取るためだけの特許」が出願され、審査請求も
されないまま放置されることになる（馬場、2003）。よって、特許は出願したらすぐに
審査するのが自然の流れであり、このような制度を取り払い、もっと積極的な特許文
化を作らなければならないと思われる。最後、日中両国の特許制度とも登録された特
許（発明特許のみ）に付与された特許権の存続期間は出願から 20 年と定められている
（張、2006）。ただし、日本の特許制度によると、5 年を限度として、延長登録の出願
により延長は可能となる（孫、2005）。 
  一方、日中の特許制度の相違する点の中で日系多国籍企業にとって注意すべきと
ころは７箇所ある。その中でも最も注意すべき点は中国特許法は日本の特許法、実用
新案法及び意匠法をミックスした規定となっており、「発明」、「実用新型」、「外観設計」
の 3 つをまとめて保護しているところである（表 8 参照）。そのうち、中国の「発明特
許」と「外観設計特許」は日本の「特許」と「意匠」にそれぞれ相当するものである
が、中国の「実用新型特許」は、日本の「実用新案」に比べ、保護対象が若干狭くさ
れている（張、2006）。  
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中国特許法第 2 条 日本国特許法第 2 条第 1 項 
本法でいう発明創造とは、発明、実用新型及
び外観設計をいう。 
発明とは、製品、方法、又はその改良につい
て出された新しい技術をいう。 
実用新型とは、製品の形状、構造又はそれら
の組合せについて出された実用に適した新し
い技術をいう。 
外観設計とは、製品の形状、模様又はそれら
の組合せ、及び色彩と形状、模様の組合せに
ついて出された、美感に富み、工業的応用に
適した新しいデザインをいう。 
この法律で「発明」とは、自然法則を利用し
た技術的思想の創作のうち高度のものをい
う。 
表 8 中国特許法と日本国特許法との比較 
（出所）河野（2011）より引用 
      
  近年、中国では、実用新型特許の出願及び紛争が増加していると言われている。
中国では初期審査だけで実用新型特許権が付与されるため（張、2006）、新規性や進歩
性を備えていない技術案が、実際には、相当数存在するものと推測される（JETRO「中
国の知的財産権侵害 判例・事例集」、2012）。ここでは中国の実用新型特許制度に馴
染みのない外国の多国籍企業にその恐ろしさを事例に通じて紹介する。それは 2009 年
4 月に和解した、正泰グループとシュナイダーエレクトリックグループ（Schneider 
Electric）の天津子会社との間の特許権侵害訴訟事件である。2006 年 7 月正泰グルー
プはシュナイダー電気低圧（天津）有限会社（以下、天津シュナイダーという）で生
産されたブレーカー製品で自社の ZL97248479.5号実用新型特許権が侵害されたとして、
温州市中級人民法院に訴訟を提起し、天津シュナイダーの侵害行為の即時停止と 50 万
元（約 820 万円）の損害賠償金の支払いを求めた（ジェトロ上海センター、2010）。2007
年 2 月に、正泰グループが監査を経て確定となった被告側の従来の売上高により、天
津シュナイダーとして得られた利益額を算定した上で、賠償請求額を 3.5 億元（約 50
億 2200 万円）まで上げて訴訟の請求を変更した（中国財経網、2009）。正泰グループ
の起訴後、シュナイダーは当該製品の実用新型特許権について、「正泰の実用新型特許
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権無効」の宣告の請求を中国知識産権局特許複審委員会に申し立てたが、却下された
（中国財経網、2009）。結果としては、天津シュナイダーが正泰グループに 1.5 億元（約
22 億 5000 万円）以上の損害賠償金を支払うという旨の宣告が行われた（ジェトロ上海
センター、2010）。 
  日本では実用新案制度のニーズは著しく低く、また意匠制度のニーズも高いとは
いえない（河野、2011；馬場、2003）。なぜならば、日本人（特に発明者）にとっては、
実用新案特許と聞くと、発明特許に比べて一ランクレベルの低いアイデアに与えられ
る権利だと考えがちで、自分の考案したアイデアはそんなにレベルが低いものではな
いというプライドから発明特許を選択したがる傾向があるからである（野中、2010）。
それに対して、中国企業にとっては、簡単に権利化でき、かつ無効審判11などで権利を
潰すことが容易でない実用新型特許の存在価値は少なくないと考えられている（ibid）。
そのため、日系多国籍企業は自社の技術内容、中国市場のニーズ、製品のライフサイ
クル及び模倣品被害の実態に応じて、「発明特許」・「実用新型特許」・「外観設計特許」
という 3 つを戦略的に活用することが必要不可欠だと河野（2011）が示唆した。すな
わち、日系多国籍企業はこれまで主としてハイテク技術等の高度の技術について、発
明を中心にして中国での権利取得を進めてきたが、業態により、発明だけの取得では
権利取得として不十分となっている分野もあり、商品開発段階において、積極的に中
国での実用新型特許と外観設計特許の出願登録を検討すべき時期にきているように思
われる（ジェトロ上海センター、2010）。 
  2 つ目の相違点は日本ではビジネスモデル、コンピュータプログラムとコンピュー
タプログラムを記録した記録媒体の特許性を認めることに対し（日本特許法 2 条 3 項 1
号）、中国では認めないことである（野中、2010；孫、2005）。日本の特許庁では 2000
年 12 月にビジネス関連発明について新しい「コンピュータ·ソフトウェア関連発明に
関する審査基準」を発表し、2001 年 1 月から適用している（高橋、2003）。しかし、中
国知識産権局はそれに関する動きはまだ出ていない。次に職務発明に関しては、日本
特許法 35 条で規定に従い、特許を受ける権利は、原則、発明者（従業者）に帰属する
（野中、2010）。一方で、中国特許法 6 条により、特許を受ける権利が、原則、所属単
位（企業、組織など）に帰属する（ibid）。そして特許権紛争の解決ルートについては、
                                                             
11無効審判：本来、登録されるべきでなかった特許を無効にするため、日本は特許庁、中国は
中国知識産権局特許復審委員会に請求する審判である。 
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日本の場合、仲裁を考慮しなければ、司法ルートである（野中、2010；孫、2005）。流
れとしては地方裁判所、高等裁判所、最高裁判所であり、三審制が採用されている（孫、
2005）。中国の場合、行政ルートと司法ルートという 2 つのルートが存在しており、案
件内容に応じて選択することが可能である（野中、2010；孫、2005）。基層人民法院、
中級人民法院、高級人民法院、最高人民法院という流れであり、二審制が採用されて
いる（孫、2005）。行政ルートは司法ルートより速く、手続きが簡便という特徴があり、
主に模倣品・海賊版の摘発などに使われている（谷山、2013）。一方、司法ルートは遅
く、特許権侵害や意匠権侵害に活用されている（ibid）。また、発明特許・実用新型特
許・外観設計特許の侵害事件があった場合、高度な技術知識が必要となるため、原則
として各省、自治区、直轄市政府所在地の中級人民法院が第一審に限定する（孫、2005）。
5 つ目の相違する点は中国では発明した国で最初に出願する必要あるが（中国特許法
20 条）、日本ではその限りではない（野中、2010）。その他、日本の特許明細書の言語
に関して、日本語で出願するのが基本であるが、外国語書面出願制度を用いれば、英
語での出願も可能とする。しかし中国には外国語書面出願制度は存在しないため、中
国語（簡体字）で出願するのみと規定されている（ibid）。最後、日本の意匠権は登録
日から 20 年（日本意匠法 21 条）に対し、中国の外観設計特許権は出願日から 10 年で
ある（中国特許法 42 条）（野中、2010；孫、2005）。   
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第三章 
日系多国籍企業の中国市場進出 
に伴う特許権問題 
 
  中国において日系多国籍企業による特許出願が増加するに伴い、中国現地企業と
日系多国籍企業との特許権摩擦が激化しつつある。特に 90 年代以降、中国市場への進
出に伴い、多くの日系多国籍企業が自らの先端技術が無断に流出されたり、製品が勝
手に模倣されたり、特許に巡る訴訟紛争に巻き込まれたりといった特許権侵害に頭を
悩ませてきた。 
  その中、最も深刻な問題は中国における模倣品問題である。「中国は世界の模倣品
工場」と皮肉を言われるほどの規模で、中国製模倣品が中国国内外で流通している。
模倣品は市場経済の正常な秩序を乱し、日系多国籍企業を含め、多くの多国籍企業の
競争力及びイノベーションに対する積極性を害すると見られている。にもかかわらず、
中国で大量に模倣品が製造、販売されるのは中国で知的創造尊重社会がまだ形成され
ていないことが背景にあるので、取り締りの強化、単純なモラル教育程度では、簡単
には解決できないと思われる（夏、2003）。それに加えて、様々な形で存在する模倣品
をすべて短期間内に完全に市場から撤去することは、いかに中国政府が力を入れても
不可能なことである。 
  また、中国における特許権侵害訴訟も増加している。1985 年に中国で特許法が施
行されて以来、多国籍企業は莫大な費用をかけて中国特許を取得してきた。日本企業
（日系多国籍企業を含む）は中国で特許法が施行された時点から 2006 年までに 22 万
3,545 件の特許出願を行い、10 万 194 件の特許を取得している(黒瀬、2007)。このよ
うな中国での特許・実用新案・意匠の出願件数が急増している背景の中、日系多国籍
企業と中国現地企業との間で行われた特許権侵害訴訟が増えるようになった。実際に、
中国の人民法院における侵害訴訟の件数は日本とは比較にならないほど多いのが現状
である。2011年に全国の人民法院が受理した特許権侵害訴訟は 7,819件（前年比 35.2％
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増）である（西内、2012）。それと同時に、中国の司法機関の実務的問題、中国代理人
の実力の問題などが指摘されてきた。中国においていかにして特許権侵害訴訟に巻き
込まれないようにするかは、多国籍企業の大きな関心事である。 
  本章は次のように構成される。まず第一節で最も深刻な模倣品問題に言及する。
現在、中国において日系多国籍企業が模倣品によって被っている被害の状況を論じた
後、これに関する要因をいくつか取り上げる。そして、この模倣品問題に対する日系
多国籍企業と日本政府の対応策をまとめる。その後、中国政府の取り組みについて述
べる。第二節において特許権侵害訴訟問題について論じる。近年の中国における特許
権侵害訴訟の現状とトレンドを述べ、日系多国籍企業と中国現地企業との間で起きた
訴訟紛争を取り上げる。 
 
第一節 模倣品問題 
 
  「中国産」模倣品の氾濫は、日系多国籍企業にとって、市場における潜在的販売
機会の喪失、消費者に対するブランドイメージの低下等の経済的影響ばかりではなく、
偽造医薬品による健康への被害など製品の安全性に関する問題、組織犯罪への資金提
供などの社会的問題まで引き起こす深刻な悪影響をもたらすため、日系多国籍企業だ
けではなく、日中政府においても重点的な模倣品対策を講じなければならない。第一
節では、まず「メイド・イン・チャイナ」模倣品による日系多国籍企業にもたらした
被害状況と模倣品問題を引き起こす要因について述べた後、日本側の多国籍企業及び
政府と中国側の政府の様々な対応策について論じる。以下、「模倣品」とは、他人が保
有する商標権、特許権、実用新案権、意匠権等の知的財産権を侵害する行為や、他人
の商品やサービスと誤認・混同させるような行為を構成する物品と定義する（分部、
2009）。よって、以下に議論している模倣品問題は特許以外の知的財産も含まれている。 
 
第一項 模倣品による被害の現状及び要因 
 
  2012 年度に日本特許庁が公表した「模倣被害調査報告書」によると、製造、経由、
販売提供のいずれかの被害を受けた国・地域別の被害企業の比率を見れば、前年度に
引き続き中国での被害率が最も高く、日系多国籍企業の模倣品の被害が多い国は中国
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であることがわかった（特許庁、2013）。図 5 を示した通り、中国で模倣被害を受けて
いる日本企業（日系多国籍企業を含む）の割合は 64.4％（2011 年度）と 68％（2012
年度）年度であり、次の台湾や韓国の割合の三倍である。なお、同図では、日本国内
での被害も多くなっているが、日本で流通している模倣品の多くは中国から流入して
きたのが現状である12（財務省、2013）。また、2012 年度の「模倣被害調査報告書」に
よると、2012 年に日本企業（日系多国籍企業を含む）が中国における模倣被害総額は
252.3 億円となり、全世界の模倣被害総額の 42％を占めている（特許庁、2013）。この
ような模倣品問題は日系多国籍企業が中国に進出した際の大きな悩みの種になってい
る。 
 
 
図 5 海外において日本企業（日系多国籍企業を含む）が模倣被害を受けた国・地域 
（被害社率・複数回答） 
（出所）特許庁（2013）「2012 年度 模倣被害調査報告書」(p.10)より引用 
 
  次に知的財産権別の被害状況を見てみる。2010 年度の中国における日本企業（日
                                                             
12日本財務省が公表している「平成 25 年における知的財産権侵害物品の差止実績」によると、
中国来の知的財産権侵害物品に輸入差止件数は全体の 9 割を占めしている（財務省、2013）。 
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系多国籍企業を含む）の模倣被害を知的財産権別に見ると、商標権侵害が 4,722 件
（60.7％）と最も多く、次いで、著作権侵害が 8,758 件（26.4％）、意匠専利権（意匠
権）侵害が 3,450 件（10.4％）、製品品質法違反が 105 件（0.3％）、発明専利権（特許
権）侵害が 81 件（0.2％）となっている（表 9 参照）。そして業種別でみると、発明専
利権（特許権）侵害では「電気・電子」が約 5 割（48.1％）を占めていた（経済産業
省、2012）。 
 
 
表 9 侵害対象知的財産権及び違反対象法別件数（2010年度） 
（出所）経済産業省（2012）「第 6 回中国における知的財産権侵害実態調査」より引用 
 
  この調査結果によれば、中国における特許権の被害割合が他の知的財産権（特に
著作権）よりはるかに低く、それほど日系多国籍企業が注意を払う必要がないように
思われるかもしれないが、実際には中国国内での模倣内容が商標から意匠・特許にま
で拡大しており、高度技術化、大規模流通化が進んでいると思われる。以下の表 10 は
2008 年から 2010 年までの日本企業（日系多国籍企業を含む）の中国における知的財産
権別被害状況を表しているものである。特許権侵害件数の増加の勢いは意匠権のほど
ではないが、確実に増加しているトレンドが現れているので、決して軽視してはいけ
ない。 
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表 10 侵害対象知的財産権及び違反対象法別件数（2008～2010年度） 
（出所）経済産業省（2012）「第 6 回中国における知的財産権侵害実態調査」より引用 
 
  続いて日本企業規模別の被害動向について述べる。図 6を参照すれば、日本の大
企業（多国籍企業を含む）の被害率（2011 年度 26.9％）は、日本中小企業（2011 年度
21.6％）より高い傾向にある。直近 5 年間のトレンドをみると、大企業では 2009 年度
以降は減少が続いたが、2011 年度は増加である。中小企業は 2007 年度から増加傾向に
あり、2010 年度は減少となったが、2011 年度は再び増加となった。 
  ところが現在、模倣品被害にあった大企業と中小企業の割合は 5％しか変わりがな
いため、今後模倣品問題は大企業だけの問題ではなく、中小企業も避けて通れない問
題となったことが読み取れる。実際、日本の中小企業の模倣品は日用品から電気部品・
機械部品まであらゆる製品に及んでいる（JETRO「中小企業のためのニセモノ対策」、
2013）。 
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図 6 企業規模別の被害率（2007～2011 年度） 
（出所）特許庁（2013）「2012 年度 模倣被害調査報告書」(p.23)より引用 
 
  中国は模倣品に関しても世界一大製造拠点となっており、日本企業（日系多国籍
企業を含む）のあらゆる製品・商品の模倣品が生産されている（特許庁、2013）。中国
における模倣品の製造地域は、依然として浙江省、江蘇省、福建省、広東省等の沿岸
部を中心に広がっているが、 山東省など中国東北部や四川省などの内陸部にも拡大し
ているという指摘もなされている（図7参照）。図7によれば、2007 年度との比較で被
害社率の増減をみると、沿岸部では江蘇省（1.1%ポイント増）、河北省（0.9%ポイン
ト増）、浙江省（0.7%ポイント増）で増加した一方、上海市（2.7%ポイント減）福建
省(2.5%ポイント減)では減少している。 
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図 7 中国の主要な模倣品製造都市・地域の被害社率の増減（2007年度→2011年度） 
（出所）特許庁（2013）「2012 年度 模倣被害調査報告書」(p.49)より引用 
 
  一方、模倣品の販売消費地域は、北京や上海などの大都市や広東省、福建省、江
蘇省といった沿岸部の地域だけではなく、山東省、遼寧省など中国東北部や、四川省、
重慶市などの内陸部にも拡大している（図 8 参照）。図 8 によれば、2007 年度との比較
で被害社率の増減をみると、減少した地域が多く、特に北京市（4.1％ポイント減）と
上海市（2.5％ポイント減）で減少幅が大きい。 
 
図 8 中国の主要な模倣品販売提供都市・地域の被害社率の増減（2007年度→2011 年度） 
（出所）特許庁（2013）「2012 年度 模倣被害調査報告書」(p.51)より引用 
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  それに、近年の模倣被害の傾向として、中国におけるインターネットの普及と電
子商取引の発展に伴い、インターネットを経由した模倣品被害が急速に拡大している
（JETRO「模倣品海外拡散防止マニュアル」、2012）。特許庁（2013）の「2012 年度 模
倣被害調査報告書」から、模倣被害に遭ったと回答して日本企業（日系多国籍企業を
含む）のうち、半数を越えた 53.9％の企業が「インターネットにおける被害があった」
と回答した。被害内容の内訳（複数回答）は「商標等の無断使用」が 44.4％、「海外通
販サイトでの模倣品取引」36.5％、「国内通販サイトによる取引」26.6％、「コンテン
ツや著作物の違法アップロード」22.0％、「国内オークションサイトによる取引」13.4％
などとなっている。中国の主要な電子商取引サイト、例えばアリババ（B2B）、卓越ア
マゾン（B2C）、タオバオネット（C2C）においては、多数の模倣品が流通している。イ
ンターネット取引は、匿名性が高く、侵害者を特定することが困難で、インターネッ
ト上の模倣品の氾濫は深刻な問題となっている（JETRO「模倣品海外拡散防止マニュア
ル」、2012）。模倣品はリアルマーケットに加えて、インターネット上でも拡散してい
ることがわかり、こうした流通は中国国内に限らず、世界規模であるとも言える。 
  最後、中国における模倣品氾濫の主な原因について分析する。まず、「経済利益の
追求」である。模倣品の生産コストと販売利益を比較すると、一般に模倣品はコスト
が少なく利益が大きい。模倣品の販売による利益は正規品の数倍であるため、模倣品
の製造業者と販売業者は経済的利益の追求のため、手段を選ばず人気のあるブランド
を模倣している（JETRO「中国における模倣品実態調査」、2012）。例えば、製造コスト
について見ると、模倣品を作るための技術開発費を計上する必要がなく、購入部品費、
人件費は大幅に安く、また商品宣伝のために投入した広告費がいらないなど、正規品
に対するコストの比較優位は明白である（図 9 参照）（高橋＆堀、2009）。 
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図 9 製造コスト構造イメージ図（中国模倣品の例） 
（出所）高橋＆堀（2009）より引用 
 
  次に「模倣品製造・販売の違法リスクが低い」ためである。中国における模倣品
に対する罰則（行政罰）が軽いため、一度摘発されても違反を繰り返す業者が多かっ
たとも言われる（宮川、2009）。中国では、違法売上額（5 万元＝約 70 万円）を超えな
い侵害行為は行政上の摘発は可能であっても、刑事処罰にまで追い込まれないため、
違法リスクは低いという現状である（高橋＆堀、2009）。中国政府管理部門による 
製造・販売業者への処罰の不足により、罰則を恐れて模倣品製造を中止するよりも引
き続き販売を行った方が単純に利益を得ることができるため、現状ではこれを抑止す
ることが困難だと考えられる。 
  続いて、「中国人には特許権に対する意識が薄い」ことも取り上げられた。中国
において、計画経済を推進していた約40年間は、企業の知的財産を含むすべての財産
は国のものであるため、ある企業が開発した新技術・新製品は他の企業がタダで利用
でき、また、他の企業の先進技術を学び、製品をうまく真似できれば、先進技術応用
の模範として表彰されるなどの政策もあった時代だった（阿甘、2011；夏、2003）。
その結果、多くの人々・企業の既成概念には、自分・自社の発明を特許権として保護
させる意識が薄かったと同時に、他人・他社の発明を特許権として尊重する意識もほ
とんど形成されなかった（夏、2003）。そして、この真似ごとを中国人自身で揶揄し
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たのが「山寨13（中国語の発音：サンザイ）」という言葉であり、意味としては、「人
里を離れた山の中にある要塞で、こっそりといろいろな物を作る」ことである（JETRO
「模倣品海外拡散防止マニュアル」、2012）。これは中国の一種の文化になっており、
中国国内でも問題視されている。香港誌「亜州週刊」によると、「山寨機」（非正規
ルートで流れるノンブランド携帯）は年間一億台以上生産され、海外の大手携帯メー
カーだけでなく、中国政府も付加価値税収入だけで178億元（約2、300億円）の損失を
被ったとされる（宮川、2009）。 
 
 
（出所）JETRO「模倣品海外拡散防止マニュアル」（2012） 
 
  さらに他の要因として、「地方保護主義」が挙げられる。中国の一部の地方にお
いては、模倣品製造業が重要なビジネスになっており、その地域の雇用と利益を生み
出している（JETRO「模倣品海外拡散防止マニュアル」、2012）。地方の行政機関にと
って模倣品製造業社からの税収は財政を支える収入源であるため、摘発はすれども完
全に駆逐するようなことまでは行わない（宮川、2009）。むしろ処罰を軽くし「地方
びいき」を行っている（ibid）。このように地方政府は自らの経済的な発展と利益を
優先するため、法治を重要視せず、国家と国民の利益を犠牲にし、いくら中央政府が
対策を打ち出しても模造品を撤廃まではできないという現状が継続している（JETRO
「模倣品海外拡散防止マニュアル」、2012）。これにより模倣品問題の拡大を促進し
と同時に根深い問題となっていったと宮川（2009）が指摘した。 
                                                             
13山寨：元々は山中の砦という意味。その後、農民による反統制運動を指す言葉として使われた後、北京
オリンピックの前後にいみが拡大され、コピー、偽物、ゲリラ、非官製、草の根などを示す言葉として
使われ始めた（阿甘、2011）。 
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第二項 模倣品問題に対する日系多国籍企業及び日本政府の取り組み 
 
  中国における模倣品の氾濫は、日系多国籍企業にとって中国市場における潜在的
な販売機会の喪失、安価な模倣品による価格崩壊、粗悪な模倣品による製造責任を巡
るトラブルの増加、信用の失墜、消費者に対するブランドイメージの毀損、そして、
新たなイノベーションの創造意欲の減退などを引き起こすものである。もし日系多国
籍企業と日本政府が何らかの対抗措置を講じなければ、模倣品の製造流通販売業者は
安心して製造流通販売を拡大するため、更なる模倣品の氾濫を招くこととなり、日系
多国籍企業の被害はますます深刻になるかもしれない。よって、模倣品の氾濫は日系
多国籍企業及び日本政府にとって、とても見捨てておける状況ではない。 
  日本特許庁が日本企業（日系多国籍企業を含む）の中でどれくらいの割合で被害
対策を取ったのかについて調べたところ、2011 年度サンプル数全体の 51.3％の企業で
模倣被害対策を実施したことがわかった（前年度比 0.4％ポイント増）（特許庁、2013）。
模倣被害対策の内容としては、図 10 に示す通り、「国内外での知的財産権の取得」
（78.3％）とする回答が最も多く、次いで「模倣品の製造業者・販売業者への警告」
（26.5％）、「製造業者の調査」（23.2％）が続いている。また、項目ごとに実施したこ
とのある対策に回答のあった企業数を 100％として、効果のある対策との回答数の割合
を算出したところ、「模倣品の製造業者・販売業者への警告」（70％）が最も高く、次
いで「警察への取締申請」（69％）、「マスメディア等を活用した消費者への啓発活動」
（63.5％）が続いている。  
  図 10 から、日本企業（日系多国籍企業を含む）は模倣品の製造業者・販売業者に
警告書を送ったり、中国の行政機関を活用したりすることが重要な対策であると考え
ていることがわかる。しかし、図 10 に挙がっているもの以外で有効と思われる対策と
して日系多国籍企業間の連携による模倣品対策がある。例えば時計や二輪車など、正
規品の何倍もの模倣品が中国で現在販売されているので、こういった業界では、各社
ごとに対応するだけではなく、企業間で連携して模倣品被害対策を作り、情報交換、
一斉での取締りといった対応をしているようである（黒田、2002）。このような企業間
の連携による対応は中国政府機関に対して与える影響力は個別に要請するより大きい
というメリット以外にも、現地調査、現場の摘発などを実施する日系多国籍企業が負
担している費用の軽減や模倣品業者への影響力向上にも繋がる（特許庁「主要業種の
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特性に対応した海外模倣品対策の在り方に関する調査」、2005）。  
 
 
図 10 現在実施している模倣被害対策の内容と効果 
（出所）特許庁（2013）「2012 年度 模倣被害調査報告書」(p.69）より引用 
   
  こうした権利者企業の動きと並行して、日本政府も模倣品対策の強化を図ってい
る。2004 年には、「知的財産推進計画 2004」に基づき、模倣品に関わる企業などから
の相談に一元的に対応するため、経済産業省模倣品対策・通商室内に「政府模倣品・
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海賊版対策総合窓口」が設置された14。政府総合窓口が設置されて以来、2012 年末ま
でに合計 6,608 件の相談や情報提供等を受け付けたという（政府模倣品・海賊版対策
総合窓口、2013）。また、中国政府と様々な協議の場において、模倣品対策の強化を
求め、2008 年 5 月、胡錦濤中国国家主席の訪日の際に、「『戦略的互恵関係』の包括
的推進に関する日中共同声明」が発出され、同声明の中で、知的財産権に関わる互恵
協力を進めることが確認された（外務省ホームページ、2008）。さらに、2009 年に日
中政府間で知的財産権に関する 4 つの覚書が交換され、知的財産権保護の協力と交流
関係の強化が図られている（特許庁「特許行政年次報告書 2013 年版」、2013）。当該
覚書に基づいて中国政府機関との間で具体的な協力が進められおり、模倣品問題につ
いては毎年開催される日中知的財産権ワーキンググループ等の場で議論が行われてい
る（ibid）。 
  その他、日本政府が模倣品等の中国における知的財産権侵害問題の解決に意欲を
有する企業・団体が業種横断的に集まって「国際知的財産保護フォーラム（IIPPF）」
を設立し、産業界の意見を集約している（特許庁「特許行政年次報告書 2013 年版」、
2013）。日本政府がこれとの連携を強化することで個別企業や業界では対処が困難な
問題について官民合同で協力できるようになり、国内外の政府機関等に対し一致協力
して知的財産権保護の促進を行えるようになっている（ibid）。日本政府は官民協力
体制のもと中国政府との協議の場を切り開き、知的財産保護を推進すべく交渉を行っ
ている。それに加えて、日本特許庁では、模倣品対策に必要な情報の収集・提供にも
力を入れている。中国における企業の被害状況を把握するため、毎年度、アンケート
調査を実施し、その結果を「模倣被害調査報告書」として公表している。さらに、「模
倣対策マニュアル」や「知的財産権侵害判例・事例集」を作成し、公表・配布してい
るほか、国内外の日本企業（日系多国籍企業を含む）を対象としたセミナーの開催等、
模倣品対策に必要な情報の提供に努めている（特許庁「特許行政年次報告書 2013年版」、
2013）。 
  最後、日本政府は日本国内における消費者を対象にし、様々な啓発活動を行って
いる。中国から輸入してきた模倣品の購入を容認する日本国内の消費者の割合が高い
現状を踏まえ、2003 年から国内消費者向けに知的財産権の重要性や模倣品の弊害を周
                                                             
14窓口の詳細は http://www.meti.go.jp/policy/ipr/infringe/consultation.html を参照。 
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知する「模倣品撲滅キャンペーン」を毎年度実施し、消費者の意識の改善を図ってい
る（特許庁「特許行政年次報告書 2013 年版」、2013）。2012 年度の「模倣品撲滅キャン
ペーン」では、模倣品と知りつつ購入する消費者を念頭に「偽物を買った人は偽物で
す」というメッセージを発信し、模倣品を買わないという意識の形成を図った。 
 
第三項 模倣品問題に対する中国政府の動き 
 
  中国政府も、2001 年の WTO 加盟以降、相次いで施策を打ち出し、徐々に模倣品問
題への対策を強化してきている。以下、①「特別摘発活動」②「地方政府の取り組み」
③「展覧会・博覧会での取り組み」④「中国国民への啓発活動」を四テーマに分けて
それぞれ説明する。 
  ①「特別摘発活動」 
  2010 年 10 月、温家宝総理の指示のもと、中国政府は、2010 年 10 月から 2011 年 6
月にかけて中国全土において知的財産権侵害を摘発する特別行動を実施した（分部、
2009；金、2012）。本特別行動においては、生産元を絶つこと、市場の監督管理を強化
すること、輸出入及びインターネット等の領域における知的財産権の保護の強化、刑
事司法による摘発の強化、政府機関における正規ソフトウェアの全面的使用、知的財
産権保護の宣伝の強化が基本方針として挙げられた（政府模倣品・海賊版対策総合窓
口、2012）。その成果として、摘発された知財案件は 2,572 件に上り、没収や罰則を適
用した部品は 8 万件にも上がった（金、2012）。そして期間中 130 億円相当の刑事案件
を処理し、前年同期比で 4 倍以上の実績をあげたこと等が公表されている（政府模倣
品・海賊版対策総合窓口、2012）。さらに、特別摘発活動に合わせた警察の特別活動「亮
剣」行動で摘発された犯罪案件は 19,651 件であり、検挙された容疑者は 34,907 人、
逮捕者は 11,787 人にも達した（金、2012）。国民の間で他人の知的創造を尊重する意
識浸透にはまだ程遠い。 
  ②「地方政府の取り組み」 
  中国中央政府による特許制度の整備が進められても、地方政府関連部局による執
行が伴わねば問題解決には繋がらない。また、本節の第一項で述べた通り、中国にお
ける「地方保護主義」は模倣品氾濫の主な要因の一つであり、中央政府が知的財産権
侵害に対する取締り上の重要な問題点の一つでもある。このため、地方政府の知的財
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産権保護の取り組みは引き続き注視していくべきものである。中国中央政府は前述の
「特別摘発活動」に基づいて更なる取締りが継続的に実施し、また、2011 年 11 月に「知
的財産権侵害と模倣・粗悪品の製造・販売に対する摘発の更なる徹底に関する国務院
の意見」を公布した（政府模倣品・海賊版対策総合窓口、2013）。これを受けて各地方
政府においても特別摘発活動の実施や監督体制の整備にかかる行動計画策定等が進め
られている（ibid）。その中で、最も注目されるものとして、広東章政府の取り組みが
挙げられる。広東省は「三打両建」15活動という独自の取り組みが積極的になされてい
る。広東省はその経済活動の規模や工業化の進展などを背景に日本企業（日系多国籍
企業を含む）の模倣品被害も中国国内で最も多い地域の一つであるが、三打両建活動
では、多くの日本企業の知的財産権の侵害に対する摘発活動が行われた（政府模倣品・
海賊版対策総合窓口、2013）。今後、このような先進的な取り組みをモデルとして全国
的に展開されることが期待される。 
  ③「展示会・博覧会での取り組み」 
   中国で開催される展示会や博覧会、交易会に日本製品の模倣品が出品されること
も多く、模倣品が中国国内や国外に販売されるルートの一つとなっている。特に広州
交易会16や上海交易会のような外国人バイヤーも大勢訪れる大型展示会は、模倣品業者
にとっても海外オーダーを獲得する絶好の舞台となっている（JETRO「模倣品海外拡散
防止マニュアル」、2012）。こうした問題に対処するため、中国政府が 2006 年 3 月に「展
示会における知的財産権保護弁法」を実施し、展示会主催者による展示物の事前審査
や行政取締当局が駐在するなどの取り組みが行われている（政府模倣品・海賊版対策
総合窓口、2012）。また、展示会主催者が出展者に知的財産権保護承諾書への同意を求
め、規約を遵守しない出展者に対して出展資格をなくす等の取り組みも行われている
（ibid）。なお、日本貿易振興機構 JETRO では、展示会に出展されている模倣品の現地
調査を毎年行っており、日本企業（日系多国籍企業を含む）の模倣品を数多く発見し
ているようである（JETRO「模倣品海外拡散防止マニュアル」、2012）。 
  ④「中国国民への啓発活動」 
  「国家知的財産権戦略綱要」の実施・徹底を進める一環として、各省で知財保護
                                                             
15「三打両建」：「三打」は悪行為の打撃、偽り行為の打撃、商業賄賂行為の打撃を指し、「両建」
は社会信用体制の建設、市場監督体制の建設を指す。 
16広州交易会：中国製品の海外への輸出を促すため、1957 年から、春秋の年 2 回開催される中
国最大、世界有数の大型展示会として知られている（政府模倣品・海賊版対策総合窓口、2012）。 
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の重要性を中国国民の若年齢層に教育する試みが実施されている（遠藤、2010）。福建
省の知識産権局と教育庁、科学技術協会は、省内の小中学校の中から知的財産権の教
育を試行するためのモデル校を指定し、そのリストを公表している（政府模倣品・海
賊版対策総合窓口、2013）。試行期間は 2 年で、成功を収めたモデル校の経験は全省に
広める予定である（ibid）。そして浙江省で社会全体の知的財産権意識の向上を狙い、
省内の全ての小中学校のカリキュラムに知的財産権の内容を導入していくことを明ら
かにしている。また、大学における知的財産権専攻の設置や弁護士への知的財産権知
識の普及強化などを促進する方針も示されている（夏、2003）。 
 
第二節 特許権侵害訴訟問題 
 
  中国において事業展開する日系多国籍企業は数多く中国に特許出願を行い、権利
化を図っている。そして模倣品を製造・販売する中国企業に対しては毅然とした態度
で特許権侵害訴訟を提起し、これを排除している。一方、近年の中国企業の急速な事
業拡大に伴い、多数の有力特許を取得することができ、ついに日系多国籍企業を特許
権侵害で訴え、日系多国籍企業の億単位の損害賠償金の支払いを命じる事件が発生し
た。本節では中国国内の特許権侵害訴訟の現状を示すと共に、日系多国籍企業と中国
企業の特許権訴訟事件を 2 つ取り上げ、具体的に分析する。 
 
第一項 中国国内の特許権侵害訴訟の現状 
 
  第二章の第三節で述べた通り、中国国内における特許出願数が増加するに伴い、
人民法院における侵害訴訟も増えつつある。2011 年に全国の人民法院が受理した特許
権侵害訴訟は 7,819 件（前年比 35.2％増）と 5 年間で 2.4 倍に急増した（西内、2012）。
図 11 は中国における商標、専利（発明特許、実用新型特許、外観設計特許）、技術契
約、不正競争がそれぞれ年間受理件数を示しているものである。専利の年間受理件数
は商標の次になり、特許と商標とともに侵害訴訟件数が想像を絶する勢いで増加して
いることが窺える。近年、中国国内の特許侵害訴訟の新規受理件数は一般に訴訟大国
として認識されている米国よりも訴訟件数は多い（東京大学政策ビジョン研究センタ
ー、2010）。 
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図 11 知的財産権民事一審案件受理件数（2005～2010年度） 
（出所）JETRO 北京事務所の谷山（2011）より引用 
 
  中国では原告または被告の一方の当事者が外国企業である場合、当該事件を渉外
事件と称する。そして、渉外事件の場合、事件の特殊性に鑑み民事訴訟法において特
別な規定が設けられている。例えば、中国では人民法院における審理期間が法定で定
められているが（民事訴訟法第 135 条、第 159 条）、渉外事件には当該規定は適用され
ない（民事訴訟法第 248 条）（河野、2010）。また、上訴期限も国内企業に対して認め
られる期間と比較して、2 倍の期間が認められている（民事訴訟法第 147 条、第 247
条）（ibid）。 
  では、中国において外国企業は実際にどの程度知財紛争に巻き込まれているのか
を見てみよう。図 12 は全国地方人民法院が結案した渉外知的財産権民事事件一審の件
数の推移を示すグラフである。同図に示す渉外事件は特許以外の知的財産をも含む。 
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図 12 全国地方人民法院が結案した渉外知的財産権民事事件一審の件数の推移 
（2005～2011年度） 
（出所）西内（2012）より引用 
 
  図 12 からは 2 つのステージに分けられる。第一のステージは 2005 年から 2009
年までの急激に渉外事件が増えた段階であり、第二のステージは 2009 年以降の渉外事
件の件数が安定した段階である。台湾・香港・マカオの毎年の訴訟案件件数と比較す
ると、近年、渉外事件数が急激に増えていることが分かる。特にピークの 2010 年に渉
外事件数は台湾・香港・マカオの当時の案件数の約 4.5 倍までに上った。なお、知的
財産権訴訟全体に占める渉外事件の割合は 2005年から 2011にかけて、それぞれ 2.0％、
2.5%、 3.8%、 4.8%、 4.5%、 3.3%、 2.3%となっていることから見れば、中国におけ
る知的財産権訴訟の大部分は中国人当事者同士の訴訟であることが分かる（西内、
2012）。しかし、このような渉外事件の統計データにおいて、外資系中国子会社が当事
者となっている事件の場合は、渉外事件には分類されていないと思われるため、実際
に外国企業が中国において知的財産権紛争に巻き込まれるリスクは上記の数字よりず
っと高いと考えられる。 
  そして、渉外事件の中、当事者企業を国別（日本と欧米に分け）に分類し、それ
ぞれが占める割合について見てみる（図 13 を参照）。北京・上海この 2 つ大都市にお
いて、割合が最も高いのが「欧米原告」であり、次いで「欧米被告」、そして「日本原
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告」と「日本被告」が続いている。やはり欧米企業と日系企業が中国企業を訴えるケ
ースが多いが、近年、中国に進出している日系企業や欧米企業が、逆に中国企業から
「知的財産権侵害」で訴えられるケースが段々と増えてきている。その中には、裁判
で中国企業に敗訴し、高額の賠償責任が認められたケースも散見される。 
 
 
図 13 知的財産権第一審判決（北京・上海）当事者国別（2004年～2009 年度） 
（出所）JETRO 北京事務所の谷山（2011）より引用 
 
第二項 日系多国籍企業と中国現地企業の特許権権利紛争事例 
 
  以上の通り、ここ数年、中国での特許権に係わる訴訟件数が年々と増加傾向にあ
ることがデータとして明らかになった。しかも、逆に中国企業に「特許権侵害」の理
由で訴えられたケースも増えていることが明らかになった。中国において事業展開し
ている日系多国籍企業は、中国特許を軽視することなく、十分な対策を練ることが必
要とされる。 
  一つの事例として、日系多国籍企業が特許権侵害訴訟を提起され、巨額の損害賠
償金の支払いを命じられた「中国の武漢晶源対日本の富士化水工業事件」を挙げ、こ
れについて分析する。以下の判例は中国の訴訟案件に詳しい弁理士の加藤真司が 2010
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年に公表した「中国企業に技術を提供した日本企業が負うべき責任（排煙脱硫装置事
件）」に基づいて整理したものである。 
  2009 年 12 月 21 日に、日本でも注目されていた特許権侵害訴訟の最高人民法院に
よる判決が出された。この事件は、日本の環境技術メーカー富士化水工業株式会社（以
下、「富士化水」）が中国の電力事業者の華陽電業有限公司（以下、「華陽」）に対して、
2 台の排煙脱硫技術を提供したところ、武漢晶源環境工程有限公司（以下、「晶源」）か
ら特許権侵害であるとして訴えられた事件である。原告晶源は、1995 年 12 月に、「曝
気法による海水排煙脱硫方法及び曝気装置」という名称の特許出願を行った。 
  被告華陽は電力供給会社であり、福建省で火力発電所を建設する計画を立てると
ともに、排煙脱硫技術の実現可能性に関する調査を原告晶源に依頼した。原告晶源は、
被告富士化水が提供していた排煙脱硫技術を調査した上で、この排煙脱硫技術を推奨
する調査報告書を被告華陽に提出したが、自らが出願していた特許発明の内容につい
ては伝えていなかった。 
  被告華陽は、被告富士化水との間で、被告富士化水の有する「海水を利用した排
煙脱硫装置」の技術移転契約を結んだ。被告華陽及び被告富士化水間の契約（20 条）
には、「富士化水の提供した装置において使用されている設計が他人の権利を侵害する
ことでもたらされた損失は、富士化水が賠償するものとし、華陽はいかなる賠償も免
れる」という瑕疵担保責任の条項が定められていた。 
  被告華陽と被告富士化水間で前述の技術移転契約を締結した後の 1999 年 5 月に、
原告晶源の特許出願に対して特許権が付与された（本件の特許権）。そこで、原告晶源
は、被告富士化水の提供する排煙脱硫技術を使用しようとする被告華陽に対して、特
許権侵害の警告書を送付した。被告華陽は原告晶源に対し、技術移転契約において、
被告富士化水が責任を負うことになっており、被告華陽には責任はなく、被告富士化
水に責任追及するよう回答した。 
  その後、被告華陽は、被告富士化水から導入した技術に基づき、火力発電所に排
煙脱硫装置（被告富士化水の設備）を設置し、火力発電所 2 基の稼働を開始した。2001
年 9 月、原告晶源は、被告華陽及び被告富士化水に対して、特許権侵害に基づき、特
許権侵害行為の中止と、3,100 万元の損害賠償を求め、福建省高級人民法院へ提訴した
（一審進行中に、損害賠償の請求額が 7,600 万元に拡張されている）。 
    一審裁判所である高級人民法院は、原告の申請に基づき、華科鑑定センターに対
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して司法鑑定を依頼し、2005 年 1 月に、被告設備が本件の特許権を侵害する旨の鑑定
書が提出された。その後、被告富士化水は無効審判を請求しているが、これは棄却さ
れている。また、被告華陽は、原告晶源が、調査報告書において、被告富士化水の提
供する排煙脱硫技術を推奨しておきながら、後になって特許権侵害を出張するのは信
義に反する旨を出張した。 
  一審の判決では、鑑定書の記載を根拠として、被告装置は本件特許権を侵害する
と認定した。そして、被告富士化水のみに対して、原告晶源の経済的損失 5,061.24 万
元（約 6.8 億円）を賠償するよう命じた。これは、被告富士化水と華陽との間の契約
に上述の瑕疵担保責任の条項があったためである。高級人民法院は、上記の瑕疵担保
責任条項を根拠として、「本件の権利侵害賠償民事責任は、被告富士化水が負わなけれ
ばならない」と判断した。ちなみに、この 5,061.24 万元という賠償額は、高級人民法
院の判決によれば、被告富士化水が被告華陽に対して排煙脱硫技術を提供した対価（被
告富士化水が得た利益）である。 
  これに対して、最高人民法院（二審）は、被告富士化水と被告華陽に対して、共
同で原告晶源の経済的損失 5,061.24 万元を賠償するよう命じた。しかしながら、この
最高人民法院の判決によって、被告富士化水の賠償負担が高級人民法院の判決による
命令から軽減されたわけではない。最高人民法院の判決では、「連帯責任の負担につい
ては、被告華陽が被告富士化水と締結した契約に基づいて被告華陽が被告富士化水に
追償権を行使することを防げない」と判示している。被告華陽は当然に契約中の瑕疵
担保責任条項に基づいて、被告富士化水に対して追償を求めるであろう。結局のとこ
ろ、被告富士化水が 5,061.24 万元を負担しなければならないことには変わらない。 
  被告富士化水は、さらに被告華陽から、被告富士化水から譲り受けた技術を使用
することで特許権者（原告晶源）にライセンス料（装置 1 台あたり年間 24 万元であり、
合計 48 万元）を支払わなければならなくなったとして、その負担を求められる恐れさ
えある。 
  この事件を踏まえて、日系多国籍企業は、中国企業に技術を提供し、かつその中
国企業による該当技術の実施を補助した場合において、該当技術が他人の中国特許を
侵害するものであった時は、技術提供によって得た利益の額を、特許権者が被った損
害額として、賠償しなければならないことがある、と理解しておく必要がある（加藤、
2010）。 
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  本事件の全体図として、谷山（2013）が作成したグラフを以下に引用した（図 14
参照）。 
 
 
図 14 中国の武漢晶源対日本の富士化水工業権利紛争事例の流れ 
（出所）谷山（2013）より引用 
 
  次の特許権権利紛争事例は中国企業が日系多国籍企業に特許権侵害訴訟を提起さ
れ、数十万円の損害賠償金の支払いを命じられたケースである。以下の判例はクボタ
のホームページ（2013）に載せた記事「コンバイン特許権侵害訴訟で勝訴判決」及び
谷山（2013）が発表した「中国の知的財産権制度」に基づいて整理したものである。 
  日本の産業機械メーカークボタ（以下、「クボタ」）は 2008 年 12 月 9 日、中国に
おける自社の特許権を侵害しているとして、泰洲現代鋒陵農業装備有限公司と泰洲鋒
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陵刈取機販売賃借センター（以下、「鋒陵」）を訴訟の相手とし、鋒陵二社が製造・販
売する自走式自脱コンバイン「４LB-150」の製造・販売の差止めと損害賠償を求め、
中国の南京市中級人民法院に提訴した。 
  クボタは鋒陵二社が製造・販売するコンバイン「４LB-150」が自社の中国特許権
を侵害している疑いがあるとして、2008 年 5 月より調査をしはじめた。その結果、下
記 4 件の特許の侵害の疑いが強まったため、今回の提訴に至った。それぞれの該当す
る特許は（1）ZL99110929.5（作業車のクローラ装置）（2）ZL99110915.5（コンバイ
ン）（3）ZL99120352.6（農作業機の操行操作装置）（4）ZL99120835.8（コンバイン
の脱穀装置）である。対応策として、被告鋒陵二社は中国知識産権局特許復審委員会
にそれぞれの 4 件特許に対して、無効審判を請求していた。その結果、（2）（3）（4）
の特許は最終的に無効にすべきであるとする審決（無効審決）が確定され、その 3 つ
の特許権は原則として最初からなかったものとなる。しかし、（1）の特許権は最終的
に中級人民法院の判決により有効となり、それに基づき、2012 年 12 月 28 日に、南京
市中級人民法院は鋒陵二社がクボタの中国特許権（ZL99110929.5 作業車のクローラ装
置）を侵害している事実を認め、鋒陵二社に対し、製造・販売の差止めと 80 万元（約
1160 万円）の損害賠償金をクボタに支払うように判決を下した。 
  クボタは、今回の勝訴判決は、特許権の侵害品を適法に排除するクボタの主張の
正当性が認められたものと考えるとして、今後も引き続き国内外で特許権を重視し、
これを保護していくとしていると自社のホームページでコメントした（クボタのホー
ムページ、2013）。 
  本事件の全体図として、谷山（2013）が作成したグラフを以下に引用した（図 15
参照）。  
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図 15 中国の鋒陵農業対日本のクボタ権利紛争事例の流れ 
（出所）谷山（2013）より引用 
 
  以上に述べた 2 つの特許権権利紛争事例以外、他に日系多国籍企業と中国企業と
の和解した訴訟事例もいくつか存在する。例えば中国の深セン市朗科科技有限公司が
日本のソニーを自社の「フラッシュメモリ」という特許権を侵害したことで、2004 年
7 月深セン市中級人民法院に提訴した（中華工商時報、2005 年 8 月 5 日）。結局和解で
事件を解決したが、具体的な和解内容は公表されていないため、未だに不明のままで
ある。また、中国の愛国者（aigo）電子科技有限公司（以下、「愛国者」）が日本の東
芝を自社が有する「メモリインターフェース」特許権を侵害したとして、2010 年 4 月
に陝西省西安市人民法院に提訴した（捜狐新聞、2010 年 4 月 28 日）。一審の判決が 2011
年 10 月に出たが、東芝が一審で敗訴し、20 万元を損害賠償として支払うことを命じら
れた。しかし愛国者はこの判決を不服として、100 万元の損害賠償額を要求し、二審に
上訴した。二審の判決は今まだ出ていない。 
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第四章 
多国籍企業が中国現地特許戦略で 
成功したケース 
 
  現在では、多国籍企業にとって大きな需要と成長する潜在能力を秘めた中国を対
象にビジネスを展開することは当たり前なこととなっている。1990 年代後半からは、
世界のグローバル企業の対中進出も弾み付き、2004 年には、フォーチュン 500 社のう
ち、ほぼすべての企業は中国に進出し、生産、販売または研究開発拠点を持ち、中国
巨大市場を巡る競争は白熱してきている（王編、2004）。そして 1985 年に中国特許法
が施行されて以来、中国市場において、多国籍企業は中国現地での生産や市場シェア
の確保といった目的のために巨額の費用を投じて中国特許権を取得してきた（黒瀬、
2007）。 
  日本企業（日系多国籍企業を含む）は中国で特許法が施行された時点から 2006 年
までに 22万 3,545件の特許出願を行い、10万 194件の特許を取得している(黒瀬、2007)。
しかし、第三章で述べたように模倣品問題及び中国企業との特許権を巡る訴訟の急増
問題は中国市場に進出している日系多国籍企業にとって大きな悩みの種となっている。
そのため、中国で自社の特許を戦略的に活用して事業の利益を最大化させることは容
易ではない。また、欧米の企業に加えて中国現地企業が競争相手になってきており、
彼らに勝ち抜き、自社の事業をより有利かつ自由に展開するために、独占的、排他的
な特許権を戦略的に活用する重要性が高まりつつある。 
  このような状況の中、数多くの多国籍企業のうち日系多国籍企業も含め、いくつ
か代表としている企業が中国で独特な特許戦略により成功を収めたケースが存在する。
本章で 3 つの多国籍企業それぞれを取り上げ、その取り入れている中国現地での特許
戦略の特徴について論じることで、日系多国籍企業にとって有効な特許戦略を考える
上での参考とする。 
  第一節で取り上げる多国籍企業はシーメンスである。シーメンスは欧州で最も特
許出願が多い企業のうちの一つであり、情報通信や医療などの分野で幅広くインフラ
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を製造している企業である。続いて第二節の IBM は米国において最も特許を多く取得
しており、民間や公的機関のビジネス用途のコンピュータ関連製品を提供している。
最後第三節の日立製作所は日本で最も多く特許を取得している総合電機メーカーのう
ちの一つであり、日本において特許で多額の利益をあげる企業の一つである。 
 
第一節 欧州系多国籍企業の代表－シーメンス 
 
基本情報 
  シーメンス（Siemens）はドイツのバイエルン州ミュンヘン・ベルリンに本社を置
くドイツの総合電機大手企業であり、1847 年に電信機器や鉄道警報機の製造業として
設立された(JETRO「欧州企業の中国戦略」、2006)。創業者のひとりであるヴェルナー・
フォン・シーメンスが 1866 年にダイナモ方式を発明して以来、電車や街灯など強電技
術を利用した分野で事業を急拡大させ、1920 年代には家電などの弱電機器の分野にも
進出した（ibid）。今日の事業体制はインダストリー、エナジー、ヘルスケア、そし
て、大都市及びその周辺都市に対しインフラソリューションを提供するインフラスト
ラクチャー＆シティーズの 4 つのセクターである。 
  シーメンスは 166 年以上にわたり、卓越したテクノロジーやイノベーション、品
質と信頼性、そして国際性を象徴する企業で在り続けている。また、シーメンスは環
境に配慮した技術を世界で最も多く提供している企業であり、売上総額の約 40％が環
境関連製品及びソリューションによるものである（シーメンスの自社ホームページ、
2013）。2012 年度（2011 年 10 月～2012 年 9 月末日）、継続事業から売上は 785 億ユ
ーロ（約 11 兆億円）、同利益は 47 億ユーロ（約 6,557 億円）であった（Siemens 2012 
Annual Report、 2012）。2012 年 9 月 30 日までに、全世界の社員数は約 37 万人であ
る(ibid)。 
 
特許出願数 
    グローバル化時代の中、自社の知的財産とノウハウはシーメンスにとって最も大
事な財産であるため、自社の知的財産権（特許権も含む）の保護、利用及び拡大はシ
ーメンスの成功のカギとなっている。2012 年度までに、シーメンスが所有している特
許の数は 57,000 件であり、自社の知的財産部門（CT IP: Corporate Intellectual 
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Property）を通じて管理・保護されている（シーメンスの自社ホームページ、2013）。
世界中シーメンスの知的財産部門に務めている従業員数は 430 人近くである（ibid）。
そして、2012 年度時点において、シーメンスが有する特許権の 35％は（おおよそ 20,200
件）は「グーリン特許権」と呼ばれ、シーメンスの環境関連製品及びソリューション
に関するサスティナブル技術を保護している（ibid）。 
  下のグラフから見て取れるように、2012 年における特許取得数ではシーメンスは
ヨーロッパ第二位であり、米国特許庁への出願数も 11 位にランクインしていた（図 16
を参照）。また、欧州特許庁（EPO: European Patent Office）が発表した 2011 年に
おける特許出願件数ランキングによると、シーメンスは首位を獲得し（2010 年度と比
べ 15％増）、特許に力を注いでいることが伺える（Yoshida and Clarke、 2012）。シ
ーメンスは研究に多額の資金を投入しており、2011 年には 5,492 億円にも及ぶ金額が
費やされた（ibid）。 
 
 
図 16 シーメンスがドイツ・ヨーロッパ・米国における特許出願ランキング（2012 年度） 
（出所）シーメンスの自社ホームページ（2013）より引用 
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中国での活動 
  シーメンスの中国事業への取り組みは、1872 年に中国に初めてのポイント式通信
機を供給したのに始まる（JETRO「欧州企業の中国戦略」、2006）。続いて 1897 年、上
海港の照明設備用に初めての発電機を設置、1899 年に北京に中国初の路面電車網を建
設（最高時速 20ｋｍは当時の世界最高レベル）と、中国の近代化に大きく関わってき
た（ibid）。シーメンスは 1904 年上海に営業所を開設し、本格的な事業展開に取り掛
かり、その後 1982 年に北京にも営業所を開設した（JETRO「アジアの RE 市場と欧米企
業」、2012） 
  シーメンスは全事業分野で中国に拠点を構築し、本格的な事業展開を進めている。
2012 年度、シーメンスが中国市場における売上総額は 63.5 億ユーロ（約 8,858 億円）
であり、中国での従業員数は 30,000 人に上り、中国全土に 19 個 R&D センター及び 73
個現地事業所を有している（シーメンス中国のホームページ、2013）。 
  シーメンスの事業分野の多くがインフラ関連であることから近代化を急ぐ中国で
多面的な事業展開が可能となり、その結果、中国でのプレゼンスを極めて広範なもの
にしている。現在、中国の社会及び経済発展においては、シーメンスは無くてはなら
ない存在となっている。シーメンス中国のリヒャト・ハウスマン社長は「中国はシー
メンスの世界事業のトップ・プライオリティだ。・・・・中国事業をその柱の一つに作
り上げることに向かってうまく進んでいる。」と自社の中国事業を評価し、シーメンス
の世界戦略の最優先市場であることを明確にしている（JETRO「欧州企業の中国戦略」、
2006）。 
 
中国での特許出願状況 
  シーメンスの中国における特許出願状況について確認する。以下の図 17 は 1993
年から 2011年にかけて中国国家知識産権局へ出願した特許件数の推移を示すグラフで
ある。シーメンスが中国での出願のほとんどは発明特許で、2000 年から徐々に増加し、
2005 年にピーク（800 件）に達した後、徐々に減少していった。特に 2010 年と 2011
年の出願数はそれぞれ 2009 年の二分の一、三分の一まで減少した。 
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図 17 シーメンスの中国特許出願件数の推移（1993～2011年度） 
（出所）JETRO「2011 年度先端企業調査研究 知財戦略分析」（2013）より引用 
 
  シーメンスによる中国特許の総出願数は 9,098 件であり、その内訳は発明特許が
95.4％、実用新案特許が 0.9％、意匠特許は 3.7％であった（図 18 参照）。近年中国企
業が国内で特許出願数が増え続けているが、その多くは実体審査がいらず直接権利が
付与される実用新案や意匠であることを考えると、中国内企業と比較してシーメンス
は研究開発により力を入れ、価値の高い発明特許を多数取得していると考えられる。 
 
図 18 シーメンスによる中国特許出願における三種の特許比率 
（出所）JETRO「2011 年度先端企業調査研究 知財戦略分析」（2013）より引用 
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中国におけるシーメンスの特許戦略 
  シーメンスが中国で成功した事例の１つとして、TD-CDMA と通信規格の普及が挙げ
られる。かつてシーメンスは携帯電話における無線通信方式の 3G 規格争いにおいて、
W-CDMA（当時のエリクソンが主導）と CDMA2000（クアルコムが主導）の２つと争って
おり、劣勢であった（大橋、2013）。通信方式は規格ものなので17、もし自社が主導し
ていた TD-CDMA が通信規格として選ばれなければ、それまでシーメンスが開発のため
に費やした莫大な研究費がほぼすべて無駄となってしまうことになる。 
  そこで当時、独自 3G 規格の構築による自国産業の保護と育成を模索していた中国
政府の思惑を利用し、TD-CDMA を中国の独自技術として改良し世に出すことでこの技術
を継続させるという方法をとった（Siltanen、2013）。シーメンスは当該技術の開発部
門を中国に移転させ、現地で積極的に直接開発に従事している（宮下、2003）。技術名
は TD-SCDMA と改名されたが、中国の最大手通信会社である中国移動（China Mobile）
が採用した。これによって、中国国内に利用者が増え、その契約者数は 1.2 億人を超
えた(大橋、2013)。結果、現在では W-CDMA と CDMA2000 に次ぐ第三の無線通信方式と
して正式に承認されるに至った(Siltanen、2013；大橋、2013)。 
  シーメンスはこの技術について特許を多数取得しており、携帯電話や基地局設備
などの関連製品が売れるたびにライセンス料を得ることができる（吉田、2003）。また、
中国政府を味方につけることで中国内でのビジネスをより円滑に行えるようになった
と推測できる。シーメンスは TD-CDMA を中国独自技術に改良するに当たって、中国の
通信機器メーカーに無償で多くの技術提供を行ったといわれているが、とにかく開発
した技術を継続させることで、特許料として利益を得ることができるようになった（吉
田、2003；大橋、2013）。また、この技術をアフリカなど発展途上国の携帯通信網の構
築に次々と提案しており、導入試験も始まっているようである（大橋、2013）。さらに、
中国移動はこの技術を軸にした次世代の無線通信方式である TD-LTEを開発進行中であ
り（Siltanen、2013）、シーメンスが開発した TD-CDMA 通信方式は中国国内でさらに改
良され使用され続ける見込みで今後も利益を得続けることができる。 
  この成功事例において得られることは、中国政府や中国企業に「勝ち」を提供す
ることにより、多国籍企業自らも利益を獲得できるということである(大橋、2013)。
                                                             
17次世代の DVD 規格として Blu-Ray と争って負けた HD－DVD が良い例である。負けた HD-DVD は
一瞬にして市場から消えた。 
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また、この事例は中国市場のスケールを活かすことで、グローバル標準や規格を揺る
がし、自分の標準・規格にすることも可能であることを証明している（ibid）。シーメ
ンスは中国とうまく共存共栄する方法を選択したことで成功した。 
    また、シーメンスは他の事業分野において、特にインバータ18に力を入れている
（JETRO「2011 年度先端企業調査研究 知財戦略分析」、2013）。中国は一次エネルギー
の最大消費市場であり、エネルギー消費の 70％を工業分野が占めている（JST、2011）。
それら工業用電力消費の 70％がモータであり、インバータ化による高い省エネ効果が
見込まれ、中国政府も省エネの推進に注力している（ibid）。このように中国政府が重
視している技術分野について、特定の商品に絞り込んで（シーメンスのように、競争
が激しい太陽パネルなどについて特許出願するのではなく、インバータについて特許
出願するなど）、特許出願し、新たな事業展開する方法も他の多国籍企業にとって参考
になるかもしれない。 
 
第二節  米系多国籍企業の代表－IBM 
 
基本情報 
  IBM は、世界でも最も歴史のある IT 関連の巨大グローバル企業の一つである。か
つて IBM はハードウェアメーカーと見られる場合が多いが、1990 年代に、ビジネス・
モデルを大幅に見直し、従来のハードウェア中心の製造業から、IT 関連サービスを中
心とする業態にビジネス・モデルを移行したことは有名である（市川、2007）。すなわ
ち、同社としては、個々の製品や部品の売上を志向するのではなく、むしろ全体とし
てのサービスで利益を得ることを志向しているものと考えられる。 
  実際に、IBM の 2011 年度の総収入のうちサービスの収入が約 60％であり（IBM 2011 
Annual Report、 2011）、サービスを中心とした上で、そのために必要なハードウェア
やソフトウェアについても製造・販売するというビジネス・モデルを採用している。
なお、近年、液晶事業、基板事業や HDD 事業を含め、様々な PC の主要部品となる事業
を続々と売却するなど、ハードウェアの分野を減らし、サービス（主にコンサルティ
ングサービス）とソフトウェアの比重を高めてきていることが現在の IBM モデルの特
                                                             
18インバータ：直流電力から交流電力を電気的に生成する電源回路、またはその回路を持つ電
力変換装置のことである。 
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徴である（和田、2011）。  
  IBM は本社をアメリカ合衆国ニューヨーク州アーモンクに置くが、100 年以上を渡
って各国に現地法人を設立し、世界規模で活動を行う多国籍企業でもあり、170 カ国に
事業展開し、世界で 8 箇所の基礎研究所、24 箇所の製造施設を持つ（IBM のホームペ
ージ「Corporate Responsibility」、2008）。2012 年度の売上は 104,507 百万ドル（約
10.7 兆億円）であり、同年の純利益は 16,604 百万ドル（約 1.7 兆億円）に達した（IBM 
2012 Annual Report、 2012）。2012 年 12 月 31 日時点で、全世界の従業員数は 434,246
人である(ibid)。 
 
特許出願数及び特許戦略の特徴 
    IBM は引き続き、一貫して積極的に特許を取得し続けるという戦略を実行しており、
2013 年に発表された 2012 年の米国特許取得件数において、同社は 6,478 件と、20 年
連続で米国特許取得件数トップとなった（以下の図 19 を参照）。図 19 が示すように、
同社は 1993年から 2007年まで毎年の特許取得数は繰り返しバラつきであったが、2007
年という時点から急激に増加しつつある。 
  1993 年から 2012 年にかけて、IBM の保有する特許総数は 67,000 件であり、2012
年に取得した特許件数はアクセンチュア、アマゾン、アプール、EMC、ヒューレット・
パッカード、インテル、オラクルとシマンテック全社が 2012 年取得した特許の合計よ
り多かった（IBM の自社ホームページ、2013）。これらの特許の範囲は、医療システム、
交通インフラ、災害対応システムなど多岐にわたっている（和田、2011）。 
  また、研究開発の観点から見た場合、同社は、年間 60 億ドル規模という世界でも
最大規模の研究開発費を投じることで有名な企業である。IBM の研究開発は、米国の他、
中国、イスラエル、スイス、日本、インドの研究所における 3,000 名の研究者と、世
界 15 カ国 61 箇所で働く 2 万名強のソフトウェア開発者によって支えられている（市
川、2007）。なお、同社の 2011 年度及び 2012 年度の研究開発費は 63 億ドルである（IBM 
2011 Annual Report、 2011；IBM 2012 Annual Report、 2012）。 
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図 19 IBM 米国特許取得数の推移（1993～2011 年 20 年連続特許取得数一位） 
（出所）IBM 自社のホームページ「20 Years of IBM Patent Leadership」(2013) 
 
  その際、このように多くの特許を取得する IBM では、これらの特許を単に自社内
で利用するだけでなく、積極的に外部へライセンスし、「ライセンス料」という形で利
益を得るという、いわゆる「オープン・イノベーションモデル」を採用していること
が特徴であると言われる（市川、2007）。オープン・イノベーションとは、企業内部の
イノベーションを促進するために、意図的に情報や知識を外部から取り入れたり、外
に発信したりし、外部におけるイノベーションの利用の市場の拡大を図るというもの
である（Chesbrough et al., 2006）。すなわち、企業は自社のイノベーションを推進
するために自社内のアイデアだけではなく、外部のアイデアも取り入れるべきである
し、自社のアイデアの市場化への道は自社のみならず他社を通じてであっても構わな
い、ということである。 
  IBM の年間の継続ライセンス料による得た収入は、20 億ドル前後で純利益の 15％
相当という（馬場、2003）。また、IBM はライセンス供与のみならず、特許の売却や同
社の特許を活かした共同技術開発など、状況に応じた柔軟な形態で特許を活用したビ
ジネスに取り組んでいる（和田、2011）。最近の新たな動きとしては、2011 年 7 月と 9
月に Google 社へそれぞれ特許 1,029 件と 1,023 件を売却したことが挙げられる（小久
保、2011）。 
  また、同社がこのように多数の特許を取得する理由としては、他社が必要とする
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特許技術を保有することで、他社が同社に対して積極的に特許訴訟できないようにさ
せ、特許関連訴訟のリスクを減らすという目的があるとされる（市川、2007）。IBM の
システム技術グループ・チーフ技術師、バーナード・S・メイヤーソン氏が社内で特許
関連訴訟対策を行っているとしている。彼によると、米国の大手 IT 企業間では他の企
業が保有する特許技術をベースとして新たな特許技術を開発するといった「知的財産
の傘（intellectual property umbrella）」の仕組みが形成されており、したがってお
互いの特許技術内容に対して提訴をしないといった暗黙のルールが存在するという
（Fitzgerald、2007）。これにより、それぞれの大手企業が抱える膨大な特許ポートフ
ォリオに対して、お互いに提訴し合うことが自制されているという(ibid)。よって、
IBM は多数の特許を取得することにより、競合他社からの特許提訴を自制させることが
でき、訴訟リスクを最低限にさせる効果もある。 
 
中国での活動 
  IBM の中国における歴史は 1979 年に瀋陽送風機に中型計算機を納入したところか
ら始まる（IBM 北京子会社のホームページ、2011）。同社は、80 年代後半には北京と上
海に事務所を設置し、1992 年には北京に 100％出資子会社を設立し、そこでの従業員
数は 5,000 人も上る（ibid）。IBM は 1995 年に R&D センターを立ち上げ、150 人あまり
の研究員を雇用しており、1999 年にはソフト開発センターも設立され、2,000 人ほど
のソフト技術者を採用している（包、2006）。2005 年 3 月には、次世代 e コマース技術
を開発するために、広州の華南理工大学や香港大学と共同の研究センターを設立した
（ibid）。 
  また、2006 年、IBM はニューヨーク州アーモンク市の本社から二十マイル北のソ
マーズにあったグローバル調達部門の本部を中国南部の珠江デルタにある深セン市に
移転した（謝、2010）。この部門は IBM にとって最重要な部門の一つで、その本部を米
国以外の中国に移したことは世界中に注目された出来事となった。 
   現在、中国において、同社が 31 の現地事務所を有し、660 の都市のうち 350 の都
市でビジネスを展開している（IBM 北京子会社のホームページ、2011）。さらに、IBM
が中国で 10 つの合弁会社と 100％出資子会社を設立し、ハードウェアの製造、ソフト
ウェアの開発、コンサルティングサービス及びファイナンシングサービスといった多
岐にわたる事業を行っている（謝、2010）。 
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中国での特許出願状況 
   2004 年 12 月 31 日までに IBM が中国での特許出願総数は 3,048 件である。その内
訳は発明特許が 2,978 件（97.703％）、外観設計特許が 64 件（2.1％）、実用新型特許
が 6 件（0.197％）であった（図 20 を参照）。発明特許は他の二種類特許より出願技術
の要求が高く、権利の存続期間が長く、そしてマーケットのコントロール力も強いと
認識されている。上述の三種特許の中、同社が中国国家知識産権局に出願した最も多
いのが発明特許であり、その割合はシーメンスより多いと見られる。したがって、IBM
は中国で自社の製品・サービスに関連した技術分野でのコア技術の独占排他的権利を
獲得することに力を入れている。 
 
 
図 20 IBM による中国特許出願における三種の特許比率 
（出所）巫（2005）p.53 のデータに基づき、筆者作成 
 
  続いて、IBM が中国での特許出願件数がの推移について見てみよう。図 21 は 1985
年から 2004 年までの IBM 社の特許出願件数推移グラフである。図 21 が示す通りに、
同社は 1993 年以前の特許出願件数は割りと少なく（毎年 100 件以下）、増加率も低か
った。しかし、1994 年と 1995 年に年間 100 件を突破し、1996 年から出願件数が大幅
に増加した。2001 年の年間出願数は 4 年前（1996 年）の四倍近くまで増えた。したが
って、IBM は 1993 年から、特に 1996 年以後中国における特許出願が本格的に進行して
いることをこの図で読み取れる。 
97.703% 
2.1％ 0.197% 
 
発明特許 
外観設計特許 
実用新型特許 
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专利总量：特許出願件数        
专利总量预测：特許出願件数の予測   
信息技术领域专利申请量：IT 領域における特許出願件数 
信息技术领域专利申请量预测：IT 領域における特許出願件数の予測 
 
図 21 IBM が中国における特許出願推移（1985～2004年度） 
（出所）巫（2005）p.54 より引用 
 
中国における IBM の特許戦略 
  前述の通り、IBM が取得した多数の特許を単に自社内で利用するだけでなく、積極
的に外部の他社へライセンスし、ライセンス料を利益として得るという「オープン・
イノベーションモデル」を採用していることが特徴的である。実際に、同社は中国に
おいても、そのライセンシング戦略を大きく展開している。以下、IBM が中国の２つ大
手企業レノボ（Lenovo）と SMIC（Semiconductor Manufacturing International Corp.）
へのライセンシング戦略について述べる。 
  2005年に中国企業であるレノボが IBMの PC事業部を買収してニュースにも大きく
取り上げられた。そのレノボが 2008 年に IBM とライセンス契約を結んだ（Ferguson、
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2008）。これによってレノボは IBM が持つ 1 ソケットもしくは 2 ソケット x86 サーバー
を開発及び製造するための特許技術を利用できるようになった（ibid）。さらには、2013
年に IBM からレノボへ x86 サーバー事業を売却するという報道も出ている。 
  レノボとは中国の国家機関である中国科学院の計算機研究所の研究員が設立した
企業であり、IBM の PC 部門買収によって PC の世界シェアは第三位となった。ライセン
シング戦略を進める IBM にとって大手企業かつ中国政府と関係の深いレノボとライセ
ンス契約することはライセンス料を利益として得るばかりではなく、中国でのビジネ
スがよりやりやすくなるといったメリットが得られることになる。また、レノボは中
国の中小企業向けのサーバー市場を狙っており、もしレノボがこの分野で成功をおさ
めることになれば、IBM が中国の中小規模企業セグメントにおいて x86 サーバーの市場
を開拓する一助になり、将来大きな利益をもたらす可能性が見込まれる（Ferguson、 
2008）。 
  もう一つの IBM と中国企業とのライセンス契約を結んだ例として、SMIC との 45nm
プロセスによる半導体製造技術に関する契約が挙げられる。SMIC は中国最大の半導体
ファウンドリーであり、2000 年 8 月に上海で起工し、その後中国の発展に歩調をあわ
せて急速に事業を拡大していた(SMIC のホームページ、2013)。2007 年に締結したその
契約によって、IBMは 45nmバルク CMOS技術のライセンスを SMICに供与した（Saunders、
2007）。この技術は３G 対応携帯電話の構成部品や、マルチメディア及びグラフィック
チップ、パソコン用チップセットなどの製造に利用できる（SMIC のホームページ、2007）。
45nm プロセスは当時の設計に比べ、小型で効率の高い半導体製品を実現できた
（Saunders、2007)。 
  注目すべきは、当時、半導体製品最大手の Intel は 45nm 技術を採用したプロセッ
サの製造・出荷を開始したことに対して、IBM はこの 45nm の製品を自ら量産していな
い状態で特許ライセンスを締結したことである（Saunders、2007）。それによって、IBM
は自分たちで製造販売するコストをかけることなくライセンス料によって利益を挙げ
ることができるようになる。また、このケースの場合、IBM が技術開発だけをし、自ら
の優れた特許を SMIC に使わせて、リスクがある製造販売は SMIC に任せることができ
る。その他、IBM 自らは製造販売していないため、自社で競合他社の権利を侵害する恐
れもないため、強気にビジネス展開ができると考えられる。 
  以上、IBM の中国におけるライセンシング戦略について 2 つの事例を挙げて紹介し
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た。IBM はライセンスを提供することで大きな利益を得ている。中国企業にとって高い
技術力とブランド力を持つ IBM とのライセンス契約は魅力的な選択肢である。中国企
業へのライセンシングによって、IBM は自らが中国で製造および販売を行わずとも利益
を得ることができ、さらに現地の大手企業のもつ巨大な流通経路を利用して自社の技
術を中国市場に広めることができる。自社技術が広まれば、中国のクライエントを対
象とした IT コンサルティングなどの関連サービスの更なる拡大にも期待できる。 
 
第三節 日系多国籍企業の代表－日立製作所 
 
基本情報 
  日立製作所（以下、日立）は 1910 年に日立鉱山の修理工場からスタートした総合
電機メーカーである（池谷、2011）。同社は情報・通信システム、電力システム、社会・
産業システム、電子装置・システム、建設機械、高機能材料、オートモティブシステ
ムズ、デジタルメディア・民生機器、金融ビジネス、その他（物流・サービス他）の
10 つの部門から構成されている（日立のホームページ、2013）。 
  日立は全世界に製造・販売拠点を広げ、売上の 43％は日本国外からもたらされる
（第 143 期有価証券報告書、2012）。現在の日立の主力商品は、薄型テレビ、冷蔵庫、
洗濯機、液晶ディスプレイ、ハードウェア製品、発電プラント、鉄道システム、産業
用機械及び建設機械などをグローバルに製造・販売している（池谷、2011）。 
  2013 年 3 月 31 日時点で、連結売上高は 9 兆 410 億 7,100 万円であり、連結純利益
は 1,753 億 2,600 万円に達し、連結従業員数は 32 万 6,240 人である19。日立は日本の
総合電機業界において最大規模であり、日本の全業種中でもトヨタ自動車と三菱商事
に次ぐ大きさである巨大企業。 
 
特許出願数及び特許戦略の特徴 
  日立の特許戦略の特徴は、次の 3 点に整理することが可能である。 
  第一に「特許出願の強さ」である。2011 年の日本国における公開特許件数は 10,183
                                                             
19以上述べた 2013 年 3 月 31 日時点での売上、純利益と従業員数は「平成 25 年 3 月期 決算短
信」を参考したもので、詳しくは
http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2013/05/0510/2012_An_01j_tanshin.pdf を参照。 
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件であり、2 位となった（図 22 参照）。また、2011 年の米国登録特許件数ランキング
では、日立は 2,942 件であり、5 位にランキングされている（図 22 参照）。日立は日本
国内での特許公開件数の実績と米国での特許登録件数の実績から、極めて高い特許出
願力を持っていることが伺える。2011 年の時点で、日立は約 70,000 件の特許を保有し
ている（池谷、2011）。 
 
図 22 日立 2011年日本国公開特許件数及び米国登録特許件数 
（出所）日立の「知的財産報告」（2012） 
    
  また、日立における国内外の出願件数の比率は、2009 年度は国内が 53％、海外が
47％であったのに対し、2011 年度は国内が 45％、海外が 55％と海外への出願が増加し
ている（日立の「知的財産報告」、2012）。もともと海外への出願率が 55％に達するの
が 2012 年の目標であったが、その目標を前倒して 2011 年に達成した（ibid）。 
  第二に「特許活動の選択と集中」である。特許活動をグローバル化するためには、
多数国での特許取得と管理が必要であり、コストがかかる。したがって、注力する製
品・技術分野を絞り込むとともに、その分野における特許活動にリソースを集中する
必要がある。具体的な施策としては、フラッグシップ（以下、FS）特許活動とパテン
トポートフォリオマネジメント（以下、PPM）活動を展開している。FS 特許活動は選定
したテーマについて、日立の強み技術・差別化技術に関する発明を集中的に創生する
活動である（日立「研究開発および知的財産報告書 2009」、2009）。そして、PPM 活動
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は、選定したテーマに関する国内外特許を育成し、国際競争力のある特許網の構築を
図るものである（ibid）。 
  2008 年度は、情報通信システムにおけるストレージシステムや次世代ネットワー
クシステム、電力・産業システムにおけるエレクトリックパワートレインといった 7
つテーマについて FS/PPM 活動を行い、特許ポートフォリオの創生・育成に力を入れた
（池谷、2011）。FS／PPM 活動の設定テーマ数は 2006 年度の 12 テーマから約半減して
おり、社会イノベーション事業への選択と集中を加速してきた（日立「研究開発およ
び知的財産報告書 2009」、2009）。さらに、2009 年度は、高効率火力発電、グリーン・
モビリティ、グリーン IT、次世代ネットワークという 4 つのテーマまでに絞り込み、
特許活動を継続・拡大し、将来の日立の事業をサポートする特許ポートフォリオを構
築する。 
  第三に「グループ内特許プール制度」である。特許プール制度とは、本社とグル
ープ会社が発明した特許のマネジメントを本社が受託し、複数のグループ会社の特許
を組み合わせて他社にライセンス供与をするなど、その使用料を一括徴収するシステ
ムである（池谷、2011）。日立は 900 社以上の完全子会社や上場子会社などを持ち、そ
のうち約 50 社がその特許プール制度の対象であり、これらの企業が保有する特許の中
から同じ分野の技術を選び、本社が一括管理している（日系ビジネス「2007 年 10 月
22 日号」、2007）。そのように、各社が自社技術をバラバラに売り込むより、採用され
る確立が高まる上、窓口の一本化により供与先の事務負担も削減できるメリットがあ
る（ibid）。 
   
中国での活動 
  日立は 1960 年頃より、中国に技術、設備、製品などを輸出してきた（JETRO「中
国における R&D と知財保護現状」、2007）。1981 年、福建省に日系企業として初の合弁
企業を設立して以来、中国の各地に合弁及び独資企業 19 社を設立した（ibid)。日立
1994 年に北京で日立（中国）有限公司を設立し、中国の日立独資企業や合弁会社に対
して、資金、R&D、人材育成などのサポート提供及び投資業務を担当した（巫、2006）。
中国における日立の事業分野は電力設備、産業機械及び部品、制御システム、情報通
信、デジタル家電などを幅広く事業を展開している（ibid）。その後、日立は中国向け
事業を本格化させ、テレビなどの家電製品、建設機械、エレベーター・エスカレータ
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ー、北京市と上海市などの地下鉄車両用電気品、重慶市のモノレール、金融機関向け
の ATM など、様々な製品、サービスを提供してきた（日立北京子会社のホームページ、
2012）。 
  近年では、社外インフラと IT を融合して提供することができる強みと、省エネ・
環境保全分野における豊富な技術と経験、ノウハウを生かし、中国の様々な環境配慮
型都市プロジェクトに積極的に参画している（日立北京子会社のホームページ、2012）。
現在、日立は中国において、140 社以上のグループ会社と約 6 万人の従業員を有してい
る（ibid）。中国は日立の最も大きな海外市場であり、2012 年度の時点で、日立は中国
市場における売り上げは 538 億元（約 8,163 億円）に達し、日立のグローバル売り上
げの約 9％を占めている（日立のホームページ「国・地域の活動」、2012）。 
  また、中国において、事業の一層のローカリゼーションと更なるグループシナジ
ーの発揮を通じ、2015 年度の中国における連結売上高を 1,600 億元（約 1 兆 9,200 億
円）に拡大することを目指す「中国事業戦略 2015」を 2012 年 2 月 9 日に策定した（日
立北京子会社のホームページ、2012）。中国市場は日立にとって現在はもちろんのこと、
将来も大いに嘱望される市場である。 
   
中国での特許出願状況 
  日立が中国における特許出願状況を見てみよう。2005 年 9 月 30 日まで、日立は中
国における特許出願総件数は 6,397 件である（巫、2006）。図 23 に示す通りに、その
内訳は発明特許が 5,914 件（92.45％）、外観設計特許が 374 件（5.85％）、実用新型特
許が 109 件（1.70％）であった。日立はシーメンスと IBM と同じように、発明特許の
出願率が圧倒的に多く、存続期間がより長い発明特許技術を保護することに注力して
いる。 
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図 20 日立による中国特許出願における三種の特許比率 
（出所）巫（2006）のデータに基づき、筆者作成 
 
  日立は中国に進出した多数の多国籍企業の中でも特許出願を始めるのが早かった。
1985 年の時点から、日立は毎年中国で特許出願をしており、1994 年から同社の特許出
願件数の伸び率が年々高まってきた（巫、2006）。1999 年から 2004 年までは日立が中
国で特許出願に最も注力していた時期であり、平均年伸び率は 36.43％までに達し、特
に 2000 年以降、関連する特許出願件数は大幅に増加した（ibid）。特許出願件数の変
化は日立が中国での事業展開に深い関係があると思われる。日立が 1994 年に北京で日
立（中国）有限公司を設立した以来、中国における事業展開が拡大しつつある。それ
に応じて、関連技術を中国の特許法を利用して守るため、1994 年以後特許出願件数が
年々増加している。また、2005 年の春、日立が香港にある中国子会社と大陸にある子
会社の事業を統一する動きがあり、中国における更なる事業拡大の動きが読み取れる。
事業領域の拡大と技術開発が促進されるにつれて、2005 年から 2006 年までの出願件数
はピークを迎えると予測できるが、それを示すデータは見つからない。 
 
中国における日立の特許戦略 
  日立の特許戦略の特徴について言及した際に述べたように、日立は近年、次世代
ネットワーク、情報通信システムなどの分野の特許活動に集中してリソースを注いで
いる。そして、それらの分野での高い技術力を活かして国際競争力のある特許網の構
92.45% 
5.85% 
1.70% 
発明特許 
外観設計特許 
実用新型特許 
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築を進めている。そのため、これらの分野の特許を取得するべく研究開発を活発に行
っている。中国においては現地の研究者を低コストで活用することができ、短期間で
現地のニーズに合わせた特許研究が可能なため、日立は中国現地においても研究者を
多数採用し競争力を高めている。 
  例えば、2000 年、日立は独資により第 3 の海外 R&D センターである日立（中国）
有限公司 R&D センターを設立し、中国での研究、開発能力の向上を図っている（JETRO
「中国における R&D と知財保護現状」、2007）。 
  また、2005 年には、日立は迅速に中国市場のニーズに応え、中国市場に適した製
品を開発するために 80 人程度の中国人研究者で日立（中国）研究開発有限公司（略称：
HCR&D）を北京に設立させた（日立のホームページ、2005）。HCR&D は中国の研究開発力・
人材の活用、中国におけるさらに広範な事業展開・研究開発の促進、90 社を越える日
立グループ関連会社への研究開発拠点機能の提供、日立の R&D のグローバル拠点とし
ての基盤確立などを目的としている（ibid）。この研究所では情報通信システム、オー
プンソースソフトウェア、デジタルアプライアンスなどの事業を拡大させつつ、既存
R&D センターの成果に基づいて材料、バイオなどの新分野も開拓している（JETRO「中
国における R&D と知財保護現状」、2007）。HCR&D は、在中日立グループのコア機関で
あり、中国の R&D 人材を有効に活用してグローバル競争力のある製品の開発を目的と
し、これまでに、IPv6 ネットワーク、3G 携帯電話、ITS システム、IT 化ビルなどの
開発を行った(ibid)。HCR&D は中国の R&D 資源と優秀な現地人材の豊富さを重視し、積
極的に中国と R&D 提携を展開した。 
  それだけでなく、中国の大学と産学連携することによって大学と協力しながら中
国のニーズをとらえた研究・開発を進めている。2006 年 11 月 17 日、日立と中国の清
華大学は人材の交流や技術の提携などについて取り込むための組織的連携協定を締結
した（日立のホームページ、2006）。従来から進めていた情報通信や精密加工技術の分
野での共同研究を一層強化するとともに、省エネルギー技術や環境技術など、従来、
共同で研究することがなかった分野における連携プログラムの企画などを推進してい
くことを目的とする（ibid）。清華大学は理系トップクラスの大学として世界の科学技
術の進歩に貢献してきた、中国有数の総合大学である。また 2012 年には中国の大学に
おいて特許出願数が第二位である（韓、2013）。そのため、当大学との連携によって特
許にまで結ぶ付く研究が期待できる。 
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  また、清華大学のほか、日立は 2004 年に上海交通大学、復旦大学と共同で情報通
信上海研究室を設立し、2005 年に北京電大学と光通信技術 R&D センターを共同設立し
た（JETRO「中国における R&D と知財保護現状」、2007）。 
  日立はこのように中国で研究開発を進めることによって、低コストで中国現地研
究者の技術を活用することを目指していると考えられる。さらに中国市場のニーズに
適応した製品を短期間の開発で獲得できる。すなわち、日立は中国の人材と R&D 能力
を活用することにより、新製品・新技術の開発期間の短縮と R&D 投資の削減を図った。
また、中国消費者に適した製品を開発したため、製品の競争力を高める結果を期待で
きる。 
  それだけでなく、日立は中国人材の活用を推し進めるために確保する人材の数も
増やしている。例えば、日立製作所は 2012 年に中国の研究開発者の人員を、当時の 2
倍の約 200 人体体制にすると発表している（日刊工業新聞、2010）。日立は単に中国を
生産拠点とするだけでなく、優れた人材を確保し、開発拠点にする戦略を取っている。 
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第五章  
日系多国籍企業が中国市場で 
勝ち抜くための特許戦略の考察 
 
   近年、数多くの多国籍企業が巨大な中国市場において特許を活かした戦略により成
功を得ている中、日系多国籍企業は欧米系多国籍企業に比べて遅れをとっている。そ
の原因として、中国において特許を取得しそれを有効に活用できていないことが考え
られる。数多くの日系多国籍企業が、日本における場合と同様に、中国において主に
「防衛的」な特許戦略をとっている。しかし、その戦略以外にも、他の成功している
多国籍企業の戦略を参考にしながら、中国市場で勝ち抜ける特許戦略を柔軟に採用し
ていかなければいけない。 
   最後の第五章では、日系多国籍企業の中国における現地特許戦略について考察する。
まずこの章の第一節で、前章で論じた中国現地特許戦略において成功した 3 つの多国
籍企業シーメンス、IBM、日立製作所から学べることを生かし、今後日系多国籍企業が
中国現地特許戦略を策定する際に参考にするべき戦略を導出する。また、それと同時
に、中国の特許制度という環境、及び中国での知的財産トラブルという知財リスクを
考慮に入れなければならないため、第二節では、中国現地特許戦略を練る際にいくつ
か注意を払うべき点について検討する。第二節の第一項では、中国特許制度を正しく
理解することの重要性について述べる。第二項では、知的財産トラブルを回避するた
めに行うべきことを述べる。第三項では、その他の注意点として 2 つのポイントを挙
げる。 
 
第一節 日系多国籍企業の中国現地特許戦略の構築 
    —成功した三社から学べること— 
 
  特許の有効な構築と活用は、今後の日系多国籍企業の浮沈を決定付けるカギとな
っている。しかし、この点に関して、日系多国籍企業の取り組みは非常に遅れている。
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日系多国籍企業の特許戦略には少なくとも 3 つの問題点が存在する。 
  まず、「質」より「数」を重視しているため、日系多国籍企業が保有する特許は、
数の上では世界トップだが、本当に優れた特許は少ないことである（武村、2003）。日
系多国籍企業を含めた日本企業の特許に対する態度は、画期的な発明特許を重視して
活動するというよりも、国内の同業他社に真似をされないようにがんじがらめに周辺
特許で固めたり、他社の開発を邪魔する「牽制特許」に力を入れるというものである
ため、出願する数だけはやたら多くなるのである（馬場、2003）。しかし、財団法人日
本テクノマート（1996）が実施した「未利用特許情報実態調査報告」をみると、日系
多国籍企業を含めた日本企業の特許は既存の改良型が 76％を占めており、創造性や独
創性のある特許は 21％にすぎない。独創性が少なく改良特許が多いのが現在日系多国
籍企業の特許実態である。 
  そして、もう一つ問題点として、特許が十分に活用されていないことが挙げられ
る。日本には 2003 年時点までに約 100 万件の特許がある。しかし、そのうち利用され
ている（製品化またはライセンス化されている）ものは 3 分の 1 に過ぎず,残りの 3 分
の 2 は未利用特許である（武村、2003）。また、特許庁の推計によれば、2010 年度にお
ける国内特許権所有件数 125 万 5,489 件のうち未利用特許の件数は 57 万 4,430 件、利
用率は 54.2％であった（特許庁「特許行政年次報告書 2012 年版」、2012）。ここ数年
にわたって特許の利用率は改善されつつあるが、日系多国籍企業を含めた日本企業は
保有特許の活用についてもっと考えるべきである。 
  なぜならば、特許を創造し、権利を取得し、分析管理しても、具体的に企業経営
に利益を生み出さなければ、特許は単なるコストにすぎないからである。特許とは企
業経営に利益を生み出すように活用されてはじめて意味を持つ。すなわち、企業が自
社の業務に使わない特許や他社に特許をライセンスする予定もない特許を取得するこ
とは、企業経営にとって意味あることではない。特許の取得、維持、管理には相当の
コストがかかるため、特許を取得、維持、管理するのであれば、そこから収益を得る
方策を模索すべきである。十分に特許を活用していないのも現在日系多国籍企業の特
許実態の一つである。 
  最後の問題点は、主に「防御的」に特許を用いていることである。最も出願件数
の多い米系多国籍企業 IBM とマイクロソフトは、かなりアクティブな特許戦略を採用
していることで有名である。IBM とマイクロソフトは単に防御的に特許を用いるだけで
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なく、積極的に侵害の有無についてチェックし、訴訟も厭わない戦略を取っている。
それに対して、多くの日系多国籍企業は他社から特許権侵害などの攻撃が行われた際
に、特許を用いて防御を行う。防御のために特許を用いることで自社の技術を守るこ
とはできるが、積極的に利益を生み出すことは困難である。ゆえに、日系多国籍企業
は特許を用いてより事業利益を増加させるために欧米系多国籍企業の攻撃的な特許戦
略に切り替わるべきである。攻撃的な戦略により企業の事業利益を生み出す場合の具
体例として、特許をライセンス化するか売却し、ライセンス料または売却利益を得る
ことや特許侵害訴訟を提起し、相手から損害賠償を得ることが挙げられる（長谷川、
2010）。主に「防御的」な目的での特許の出願は数多くの日系多国籍企業が直面してい
る問題点である。 
  以上述べた 3 つの問題点からわかるように、日系多国籍企業は欧米系多国籍企業
と比較すると積極的かつ戦略的に特許を活用できていない点で劣っている。そして、
中国現地においても同様の傾向が見受けられる。そこで、日系多国籍企業が中国現地
で特許戦略において成功するためには既存の優れた特許戦略を採用している多国籍企
業を参考にすることが重要である。そのため、第 4 章で 3 つの中国市場で成功してい
る多国籍企業の事例を取り上げた。そこから、日系多国籍企業が採用できる特許戦略
を抽出していく。ただし、中国で成功を収めた三社が採用している現地特許戦略はそ
の事業の業種によって異なる。以下では、第 4 章で挙げた 3 つの事例から、通信業界、
IT 業界、インフラ業界に属する日系多国籍企業が中国で成功するための特許戦略につ
いて考察を行う。 
 
シーメンスから学んだ中国現地特許戦略（通信業界） 
  第一の事例であるシーメンスはドイツのバイエルン州ミュンヘン・ベルリンに本
社を持つ、欧州において最大規模の総合電機大手企業である。シーメンスはかつて 3G
の規格競争において、W-CDMA と CDMA2000 に遅れをとっていた。もしその競争に敗北す
るようなことがあればそれまでつぎ込んだ膨大な研究費が無駄になってしまう。そこ
で同社は独自の通信技術を欲していた中国政府および中国企業にその通信規格を譲渡
することで、その技術を存続さえ、特許料によって利益を生み出すことに成功した。 
  シーメンスの戦略の特徴は、自社で開発した通信規格を中国政府、中国有力企業
の手柄にして引き渡すことで、その規格を普及させたところにある。表向きには中国
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企業が開発した規格として認知されるようになったとしても、その規格が一般的に利
用され続けることで開発費用を特許利用料から回収できる。特に中国市場は規模が非
常に大きいため、自社の規格を普及させることができれば世界的に標準規格の１つと
して成り立ってしまう。そうなると中国市場にとどまらずその他の国でも利用される
可能性がでてくる。中国政府と中国企業に積極的に技術を提供したおかげで、中国で
のビジネスを有利に進めやすくなるはずである。また、その通信規格を開発する能力
は中国企業よりシーメンスの方が上であるから、規格を改良するために中国企業はシ
ーメンスと協力することが必要となってくる。このように、シーメンスは中国政府、
中国企業と共存関係をつくることで自社に技術を存続させ利益の獲得に成功した。 
  以上はシーメンスの通信分野の中でも、特に通信規格に関する特許戦略である。
したがって、この戦略は、中国に進出しているあるいは進出する予定の日本通信大手
企業に適用できる可能性がある。通信規格は、利用されなければ市場から完全に消え
てしまうため、その規格が一般に幅広く普及することが最も重要である。そのための
一般的な戦略として、中国において権力をもつ中国政府および有力な中国企業とうま
く共存共栄の関係を築き、自社技術の普及を進めてもらい、さらに中国市場のスケー
ルを利用して自社規格の世界標準化を図ることが考えられる。また、先ほど述べた共
存共栄の関係を築くことで中国でのビジネスをやりやすくする。 
 
IBM から学んだ中国現地特許戦略（IT 業界） 
  第二事例である IBM は世界でも有名な IT 関連のグローバル企業である。同社がも
つ特許ライセンスの数は世界一であり、ライセンス契約によって莫大な利益を生み出
している。自社で製造や販売を行うよりも特許ライセンスを効率的に運用することで
少ないリスクで大きな利益を得る戦略を重視していると考えられる。IBM は中国大手企
業のレノボ、SMIC とライセンス契約を結んでおり、ブランド力と高い特許技術力を提
供する代わりに多額のライセンス料を得ている。 
  IBM の戦略の特徴は、自ら中国現地で生産、販売を積極的に行うのではなく、それ
らを行う企業へ技術を提供することで利益を得ているところである。IBM と比較すると
多くの中国企業は技術力で劣っているが、現地企業であるため中国で製品を生産、販
売する点では有利である。そのため、IBM は中国で有力な生産力と販売経路をもつ中国
現地企業に技術を提供し、その技術を用いた製品を普及してもらうほうが効率的に自
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社の技術を多くの人に広めることができる。技術が広まれば特許料収入も増える。IBM
は自社の高い技術力を活かして効率的に特許料収入を得ながら中国におけるビジネス
を成功させている。 
  以上は IBM の IT 分野に関する特許戦略である。したがって、この戦略は中国に進
出しているあるいは進出する予定の IT 分野の日本大手企業に適用することができる。
ただし、他社と比べて技術力に強みがあり、中国現地企業にアピールするに値する認
知度、ブランド力が必要とされる。そのため、この戦略を一般化すると、自社の技術
力を他の多国籍企業より優れたものになるまで育て、その技術力を中国現地企業およ
び中国市場へアピールし、ブランド力を高めることである。そして、大手中国現地企
業と特許ライセンシングするまでに留め、より重要な特許取得と研究に力を注ぐこと
である。この戦略の注意として、技術流出を防ぐためにライセンス契約の秘密保持に
関する項目を吟味し、提供する技術に関わる人々に秘密保持義務の確認をしておかな
ければならない。 
 
日立から学んだ中国現地特許戦略（インフラ業界） 
  第三事例である日立は日本の最大手の電機メーカーの一つである。グローバルに
ビジネスを行い、海外でも大きな収益を挙げている。研究、開発にも力を注いでおり、
特許出願数は国内第二位である。特定分野にリソースを集中させ、それらの分野での
特許網の構築を進めている。日立は中国において現地での研究開発を進めており、安
価で中国現地のニーズをより正確に捉えた現地研究員を採用することで競争力を高め
ている。また、現地の大学との産学連携も進めることで低コストの研究を行っている。 
  日立の戦略の特徴は、現地のニーズに対応するために現地の人材を積極的に取り
込みながら低コストで研究を行っているところにある。日立はメーカーであるため、
製品をつくるわけだが、中国現地のニーズを捉えたものでなければその製品を普及さ
せることは難しい。そこで、他の地域の研究者より中国のニーズに詳しい中国現地研
究者を採用し、現地の情報を素早く取り込みながら研究させることによって短期間で
有効な特許を開発できるようにしている。また、一般に中国現地の人材の方がより雇
用コストが低いために、研究自体も低コスト化している。そして、中国現地の大学と
共同研究することで低コスト化以外にも、大学の持つ知識との融合を狙っている。自
社の研究に、他に属する研究者の意見や知識を取り込むことで新しい技術が生まれる
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ことがある。さらに、他国の研究者より現地に住む人材の方が現地のニーズに適した
ものを生み出せる可能性が高い。 
  以上は日立のインフラ分野に関する特許戦略である。したがって、この戦略は中
国に進出しているあるいは進出する予定のインフラ分野の日本大手企業に適用するこ
とができる。インフラの分野では現地の人々のニーズに合った製品を開発することが
重要である。この戦略を一般化すると、現地研究者を雇って短期間のサイクルで現地
の意見を取り入れながら現地で研究を行うことである。さらに、低コスト化とオープ
ンイノベーションのために現地の大学と積極的に共同研究を行うことである。 
 
第二節 中国現地特許戦略を構築する際の注意点 
 
  以上、通信業界、IT 業界、インフラ業界に属する日系多国籍企業向けに、中国現
地で競争優位に立つための一般化した特許戦略の構築について考察した。それと同時
に、中国の特許制度という環境、及び中国での知的財産トラブルという知財リスクを
考慮に入れなければならない。以下、中国現地特許戦略を練る際にいくつか注意を払
うべき点について検討する。 
 
第一項 中国特許制度の正しい理解 
 
  第二章で述べた通り、日本の特許制度と中国の特許制度は類似したものが多く見
られるが、異なるところも多数存在している。このような状況下、中国に進出する日
系多国籍企業にとって日本国特許法とは様々な点で相違する中国特許法及び中国特許
制度を正しく理解した上で、中国市場で優位に立つ特許戦略を構築する必要がある。 
 
実用新案と意匠には十分な注意を払うこと 
  中国では、特許、実用新案、意匠は一つの特許法に含まれているため、決して実
用新案と意匠を軽視せず、十分注意を払わなければいけない。 
  中国知識産権局の年報によれば、外国の多国籍企業は実用新案と意匠より、特許
のほうを最も重視し、自社の特許・実用新案・意匠が中国企業に侵害されるかどうか
に常に関心を持っているが、自社の特許・実用新案・意匠が中国企業に訴えられるこ
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とになるかどうかはあまり気づかないという傾向がある。また、中国の実用新案出願
と意匠出願の監視には十分な注意を払っていないため、知らずうちに自社の事業発展
に悪影響を与えられるようなトラブルに巻き込まれる可能性が高い。 
  2009 年 4 月に和解した、正泰グループとシュナイダーエレクトリックグループ
（Schneider Electric）の天津子会社との間の実用新案権侵害訴訟事件（具体的な内
容は第二章の第四節に参考）はその一つの実例である。結果としては、天津シュナイ
ダーが正泰グループに 1.5 億元（約 22 億 5000 万円）以上の損害賠償金を支払うとい
う旨の宣告が行われた（ジェトロ上海センター、2010）。天津シュナイダーはこの訴訟
事件により、中国での企業発展を妨げられブランドを傷つけられ、さらに財力上大き
な損失を被ることとなった。 
  日系多国籍企業にとって、実用新案制度のニーズは著しく低く、また意匠制度の
ニーズも高いとはいえない（河野、2011；馬場、2003）。それに対して、中国企業にと
っては、簡単に権利化でき、かつ無効審判などで権利を潰すことが容易でない実用新
型特許の存在価値は少なくないと考えられている（野中、2010）。 
  このような現状のため、日系多国籍企業は中国における特許戦略を策定する際に、
中国の特許制度という背景を十分に考え、知的財産トラブルが生ずる可能性に対して
解決方案を制定することが推奨される。まず、今後の特許・実用新案・意匠侵害訴訟
における不利な立場に落ちないように、保護する必要のある技術（実用新案と意匠を
含む）に対して、全面的な権利化をしたほうが得策である。注意すべきこととしては、
中国において、「小発明」（実用新案）と意匠に対する保護を軽視してはならないこと
である。また、中国における全ての特許・実用新案・意匠の監視制度を改善し、他社
からの特許権侵害のチェックだけではなく自社が実施する技術が他社の特許権を侵害
したかどうかもこまめに監視しなければならない。そうすれば、自社の利益を保護し、
損失を最低限のものに抑えることができる。もし万一、企業が他社に侵害訴訟を提起
された場合には、企業は有力な証拠を十分に揃え、最終的に勝訴するため最大限の対
応をしなければならない。   
 
特許権紛争の解決ルートの違いを認識すること 
  特許権紛争の解決ルートについては、日本の場合、仲裁を考慮しなければ、司法
ルートのみである（野中、2010；孫、2005）。流れとしては地方裁判所、高等裁判所、
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最高裁判所であり、三審制が採用されている（孫、2005）。それに対して、中国の場合、
行政ルートと司法ルートという 2 つのルートが存在する（野中、2010；孫、2005）。こ
のように、2 つの異なる制度によって特許権紛争を解決する制度は「双軌制」と呼ばれ、
中国の一つの特徴になっている（西村、2009）。 
  司法ルートに関しては、基層人民法院、中級人民法院、高級人民法院、最高人民
法院という流れであり、二審制が採用されている（孫、2005）。また、特許権の侵害事
件があった場合、高度な技術知識が必要となるため、特許民事訴訟は原則として各省、
自治区、直轄市政府所在地の中級法院が第一審を管轄する（その他、最高人民法院が
指定する若干の中級法院や、重大事件については高級法院も第一審管轄を有すること
がある）（ibid）。因みに、第一審を管轄する法院（中級人民法院）は、全土で約 50 箇
所である。ここで、中国は二審制のため、二審判決（管轄法院は全土に 31 箇所存在す
る高級人民法院）は必ず執行される判決であることに留意しなければならない（李他、
2003）。なお、二審判決に不服がある場合、法律上は上告が許されているが、判決の執
行は中止されないことに注意しなければならない（ibid）。 
  中国の「特許法」第 57 条の規定によれば、特許権者は上記の司法ルートの他、行
政ルートによる特許権紛争の解決を選択することもできる。行政ルートに関しては、
各省、自治区、直轄市人民政府及び特定の地方知識産権局がそのルートによる特許権
紛争の解決責任を負う（西村、2009）。行政ルートに対し、法律は処理期間に対する規
定をおいていないが、実践では通常 3～6 ヶ月とされているようである（李他、2003）。 
  上記 2 つのルートの相違点を簡単に整理すれば下記の通りである。 
  司法ルートがより強力であり、判決の効力が高い（西村、2009）。しかし、立案の
際に、原告が用意しなければならない侵害を証明する証拠に対する要求が高く、また、
判決を得るまでに時間がかかることが欠点である（西村、2009；李他、2003）。一方、
行政ルートはより効率がよく、立案時に原告が用意しなければならない侵害を証明す
る証拠に対する要求が緩い（李他、2003）。しかし、決定の効力が弱い。また、同時に
侵害者からの損害賠償を強制することができない（ibid）。 
  実際に日系多国籍企業が中国で特許権侵害に対応する際には、上記の各ルートの
特徴を勘案した上で、具体的な対応策を採る必要があると考えられる。具体的には、
もし特許権者が損害賠償を求めず、侵害行為のみを差し止める措置をすれば良いので
あれば、対処が速い行政ルートを考慮に入れたほうが合理的である。それに対して、
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もし特許権者が侵害行為を差し止めるより今まで侵害行為によって損した高額な賠償
金を求めたい場合では、判決が強制力を持つ司法ルートを選択すべきである。 
したがって，常に司法ルートを選ぶのではなく、相手によっては行政ルートを選択す
るほうが得策である。 
 
第二項 知的財産トラブル回避 
 
  日系多国籍企業が中国に事業展開を進める中、中国現地企業との特許権摩擦が激
化しつつある。第三章で主に模倣品問題と特許権侵害訴訟問題について論じた。日系
多国籍企業は中国現地特許戦略を策定する時に上記 2 つの特許権侵害問題に対して有
効な対応策を取り、うまく中国での知財トラブルを回避しなければならない。以下、
模倣品問題と特許権侵害訴訟問題の発生を防ぐため、それぞれに対して行うべき有効
な対応策について検討する。 
 
模倣品問題への対応策 
  第三章の第二項において、模倣品問題に対する日系多国籍企業の取り組みについ
て特許庁が発表した「2012 年度 模倣被害調査報告書」に載せた現在実施している模
倣被害対策の内容及びその効果を覗えば、主に「国内外での知的財産権の取得」、「模
倣品の製造業者・販売業者への警告」や「警察への取締申請」などが主流として日本
企業（日系多国籍企業を含む）に幅広く採用されている。 
  日本企業（日系多国籍企業を含む）は模倣品の製造業者・販売業者に警告書を送
ったり、中国の行政機関を活用したりすることが重要な対策と見なしているが、中国
の消費者への啓蒙活動や偽造防止技術による模倣品対策なども模倣被害の発生を防ぐ
効果があるため、非常に有効だと思われる。宮川（2009）が発表した「中国の大学生
における模倣品に対する意識と行動」の調査結果によれば、中国ですぐに壊れる劣悪
品を買わされてしまったという善意の被害者も多いという事実が明らかになったよう
である。そのため、このような善意の被害者を減らすためにも各日系多国籍企業が自
社の正規品を中国消費者の中に普及する努力が求められる。 
  その一つ方法は「マスメディア等を活用した消費者への啓発活動」である。日系
多国籍企業が中国の新聞広告やテレビを通じてなぜ模倣品を買うことが消費者にとっ
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て損なのか中国人の実体験に基づいて訴えることによりニセモノの不買運動が広がり、
中国での正規品流通を促すことに繋がると考えられる。また、ショールームや展示会
のスペースを利用して模倣品と正規品を消費者自身が見極め、正規品の良さを納得し
て購入してもらえるような企画を通常の営業活動の一環として行うこともできると思
われる（宮川、2009）。 
  もう一つ有効な対策は「偽造防止技術の利用」である。その中で偽造防止ラベル
の活用は非常に効果が出ている。最近、中国で製造される模倣品の精巧さは年々高ま
っており、一見して真贋の判断ができないレベルのものが増加している。そのため、
偽造防止ラベルを貼っておくことによって、模倣品業者に一定のプレッシャーを与え
ることとなり、被害の抑止に繋がることが期待できる。また、中国消費者も偽造防止
ラベルで正規品と模倣品の区別ができ、すぐに壊れる劣悪品を購入することが避けら
れる。 
  以上の 2 つ模倣品問題への対応策は被害発生後の模倣品の取締りより根本的に被
害の発生を抑止することができ、日系多国籍企業にとって採用すべき取り組みだと考
えられる。 
 
特許権侵害訴訟問題への対応策 
  第三章の第二項において、日系多国籍企業と中国現地企業の特許権権利紛争事例
を 2 つ取り上げた。 
  「中国の武漢晶源対日本の富士化水工業事件」から得た教訓としては、日系多国
籍企業は、中国企業への技術移転に際しては、その移転行為が中国国内で行われるこ
とを避けるべきということである。例えば、技術移転契約を日本国内で行うといった
工夫が考えられる。なぜならば、中国の「技術輸出入管理条例 24 条 3 項」の規定によ
り、日本企業から中国企業への技術移転が技術の輸出入20に該当する場合には、輸出方
である日本企業には輸入方である中国企業に対して、瑕疵担保責任が生じるからであ
る（加藤、2010）。また、日系多国籍企業の中国現地法人がある場合には、現地法人か
ら中国企業に技術を移転する形式を取ることも検討すべきである。なぜならば、中国
現地法人と中国企業の間で技術移転する場合では、「技術輸出入」に当てはまらず、当
                                                             
20ここでいう「技術の輸出入」とは、製品の輸出入ではなく、特許ライセンス、ノウハウの提
供、実施補助サービスの提供といった無体物の提供を意味する（加藤、2010）。 
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然ながら「技術輸出入管理条例」にも適用されないからである。 
  そして、「中国の鋒陵農業対日本のクボタ権利紛争事例」から得た教訓としては、
日系多国籍企業はビジネス活動拠点を一つの国に置かず複数の国にわたって世界的に
活動している日本企業であるため、日本国内に限って特許権を得ることではなく、中
国のような今後特許制度の利用を益々重視していく新興国でも積極的に自社製品に係
わる特許を早めに権利化すべきことである。中国では、日本国と同じく「先願主義」
を採用しているため、同じ内容の発明が複数の出願人によって出願された場合、先に
出願した出願人に権利が付与される。この事件において、もしクボタが中国で早めに
特許権利化を行わなかったら、中国企業に侵害品の製造・販売の差止めと損害賠償金
の請求はできなかった。よって、早めに中国において特許権利化することは自社製品・
技術を保護する最も基本的かつ重要なプロセスである。 
  しかし、早めに権利化するっていっても、明確な目的を持って戦略的に出願しな
ければならない。「この技術が重要そうだから、とりあえず出願しておく必要がありそ
うだ」という「とりあえず出願」ではなく、ビジネス展開するために、この技術が中
国で必要であるから出願するという発想を持たなければならない。5 年から 10 年のス
パンで特許を考え、その頃に自社は中国でどういうビジネスを展開しているのか、そ
のビジネスに対して特許をどれだけ役立たせるのか、という長期的な戦略視野が必要
となる。 
 
第三項 その他の注意点 
 
  上述の 2 つ主要な注意点以外に、中国で現地特許戦略を構築する際にいくつか考
慮しなければならないポイントがある。一般に注意喚起されている点以外にも気をつ
けておかなければ、後に思わぬことが原因で被害を被ることになる。以下、その他の 2
つの注意点を取り上げて説明する。 
 
中国に現存する特許を事前に・継続的に調査すること 
  「彼を知り己を知れば百戦して殆うからず」とは中国春秋時代の兵法書「孫子」
の一節であるが、非英語圏である中国では、特許公報は中国語で公開され、中国企業
の中国特許、実用新案、意匠に対応する日本特許も少ないため、中国特許調査には一
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定の困難が伴い、日系多国籍企業は中国企業の出願動向を正確に把握するのは容易で
ない（JETRO「中国特許制度における実用新案制度に関する調査報告書」、2010）。しか
しながら、中国企業は日系多国籍企業の中国出願を中国語で調査し、これに基づき研
究開発、特許出願、事業展開について戦略を立てることができる（ibid）。それに対し、
日系多国籍企業は中国現地企業の出願動向を知らないということになれば、非常に不
利な戦いになりかねない。よって、中国特許事務所に委託して、中国に現存する特許
を必ず事前にチェックしておかなければならない。また、特許調査によって現状が把
握できたら、それらを継続的にウォッチングし、動向を注意深く監視し続ける必要が
ある（王＆矢間、2003）。 
  ところが、現状としては、中国では経験豊富な特許調査員を見つけることが難し
いため、調査依頼を考えている中国特許事務所の調査能力に関する情報が少なく調査
の質に不安があるとしばしば指摘されている（JETRO「中国特許制度における実用新案
制度に関する調査報告書」、2010）。その欠点を克服するために、日系多国籍企業は積
極的に特許調査員と情報交換を行ったり、日本の調査会社を併用するなどして特許調
査の質を確保する必要があると考えられる。 
 
特許書類が正確に翻訳されたか確認すること 
  日系多国籍企業が日本語で正しい特許出願書類を作成しても、中国語へ翻訳する
段階で正確に翻訳が行われず、日本語の書類と中国語の書類で内容に差異が生じる可
能性がある。その場合、中国で特許が取得できたとしても権利の請求範囲が狭くなっ
ていたり、何らかの制限があったりし、後々に問題となる。さらに、中国には日本語
を理解できる弁理士が不足しているために、一度日本語から英語へ翻訳し、そこから
中国語へ翻訳するという二度手間がかかっているので、直接日本語から中国語へ翻訳
する場合より翻訳ミスが起きる可能性は高くなると特許実務家達に指摘されている
（王＆矢間、2003）。また、特許の分野では辞書化されていない新しい単語を用いるこ
とが多いので、中国語ではそれらしい意味の漢字を使って表現せざるをえないことも
正確な翻訳を難しくしている（ibid）。 
  以上の問題があるため、中国に特許出願する場合には、技術内容と日本語が理解
でき、さらに特許明細書を規定に従って作成できる中国人弁理士の確保が重要である。
もし、それらの条件を満たす中国特許渉外事務所を見つけて依頼できたとしても、他
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の企業も同様に彼らに依頼していて彼らの処理能力が限界に達している可能性がある。
その場合、翻訳業務はアウトソーシングされることがある。アウトソーシング先は、
学生、技術者など様々であるため、結局正確な翻訳が行われない可能性がある（王＆
矢間、2003）。このようなケースも十分考えられるので、日系多国籍企業は能力があり
信頼できる専門家ときちんと契約しておくか、もしくは自社で優秀な専門家を雇い入
れておくべきである。 
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むすび 
-結論- 
 
第一節 本研究のまとめ 
 
   本研究では、先行研究である日米の多国籍企業の特許戦略をレビューした上で、
中国の特許制度を正しく理解するために、それに関する歴史的変遷、現在の整備状況
及び中国政府のイノベーション政策による将来の発展トレンドについて整理し、日中
特許制度の相違点について比較した。また、中国において知的財産トラブルを回避す
るために、模倣品問題や特許権侵害訴訟問題についてその被害現状、生成要因、対応
策などを詳しく検討した。さらに、日系多国籍企業に中国現地戦略を提案するために、
シーメンス、IBM、日立製作所という中国現地特許戦略で成功を収めた多国籍企業をケ
ースとして取り上げ、それらから日系多国籍企業が採用できる一般化した特許戦略を
抽出した。以下に本研究の結果をまとめる。 
    第一章では、米系多国籍企業が採用した特許戦略モデルに加え、久野が考案した 5
つの基本特許戦略にも触れた。久野は各戦略を比較し、優劣により評価したことは単
に戦略を列挙しただけの 20世紀の米系多国籍企業の特許モデルより優れていると言え
る。また、鮫島が複数の特許戦略を組み合わせて利用しているケースが多数あること
を指摘しており、ある一つの特許戦略だけでなく状況に合わせて複数の戦略を組み合
わせる戦略を主張した点で 20世紀の米系多国籍企業の特許モデルより優れていると言
える。 
  第二章では、中国の特許制度の歴史的変遷を概観した後、日中の特許制度を比較
することで中国の特許制度の特徴を明らかにした。中国には実用新案、意匠が特許法
に含まれており、中国ではこれら２つは重要視されている。そのため第五章で、日系
多国籍企業は中国で実用新案と意匠も含め全面的に権利化しなければならないことを
述べた。また第五章で述べたように、特許権紛争に際して、日本と違い中国には司法
ルートだけでなく行政ルートを用いた解決策が存在する。これを双軌制と呼ぶ。司法
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ルートの方が効力が高いが、その分時間と費用が高い。行政ルートは効力は高くない
が、その分時間と費用が高くない。２つのルートの特性を理解し、うまく組み合わせ
ながら利用することで効率的な訴訟による特許侵害対応を行うことができる。 
  第三章では、最も深刻な問題である模倣品問題と特許権侵害訴訟問題について述
べた。業者は経済利益を追求のため模倣品を製造しており、地方政府は自分たちの税
収入のために業者の模倣品製造を厳しく取り締まっていない。また、中国人の模倣品
に対する意識が低いことも問題である。そのような状況から、中央政府が対策を打ち
立てても模倣品を撤廃することは難しいという現状が明らかになった。そのため第五
章で、日本企業自らが消費者に対して啓蒙活動を行ったり、偽造防止技術を用いた模
倣品対策などを行っていかなければならないことを述べた。第二節で、中国において
特許訴訟件数が増加している現状と、具体的な訴訟事例を挙げ、富士化水工業のよう
に日本企業が訴えられ敗訴する事例があることを述べた。第五章ではこれらへの対応
策として、中国企業への技術移転は中国国内で行わないようにするべきであることを
述べた。それは技術移転が技術輸出入に該当しないようにし瑕疵担保責任が生じるこ
とを回避するためである。また、クボタの事例から、日系多国籍企業は日本国内だけ
でなく、進出先の国でも早期に特許取得を行うことが重要であることを述べた。それ
によって特許侵害のリスクを軽減できる。 
  第四章では、中国で成功している多国籍企業の事例を３つ取り上げ、それぞれの
特許戦略の特徴について考察した。これを受け、第五章ではそれぞれの特徴を日系多
国籍企業に適用出来るように一般化した。通信分野では、有力な中国政府および中国
企業との共存共栄関係を築き、自社技術である通信規格を市場に普及させる戦略が有
効である。IT 分野では、自社の技術力を他の多国籍企業より優れたものになるまで育
て、その技術力を中国現地企業および中国市場へアピールしブランド力を高めること
が有効である。その上で、中国大手の現地企業と特許ライセンシング契約を結べばよ
い。ただし、技術流出に気をつける必要がある。インフラ分野では、現地のニーズを
満たすために現地の研究者を雇用して現地で研究を行うことが有効である。また、低
コスト化とオープンイノベーションのために現地の大学と共同研究を行うことも有効
である。 
  本研究は、日系多国籍企業が中国において選択すべき特許戦略について考察して
きた。今回は中国市場に限定したが、政府と共存共栄の関係を目指す戦略や、模倣品
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問題や訴訟問題への対策など、中国の特許制度に関係するもの以外は、他の新興国で
も適用可能であると考えられる。 
 
第二節 本研究に関する今後の課題と展望 
 
  本研究は、日系多国籍企業に中国現地特許戦略の提案に対して、ある程度の成果
を得ることができた。ただし、本研究で取り上げられた一般化した提案はまだ課題が
残されている。最後にその課題と今後の研究の展望について述べることにする。 
  本研究では、シーメンス、IBM、日立製作所の中国現地特許戦略の特徴を考察し、
特許戦略を抽出した。しかし、この抽出した特許戦略はすべての業界に適用すること
ができない。シーメンスの特許戦略は日本通信大手企業に適用でき、IBM の特許戦略は
IT 分野の日本大手企業に適用することができ、また、日立製作所の特許戦略はインフ
ラ分野の日本大手企業に適用することができる。しかし、その他の化学、アパレル、
自動車などの分野に適用出来るか確認できないため、それらの分野ごとに更なる研究
が必要とされる。 
  今後の展望として、先ほどの述べた分野についても研究を進め、本研究と同様に
特許戦略の抽出を行うことが考えられる。また、各分野に限定されないより一般的な
特許戦略の抽出を目指して研究を進めることが考えられる。 
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